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要　旨

⃝�脱炭素社会に向けた長期的な転換のためには、気候変動対策の重要性やその効果をめ
ぐる認識が、社会的に広く共有されることが重要である。しかしながら、来たるべき
この転換が人々の生活の質にどのような影響を与えるかや、今世紀後半に温室効果ガ
スの実質排出ゼロを目指すパリ協定の目標にはどれくらい実現可能性があると受け止
めるべきなのか、といった基本的な点についてさえ、世界的にはもちろん国内でも相
当の認識の隔たりがあるのが現状である。

⃝�そこで、気候変動対策と生活の質をめぐる基本的な論点について、異なる背景と多様
な意見を持つ一般の人々が議論し、合意に基づく意見形成を行う可能性を探る社会実
験として、2019 年 3 月 2 日、3日、北海道大学において「脱炭素社会への転換と生活
の質に関する市民パネル」を開催した。

⃝�実施にあたっては、市民会議の代表的な手法である「市民陪審」の方法を用いた。市
民参加者（討論者）は、札幌市および周辺 8市町村（人口約 250 万人）の縮図となる
よう、同地域に居住する 18 歳以上の一般市民から 18 名（男女 9名ずつ）を抽出し
た。この討論者が、7 名の専門家による証言を聞きつつ、あらかじめ設定した 3つの
論点について約 15 時間かけて議論し、最終的には、討論者全員の合意で結論を導く
ことができた。

⃝�討論者による結論では、①気候変動は放置すれば地球的規模で生態系を破壊し、人
類、特に将来世代の生存権さえ侵害しかねない大変な問題だと認識していること、②
脱炭素化は成し遂げなければならないことであり、取り組み方次第で、パリ協定の実
質排出ゼロ目標を達成できる可能性はあるが、実現へのハードルは非常に高いこと、
他方で、③脱炭素社会への転換は必ずしも生活の質に対する脅威となるわけではな
く、生活の質を向上させる機会ともなり得ること──などが主張されている。この結
論とそれが導かれた過程は、異なる意見を有する一般の人々が様々な視点からの情報
提供を受け、互いに議論することによって、気候変動問題に対する理解が深まるとと
もに、将来にわたる転換を、新たなチャンスとして前向きに捉えるような意見が形成
される可能性を示している。

⃝�方法論的には、今回の社会実験の結果は、脱炭素社会への長期的転換に向けて国民的
議論を喚起する方法として、一般市民を対象とした市民パネル型の参加の方法が持つ
有効性や可能性を示すものである。今後、利害関係者等による議論と並び、気候変動
対策をめぐる政策対話の一つの方法として、広く活用されることが期待される。
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第 2版の刊行にあたって

　脱炭素社会への転換をめぐって、異なる背景と多様な意見を持つ一般の人々がじっくりと議論し、
合意に基づく意見形成を行う可能性を探る社会実験として、2019 年 3 月 2 日、3日に「脱炭素社会へ
の転換と生活の質に関する市民パネル」を実施しました。これは、気候変動対策が生活の質に与える
影響を主なテーマとして行われた、日本でおそらく初めての本格的な無作為抽出型の市民会議であ
り、その実施状況と結果を速報すべく、すでに 3月 7日に「政策関係者のための報告書」を発行して
います。
　その後、主催者において作成した参考人ヒアリングの質疑応答の記録や、市民参加者（討論者）に
よる評議の状況、討論者・傍聴者アンケートの結果など、詳細な会議記録を補充し、その他の部分に
ついても加筆・修正を行い、このたび報告書第 2版をとりまとめました。
　脱炭素社会への転換の道筋を探るためには、今後、様々な場所やタイミングで広範な市民が参加し
て議論を深め、社会的な合意を形成していく必要があると思われます。それぞれの立場で、そうした
議論の場を設け、またその場に参加しようとする方々に、本報告書に収めた記録と資料をご参照・ご
活用いただければ幸いです。
　最後になりましたが、第 2版の編集にあたり、大部の議事録をご確認いただきました 6名の外部参
考人の皆様を始め、ご協力を頂いた関係の皆様に厚く御礼を申し上げます。

　2019 年 10 月 31 日

脱炭素社会への転換と生活の質に関する市民パネル
実行委員一同
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はじめに

　気候変動対策に関する新しい国際的取り決めであるパリ協定が 2016 年に発効し、今世紀後半に温
室効果ガスの排出を実質的にゼロにするという目標が、世界的に共有された。これから数十年の間
に、エネルギーの使い方を始めとするライフスタイルや、経済・社会のあり方にも大きな変化が求め
られることになる。
　この脱炭素社会への転換は、私たちの生活の質に、いったいどのような影響を及ぼすと考えるべき
か。また、そもそも温室効果ガスの排出を実質的にゼロにするという目標は、どれくらい実現可能性
のあるものだと受け止めるべきか。気候変動対策を進めていくうえでは、こうした点について社会的
に認識を共有する必要があると思われる。しかし、現状では、世界的にはもちろん日本国内でも、相
当の意見の隔たりが存在する。
　こうした論点をめぐって、異なる背景と多様な意見を持つ一般の人びとがじっくりと議論し、合意
に基づく意見形成を行う可能性を探る社会実験として、今回、「脱炭素社会への転換と生活の質に関
する市民パネル」を開催した。これは、地球環境問題の解決に資する市民参画のあり方をテーマとし
た、北海道大学と大阪大学、国立環境研究所、名古屋大学、明治大学、日本科学未来館による共同研
究の一環として行われた。
　議論は、市民会議の代表的な手法の一つとして、世界各地で 40 年以上にわたり用いられてきた市
民陪審の方式を用いて進められた。この方法では、社会の縮図となるよう無作為抽出などの方法で集
められた 20 名前後の討論者が、あらかじめ決められた論点をめぐって、参考人を務める専門家の証
言も聞きながら話し合い、最終的に全員の合意で論点についての意見をまとめる。
　今回は、研究実施機関である北海道大学の周辺地域（札幌市および周辺 8市町村の人口約 250 万人
の圏域）にお住まいの方の中から、年代・性別等のバランスを考慮しつつ 18 名を討論者として抽出
し、集まっていただいた。この 18 名が、参考人を務める 7名の専門家の話を聞き、脱炭素社会への
転換と生活の質をめぐる 3つの論点について話し合い、結論をまとめた。
　本報告書では、この市民パネルの実施状況のあらましと、討論者（市民参加者）が議論の末に作成
した、脱炭素社会への転換と生活の質をめぐる意見（結論）を報告する。今回の社会実験の経験を、
脱炭素社会への転換をめぐる社会的議論の必要性を感じている関係者や、関心を持つ一般の方々に幅
広く参照・活用いただければ幸いである。
　2日間にわたる市民パネルに参加し熱心にご議論いただいた討論者の皆様、企画の趣旨を汲んで貴
重な情報提供を頂いた参考人の皆様、傍聴ならびに取材の皆様、またご後援、ご協力を頂いた北海
道、札幌市、北海道環境財団、RCE北海道道央圏協議会を始め、開催にあたってお力添えくださっ
た関係者の皆様に厚くお礼を申し上げます。

　2019 年 3 月 7 日

� 脱炭素社会への転換と生活の質に関する市民パネル
実行委員一同
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1. 実施概要

1.1　目的
⃝�パリ協定の締結・発効により、今世紀後半に温室効果ガスの排出を実質ゼロにするという目標が世
界的に共有され、気候変動対策は新たなステージに入った。今世紀後半を見据えた大幅削減という
目標は、政府の地球温暖化対策計画でも「従来の取組の延長では実現が困難」なものとされてお
り、今後数十年の間に、道筋が必ずしも明らかでない、劇的な構造転換を図ることが求められてい
る。こうした転換を進めるには、各国・地域の状況に応じて、一般の人々の参加による議論を含む
国民的議論をいかに立ち上げるかが一つの課題となる。

⃝�既存の調査では、諸外国と比べて日本では、一般の人々の間で気候変動対策に対する消極的な姿勢
が目立ち、生活の質を脅かすものだとの認識が強いことが示されている（2015 年 6 月、日本を含
む世界 97 カ所で同時に行われた、「気候変動とエネルギーに関する世界市民会議（World�Wide�
Views）」の結果）。これはなぜなのか、また長期的転換という課題にとっていかなる含意を持つも
のなのか、もしこうした意識に変化の可能性があるとすればいかなる条件のもとにおいてか、と
いった点は、来たるべき国民的議論に備える意味でも解明が待たれる問題である。

⃝�これらの問題に接近する一助として、今回、「脱炭素社会への転換と生活の質」をテーマとした、
ミニ・パブリックス型（無作為抽出等の方法で社会の縮図をつくって議論するタイプ）の市民会議
を、市民陪審の手法を用いて模擬的に実施する。これを通じて、次の点を明らかにすることを目指
す。

　�目的（1）：脱炭素社会への転換と生活の質の関係をめぐる人々の意見の構造を明らかにするととも
に、その変容可能性を探る

　�目的（2）：長期的な転換に向けた社会的合意の形成において、ミニ・パブリックスを活用した市民
参加が果たしうる役割と、それに伴う課題を解明する

1.2　日時と会場
　2019 年 3 月 2 日（土）・3日（日）　いずれも 9：00〜17：30　※会議日程は表 1のとおり
　北海道大学札幌キャンパス　情報教育館 3階スタジオ型研修室、4階共用多目的教室（1）・（2）
　（札幌市北区北 17 条西 8丁目）

1.3　実施体制
主催　脱炭素社会への転換と生活の質に関する市民パネル�実行委員会＊

　　　�＊ �「地球規模かつ超長期の複合リスクのガバナンスにおけるミニ・パブリックスの役割」（JSPS 科研費�
JP17H01927、研究代表者＝三上直之�北海道大学高等教育推進機構准教授）の研究代表者・分担者など 8名
で構成。実行委員のプロフィールは巻末の実行委員紹介のページを参照。

　　　実行委員：�三上直之（北海道大学）、八木絵香（大阪大学）、江守正多（国立環境研究所）、� �
田村哲樹（名古屋大学）、松浦正浩（明治大学）、池辺　靖（日本科学未来館）、� �
工藤　充（大阪大学）、岩崎　茜（国立環境研究所）

後援　北海道、札幌市
協力　公益財団法人北海道環境財団、RCE北海道道央圏協議会
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1. 実施概要
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⃝�パリ協定の締結・発効により、今世紀後半に温室効果ガスの排出を実質ゼロにするという目標が世
界的に共有され、気候変動対策は新たなステージに入った。今世紀後半を見据えた大幅削減という
目標は、政府の地球温暖化対策計画でも「従来の取組の延長では実現が困難」なものとされてお
り、今後数十年の間に、道筋が必ずしも明らかでない、劇的な構造転換を図ることが求められてい
る。こうした転換を進めるには、各国・地域の状況に応じて、一般の人々の参加による議論を含む
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田村哲樹（名古屋大学）、松浦正浩（明治大学）、池辺　靖（日本科学未来館）、� �
工藤　充（大阪大学）、岩崎　茜（国立環境研究所）

後援　北海道、札幌市
協力　公益財団法人北海道環境財団、RCE北海道道央圏協議会
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1. 実施概要

表 1-1 会議日程

1 日目：3月 2日（土）
時間 内容 会場

非公開
 9：00‐10：55 ガイダンスと導入レクチャー（討論者全体で） 4 階

教室（2）

10：55‐11：10 休憩・移動

11：10‐12：35 参考人ヒアリング①（論点 1を中心に） 3 階
スタジオ

12：35‐13：20 昼食・休憩

13：20‐14：50 参考人ヒアリング②（論点 2を中心に） 3 階
スタジオ

14：50‐15：05 休憩

15：05‐16：35 参考人ヒアリング③（論点 3を中心に） 3 階
スタジオ

非公開
16：35‐16：45 休憩

16：45‐17：30 グループ別評議①：担当論点を中心に意見交換 3 階
スタジオ

2 日目：3月 3日（日）
時間 内容 会場

非公開

 9：00‐ 9：20 ガイダンスと 1日目のふりかえり（討論者全体で） 4 階
教室（2）

 9：20‐ 9：30 移動

 9：30‐11：30 グループ別評議②：担当論点の結論案を作成 各会場

11：30‐12：35 昼食・休憩（一部グループでは評議②を継続）

12：35‐14：10 全体評議①：各論点の結論案の検討 4 階
教室（2）

14：10‐14：20 休憩

14：20‐15：35 全体評議②：評議のまとめ、結論の決定 4 階
教室（2）

15：35‐16：00 移動・休憩

16：00‐17：00
評議結果の発表
　討論者による評議結果の発表
　参考人・実行委員によるコメント

3 階
スタジオ

非公開 17：00‐17：30 討論後アンケートの記入など 3 階
スタジオ
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1.4　会議の手法（市民陪審）について
　会議は、市民陪審（citizens’� jury）の手法に沿って設計した。市民陪審は、コンセンサス会議や討
論型世論調査（DP）、計画細胞会議（プラーヌンクスツェレ）などと並んで、無作為抽出型の市民会
議（ミニ・パブリックス）の代表的手法の一つである。1970 年代に米国で開発され、州レベルや連
邦レベルなどの様々な政策課題を対象として用いられてきたほか、1990 年代以降には、英国やカナ
ダ、オーストラリアなどでも多数、実施されている 1。
　市民陪審は、その名のとおり、英米諸国の刑事裁判で広く用いられてきた陪審制を、政策形成への
市民参加に応用した手法である。社会の縮図を構成するように一般から抽出された 20 名前後の「陪
審員（juror）」が、対象となる政策課題に関して、あらかじめ設定された「問い（charge）」につい
て、「証人（witness）」に対する「審問（hearing）」や、陪審員同士での「評議（deliberation）」を
行い、最終的に「勧告（recommendation）」を出す。日程としては、米英などにおける実施例だと、
4〜5 日間にわたり連続で行うのが典型的なスタイルであるが、2 週間ほどの間に分散して開催される
ケースもある。
　今回は、研究の一環としての模擬的な実施であり、またより多くの人が応募しやすい設定としたい

図 1-1 「脱炭素社会への転換と生活の質に関する市民パネル」の実施体制とプロセス

実行委員会：科研費研究の研究代表者・分担者等で構成
市民パネルの企画・運営（一部、参考人およびファシリテーターを兼ねる）

後援：北海道、札幌市
協力：公益財団法人北海道環境財団、RCE北海道道央圏協議会

傍聴者

傍聴者

【討論者】18名
札幌市および周辺 8市町村に
住む 18歳以上の男女
＝年代・性別等のバランスを考
慮し、一般の市民から抽選

【参考人】 7 名
●主な参考人（気候変動リスクの専門家）
●気候変動やエネルギーの専門家
●北海道における気候変動の影響の専門家
●家庭における省エネルギーの専門家

情報
提供
質問
回答

参考人
ヒアリング
＝公開

Aグループ
（論点 2担当）

Bグループ
（論点 3担当）

評議結果の発表

18 名で、3つの論点について評議

ファシリテーター

Cグループ
（論点 1担当）討論者による評議

（グループ評議・全体評議）
＝非公開

1　�市民陪審については、榊原秀訓「市民陪審：証言者からのヒアリングと討議」篠原一編『討議デモクラシーの挑戦：ミニ・パ
ブリックスが拓く新しい政治』（岩波書店、2012 年）、pp.81-98、Jefferson�Center�(2004)�Citizens Jury Handbook を参照。後者
は、同手法の開発・普及に取り組んできた米国の非営利組織、ジェファーソンセンターによる実施マニュアルである。
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1. 実施概要

という観点から、連続 2日間に短縮して実施した。論点を十分に絞り込むとともに、事前に情報資料
の一部を参加者に送付するなどの手立てを講じることにより、証人尋問と評議を行ったうえで勧告を
まとめるという流れを、2日間に収めることは可能であると判断した。また、市民陪審の標準的な手
法では、評議に際して合意が得られない場合、結論を導くために投票が用いられることもあるが、今
回は「脱炭素社会への転換と生活の質」をめぐる基本的な認識についての合意形成の可能性を探ると
いう研究の趣旨に鑑みて、投票は用いないことにし、後述のとおり参加者には全員での合意で結論を
導くよう求めた。それと同時に、会議の前後に主要な論点に関する質問紙調査を行い、個々人の意見
とその変化を把握することとした。
　このように市民陪審の手法を応用して運営したことから、会議の実施にあたって、参加者や関係者
に対してその旨の説明は行ったものの、会議名称などにおいて、特段、市民陪審であることは強調し
なかった。陪審制からそのまま転用されている会議用語についても、直訳するのではなく、ニュアン
スを一部残しつつ意訳して用いることにした。市民参加者である「陪審員（juror）」は「討論者」、
原語では告発や容疑を意味する「問い（charge）」は「論点」、「証人（witness）」は「参考人」、「審
問（hearing）」はそのままカタカナで転用し「ヒアリング」、「勧告（recommendation）」は「結論」
と呼んだ。討論者（陪審員）同士の話し合いである「評議（deliberation）」という名称は、そのまま
用いた。
　以上のような修正を加えつつも、市民陪審の手法に依拠して会議を設計した理由は、主に次の 3点
であった。
　第 1に、気候変動の影響や脱炭素社会への転換をめぐる基本的な認識について、議論を通じた合意
形成の可能性を探るという目的に照らすと、定式化された「論点（問い）」によってあらかじめ焦点
を明確にしたうえで議論するのが効果的であると考えたためである。また、最終的に討論者全体の合
意によって一つの「結論（勧告）」を導くことを求める点も、合意形成の可能性を探るという今回の
目的にかなっていると判断した。
　第 2に、気候変動やエネルギーに関する専門家との質疑応答や意見交換を通じて、テーマについて
の認識を深めたうえで、討論者同士の評議に進むことができる設計を目指したためである。専門家か
らの情報提供や、それを踏まえての質疑応答などは、他のミニ・パブリックスの手法にも多かれ少な
かれ組み込まれているが、市民陪審の場合、この要素が「証人審問（参考人ヒアリング）」としてプ
ログラムの一つの中心をなしている。20 名前後という小規模なパネルであることも、討論者と専門
家との間での密な対話を促すには有利であると考えた。
　第 3に、研究代表者らが今後、本研究に関連するプロジェクトの一環として、英国において同様の
テーマによる市民パネル会議を実施し、両会議の結果を対照・分析する国際比較研究を予定している
という事情も考慮した。このような展開の可能性も視野に入れ、英国において多数の実践例がある市
民陪審を選択することとした。

1.5　討論者および募集方法
　市民パネルに参加して議論を行う市民参加者（討論者）として、札幌圏 2 の 9 市町村（人口約 250
万人）に在住の 18 歳以上の人、18 名を募集した。民間調査会社の協力を得て、同社の保有するモニ

2　�石狩振興局管内の 8市町村（札幌市、石狩市、恵庭市、江別市、北広島市、千歳市、当別町、新篠津村）に、隣接の小樽市を
加えた 9市町村。
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ター約 1万 7000 名を対象に募集告知を行ったところ、約 270 名の応募があった。この中から当該地
域の社会全体の縮図となるよう、年代・性別等のバランスを考慮し、討論者を抽選した（表 1-2-1〜
表 1-2-3）。気候変動やエネルギー問題に関する専門家（当該テーマを大学・大学院で専攻している
人、仕事やNPO活動等で当該テーマに直接関係する活動を日常的に行っている人を含む）は、抽出
の最初の段階で除外した。

1.6　参考人と情報資料
　議論に必要な情報等を提供する役割を担う専門家として、7名の参考人が出席した（表 1-3）。主た
る参考人は、気候変動の将来予測とリスク論の専門家で実行委員でもある江守正多（国立環境研究
所）が務めた。他の参考人は、江守を中心として事前に実行委員会内で検討・人選を行い、外部から
4組 6名の専門家を招聘した（北海道における気候変動の影響については、北海道立総合研究機構�
環境科学研究センターで気候変動を担当する研究者 3名をひと組の参考人として招聘した）。

表 1-2-1 討論者の年代と性別

男性 女性 計

20 代 1 1 2

30 代 2 1 3

40 代 1 3 4

50 代 3 2 5

60 代 1 1 2

70 代 1 1 2

計 9 9 18

表 1-2-3 討論者の職業

人数

事務系の勤め人 4

専業主婦・主夫 4

自営の商工業 2

専門職・自由業 1

会社役員・管理職等 1

作業系の勤め人 1

学生 1

その他 2

無職 2

計 18

表 1-2-2 討論者の居住地域

人数

札幌市 15

江別市 1

千歳市 1

小樽市 1

計 18
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所）が務めた。他の参考人は、江守を中心として事前に実行委員会内で検討・人選を行い、外部から
4組 6名の専門家を招聘した（北海道における気候変動の影響については、北海道立総合研究機構�
環境科学研究センターで気候変動を担当する研究者 3名をひと組の参考人として招聘した）。

表 1-2-1 討論者の年代と性別

男性 女性 計

20 代 1 1 2

30 代 2 1 3

40 代 1 3 4

50 代 3 2 5

60 代 1 1 2

70 代 1 1 2

計 9 9 18

表 1-2-3 討論者の職業

人数

事務系の勤め人 4

専業主婦・主夫 4

自営の商工業 2

専門職・自由業 1

会社役員・管理職等 1

作業系の勤め人 1

学生 1

その他 2

無職 2

計 18

表 1-2-2 討論者の居住地域

人数

札幌市 15

江別市 1

千歳市 1

小樽市 1

計 18
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1. 実施概要

表 1-3 参考人を務めた専門家（敬称略。所属等は市民パネル開催当時のもの）

江守 正多（えもり・せいた）［主たる参考人、市民パネル実行委員］

国立環境研究所 地球環境研究センター副センター長。専門は気候変動の将来予測とリスク
論。国立環境研究所気候変動リスク評価研究室長などを経て 2018 年から現職。気候変動に
関する政府間パネル（IPCC）の第 5 次・第 6 次評価報告書の主執筆者を務める。

西岡 秀三（にしおか・しゅうぞう）［主な担当論点：1、2］

地球環境戦略研究機関（IGES）参与。旭化成勤務後、国立環境研究所研究員・理事、東京
工業大学教授などを経て現職。専門は環境システム学、地球環境学。気候変動に関する政
府間パネル（IPCC）発足時から 20 年間、主に気候変動影響評価部会で部会副議長・章責
任執筆者などとして活動。

山地 憲治（やまじ・けんじ）［主な担当論点：1、2］

地球環境産業技術研究機構（RITE）理事・研究所長、東京大学名誉教授。専門はエネル
ギーシステム工学。電力中央研究所エネルギー研究室長、東京大学教授などを経て、2010
年から現職。総合資源エネルギー調査会、中央環境審議会、原子力委員会等の部会などの
委員を歴任。

岡崎 朱実（おかざき・あけみ）［主な担当論点：3］

NPO 法人北海道グリーンファンド理事、北海道地球温暖化防止活動推進員。中高の教員を
経て 1986 年から北海道在住。30 年以上にわたり、ごみ問題や省エネルギー、環境団体の
ネットワーク形成や行政との協働の分野で活動。環境省登録環境カウンセラー。道環境保
全活動功労者表彰（2015 年度）、環境省地域環境保全功労者表彰（2016 年度）受賞。

芥川 智子（あくたがわ・ともこ）　

環境保全部リスク管理グループ研究主幹。専門は大気環境、化学物質。環境中の化学物質
の動態や影響評価、環境質の総合的な評価に関する研究などを担当。環境計量士（濃度）、
地球温暖化防止コミュニケーター。

小野 理（おの・さとる）

環境保全部 水環境グループ主査。専門は環境情報、地理情報システム。道内の生物分布
データ、二酸化炭素排出量等のデータ収集や、それらを活用した情報発信・政策支援・環
境教育など、環境情報関連を幅広く担当。

鈴木 啓明（すずき・ひろあき）

環境保全部 水環境グループ研究主任。専門は水域の環境保全および管理、気候変動影響。
流域環境保全・管理および気候変動影響に関する調査研究を担当。

北海道立総合研究機構 環境科学研究センター 環境保全部 気候変動担当［主な担当論点：1］
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　各参考人は、論点に即した説明資料（スライド 30 枚程度）を準備し、当日の情報提供に使用し
た。このうち、主たる参考人（江守）の資料は「基礎情報資料」として、気候変動問題の概説や、3
つの論点を考えるうえでの特に基礎的な情報を網羅したものとし、会議開催の 10 日前に討論者に送
付し、事前に目を通してもらった（参考人の情報資料は本報告書巻末に付録として収録した）。

1.7　ファシリテーター
　会議の進行役であるファシリテーターは、次の 4名の実行委員が務めた。チーフファシリテーター
は、参考人ヒアリングや全体評議を始めとする全体セッションを進行するとともに、会議進行全体を
統括した。3名のグループファシリテーターは、グループ別評議の進行と、全体セッションにおける
進行補佐を担当した。

　チーフファシリテーター：八木絵香
　グループファシリテーター：池辺�靖、工藤�充、岩崎�茜

1.8　会議の公開
　1日目の参考人ヒアリングと、2日目の評議結果の発表は公開で実施し、一般の傍聴者、報道機関
の取材を受け入れた。両日とも約 20〜30 名の傍聴があった。その他の部分は非公開で行った。
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　討論者が議論する具体的な議題は、2018 年 3 月から 8月にかけて研究チーム内で 10 回にわたって
行った社会実験設計ミーティングにおいて、会議全体の企画・設計と合わせて、とくに集中的に検討
を重ねた。最終的には、同年 12 月に発足した実行委員会において次の 3つの論点としてとりまと
め、その後、選出した討論者や参考人、その他関係者に提示し、会議に向けた準備を依頼した。
　3点とも、気候変動対策を進めていくうえで社会的に認識を共有する必要があるが、現状では意見
の隔たりが存在すると思われる論点である。

2.1　会議の目標
　会議の目標は、討論者全員でよく話し合った結果として、3つの論点それぞれについて、短い文章
の形で意見（結論）をまとめることとした。
　今回は社会実験としての模擬的な会議であるものの、討論者にとっては、結論の宛て先が具体的に
イメージできる方が議論に取り組みやすいと考え、次のような読み手を（仮想的に）想定して結論を
まとめるように求めた。

◆�結論の（仮想的な）宛て先：主に日本において、政府や企業・産業界、NPO/NGO、研究機関な
ど、さまざまな領域で気候変動問題に取り組む人たちや、マスメディアや学校・教育機関などでこ
の問題を伝えたり教えたりする立場にある人たち

　得られた結論については、現実に、主催者の研究活動の一環として、一般の人々の議論を通じた重
要な参照意見として各方面に紹介・発信していく予定であることも付言した（本報告書は、その紹
介・発信活動の一環である）。

2. 「 3 つの論点」と会議の目標

論点1．ご自分や家族、身の回りの人たち、さらには地域や日本全体にとっての影響に加え、
後の世代の人たちや、日本以外のさまざまな国々に暮らす人たちへの影響も考え合わせたうえ
で、将来にわたる気候変動の影響はどのようなものであると認識すべきでしょうか。

論点 2．パリ協定では、化石燃料の使用など人為的な要因による温室効果ガスの排出量を、21
世紀後半に世界全体で実質的にゼロにするという目標が合意されました。この目標は、どれく
らい実現可能性のあるものだと捉えるべきでしょうか。取り組み方しだいで十分に達成しうる
ものだと捉えるべきでしょうか、それともきわめて困難で不可能に近いものだと捉えるべきで
しょうか。

論点 3．脱炭素社会への転換が私たちの生活の質に与える影響について、どのように受け止め
るべきでしょうか。温室効果ガスの排出削減に伴って気候変動が抑制される効果も合わせて考
えたとき、生活の質に対する脅威となるか、または生活の質を向上させる機会となるか、いず
れの方向で受け止めるべきでしょうか。将来にわたって追求したい生活の質の内容も意識しつ
つ、議論してください。
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2.2　「生活の質」について
　会議名や論点 3に含まれる「生活の質」（quality�of� life）ということばについては、生活や人生へ
の満足度や幸福感を包括的に指すものとして用いることを確認した上で議論を始めた 3。
　すなわち、「生活の質」には、心身の健康や、職業や収入なども含む経済的・物質的な生活条件は
もちろんのこと、安全で自由な生活を送ることができる社会的・環境的な基盤や、人間関係や余暇の
充実度などが含まれる。これらの中には、具体的に指標を設定することにより、客観的に測ったり評
価したりできるものも数多くある一方、より主観的な性格が強い、人生の目的とか生きがいといった
面での充実感も含まれる。脱炭素社会への転換という課題との関連で、私たちの生活の質のどの部分
を、どのように、どれくらい重視すべきかということ自体が、社会的議論を要する主題であることか
ら、討論者には、その点も含めて議論するよう求めた。

2.3　参考論点
　論点 2や 3を議論するうえで参考にすべき観点として、次の 2つの参考論点も提示した。これらに
ついて、討論者に結論を出すことは求めなかった。

3　�「生活の質」の考え方については、猪口孝監修、村山伸子・藤井誠二編著『QOLと現代社会：「生活の質」を高める条件を学際
的に研究する』（明石書店、2017 年）を参考にした。

参考論点 a：再生可能エネルギーは温室効果ガスの排出削減に向けた対策の主要な柱のひとつであり、
昨年 7月に決まった政府の新しいエネルギー基本計画でも、今後「主力電源」とすることが目指されて
います。他方で、再エネの導入量が増えるに伴い、電力料金の上昇や、電力系統の増強の必要性、発電
施設による環境、安全面などの課題も顕在化してきています。メリットとデメリットを幅広く考慮に入
れたうえで、北海道および日本において、2050 年頃の長期的な視点でみて、どのように再エネ導入を
進めるべきでしょうか。

参考論点 b：脱炭素社会への転換という課題を念頭に置いたうえで、21 世紀後半に目指すべき北海道
と日本の社会像はどのようなものでしょうか。参考人の話も参考にしつつ、2050 年以降の社会のすが
たを自由に描いてみてください。
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情報資料について
ヒアリング中で言及されている情報資料は、巻末に付録としてモノクロで掲載した。一部の資料につい
ては理解を助けるため、原物と同じカラー版を 54-58 ページに図 3-1〜図 3-10 として掲載した（この
場合、本文中では例えば「資料集 p.12 上→ p.54図 3-1」のように言及し、矢印の後にカラー版の掲載
箇所を示した）。

3. 会議当日の実施状況

3.1　ガイダンスと導入レクチャー
　すべてのプログラムを始める前に、
討論者に対しアンケートを実施した
（写真 3-1）。2日目の討論終了時に
も、同じ質問からなるアンケートを
行った。
　はじめに討論者へのガイダンスとし
て、研究代表者の三上直之から、今回
の市民パネルの背景や目的、3つの論
点と会議の目標、スケジュールについて説明するとともに、実行委員とスタッフを紹介した。討論者
も一人ずつ自己紹介した。
　続いて、主たる参考人である江守が、基礎情報資料の「導入編」（資料集 pp.7-10）を用いて、地
球温暖化の仕組みや、予測される世界平均気温の変化、パリ協定の長期目標などに関する導入的なレ
クチャーと、質疑応答を行った（写真 3-2）。
　その後、1日目夕方からの評議で 3つの論点を
分担して議論するのに備えて、討論者をA〜Cの
3グループ（各 6名）に分け、それぞれ自己紹介
などを行った。なお、グループ別評議において論
点を分担するのは、結論案の起草を効率的に行う
ためであり、18 名全員で 3つの論点すべてを議
論するのが基本である。そこで、初めから担当論
点にのみ注意が向きすぎないようにするため、こ
の時点では討論者には各グループの担当論点を伏せておき、参考人ヒアリングが終了し、グループ別
評議を始める際に担当論点を伝えることとした。

3.2　参考人ヒアリング（公開セッション）
　3つの論点についての参考人ヒアリングを、公開のセッションとして実施した。傍聴者は事前に募
集し、行政関係者や教育関係者、一般市民など約 30 名が傍聴した。
　論点ごとに、主たる参考人（江守）が基礎情報資料を使ってレクチャーした後、討論者の質問に答
える形で、7名の参考人が各々の専門性や主張に応じて情報提供するという方法で実施した。各論点
に関するヒアリングの内容は次のとおりである。

写真 3-1 討論前アンケートに回答する討論者

写真 3-2  主たる参考人による導入レクチャー
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3.2.1　参考人ヒアリング①：気候変動の影響に対する認識について（論点 1）

◆主たる参考人による基礎情報のレクチャー（江守）
重要なリスク分野
　この時間は、「影響の深刻さ」についての資料に沿って説明したい（資料集 pp.11-14）。まず、地
球が温暖化すると何が起こるかについて、IPCC（気候変動に関する政府間パネル）ではとくに重要
な分野を 8つ挙げている。
　1番目は海面上昇や沿岸での高潮などのリスク。2番目に大都市部への洪水による被害のリスク、
洪水の増大。3番目に極端な気象現象により、道路や橋、発電所といったインフラが壊れたり、停止
したりしてしまうリスク。4番目は熱波によって、とくに都市部において高齢者や病人といった脆弱
な方たちが亡くなったり病気になったりするリスク。熱中症のリスクもここに含まれる。5番目に気
温上昇や干ばつによって食料安全保障が脅かされるリスク。とくに途上国で小規模な農業が行われて
いるような場所で干ばつが起こると、食べ物がなくなってしまうのではないかと懸念されている。
　6番目に、水資源不足と農業生産の減少による農村部の生計と所得損失のリスク。7番目に沿岸海
域における生計に重要な海洋生態系の損失リスク。そして 8番目は陸域および内水生態系がもたらす
サービスの損失リスク、である。7番目と 8番目は海と陸の生態系に関するリスクである。気候が変
わることにより、生き物の数が減ったり、運を悪くすると絶滅したりすることが増え、人間社会にも
たらされる生物からの恩恵も失われていくのではないかという問題である。
　ちなみに「リスク」という言葉は、おおよそ「将来悪い出来事が起こりうる可能性」といった意味
で使っており、この先、そのように理解して聞いていただければと思う。以下、気候変動のリスクに
ついて、もう少し個別に説明する。

海面上昇
　温暖化が進むと海面が上昇することはご存じだと思うが、実際に世界平均の海面水位がここ 100 年
で約 20cm上昇したと考えられている。今後、かりに対策がなされずに気温が上がっていき、今世紀
末までに 4℃くらい上がってしまうケースで考えると、今世紀中にさらに世界平均で 1m程度、海面
が上昇する恐れがある。
　海面上昇の主な原因は二つある。気温上昇に伴って海水が温まって膨らむ熱膨張と、陸上の氷の減
少である。海に浮かんでいる氷は溶けても海水は増えないが、陸上、例えばグリーンランドや南極、
山岳の氷河が溶けると海水が増えて海面が上昇する。熱膨張と氷の減少とが、半々ずつくらいで影響
を与えるのではないかと考えられている。海面上昇により、とくに沿岸の低地や小さい島は、砂浜の
侵食や高潮の増加、浸水などの心配がある。
　「世界平均海面水位変化の将来予測」のグラフ（資料集 p.12 上→ p.54図 3-1）は 2100 年までの予
測である。対策なしの場合、赤線のように約 80cm上昇するという予測で、悪くすると 1mくらい上
昇するおそれがある。青い方は 2℃未満を目指した場合だが、その場合も海面上昇は続いてしまう。
海面上昇は、気温上昇が止まってからもしばらく続く性質がある。また、地域ごとの海面水位は海流
や地盤の変化の影響があり、場所ごとに変動がある。
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3.2.1　参考人ヒアリング①：気候変動の影響に対する認識について（論点 1）

◆主たる参考人による基礎情報のレクチャー（江守）
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　1番目は海面上昇や沿岸での高潮などのリスク。2番目に大都市部への洪水による被害のリスク、
洪水の増大。3番目に極端な気象現象により、道路や橋、発電所といったインフラが壊れたり、停止
したりしてしまうリスク。4番目は熱波によって、とくに都市部において高齢者や病人といった脆弱
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わることにより、生き物の数が減ったり、運を悪くすると絶滅したりすることが増え、人間社会にも
たらされる生物からの恩恵も失われていくのではないかという問題である。
　ちなみに「リスク」という言葉は、おおよそ「将来悪い出来事が起こりうる可能性」といった意味
で使っており、この先、そのように理解して聞いていただければと思う。以下、気候変動のリスクに
ついて、もう少し個別に説明する。

海面上昇
　温暖化が進むと海面が上昇することはご存じだと思うが、実際に世界平均の海面水位がここ 100 年
で約 20cm上昇したと考えられている。今後、かりに対策がなされずに気温が上がっていき、今世紀
末までに 4℃くらい上がってしまうケースで考えると、今世紀中にさらに世界平均で 1m程度、海面
が上昇する恐れがある。
　海面上昇の主な原因は二つある。気温上昇に伴って海水が温まって膨らむ熱膨張と、陸上の氷の減
少である。海に浮かんでいる氷は溶けても海水は増えないが、陸上、例えばグリーンランドや南極、
山岳の氷河が溶けると海水が増えて海面が上昇する。熱膨張と氷の減少とが、半々ずつくらいで影響
を与えるのではないかと考えられている。海面上昇により、とくに沿岸の低地や小さい島は、砂浜の
侵食や高潮の増加、浸水などの心配がある。
　「世界平均海面水位変化の将来予測」のグラフ（資料集 p.12 上→ p.54図 3-1）は 2100 年までの予
測である。対策なしの場合、赤線のように約 80cm上昇するという予測で、悪くすると 1mくらい上
昇するおそれがある。青い方は 2℃未満を目指した場合だが、その場合も海面上昇は続いてしまう。
海面上昇は、気温上昇が止まってからもしばらく続く性質がある。また、地域ごとの海面水位は海流
や地盤の変化の影響があり、場所ごとに変動がある。
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地球温暖化と異常気象
　次に異常気象である。昨年とくに日本では、7
月の西日本豪雨や、災害級といわれる猛暑があっ
たり、非常に勢力の強い台風が上陸したりしたの
で、異常気象は増えているという印象があると思
うが、これらと温暖化との間にどのような関係が
あるのか。
　まず「異常気象」という言葉の意味だが、日本
では気象庁が「ある地域、ある季節に 30 年に 1
度以下の頻度で発生するような現象」と定義して
いる。異常気象というのは昔からたまに起こるも
のであり、人間活動の影響など何もなくても、変動しているうちに昔からたまには起こってきた。そ
の異常気象自体が増えているという最近の傾向は、温暖化と関係があると言えるかのかどうか。
　平均気温が上がっていけば、その上で変動があるため、極端に気温が高いということは当然起こり
やすくなる。気温が上がると大気中の水蒸気が増えるので、雨のもととなる水蒸気が多ければ、低気
圧が来たときにその分だけ雨が多く降り、大雨が起こりやすくなる。そうした異常気象の一つひとつ
は、その時々に偶然どんな変動が生じたか、どんな気圧のパターンになったかによって起こるのだ
が、長期的に見ると温暖化によって増えたり、強いものが起こりやすくなったりする傾向が生じてい
る。
　気になるのは極端な低温である。先日も北海道でマイナス 30℃という非常に寒い日があった。米
国でも同様なことがあったのをお聞きになったかもしれない。これらも温暖化によるものかどうかと
いう議論があるが、これについては、そのような説もあるがまだよくわかっていないというのが現状
である。たまに極端な気象が起こるのだが、それは偶然起こっているのかどうか。温暖化が進むとそ
ういうパターンが起きやすくなると主張する論文も結構出ているのだが、科学的にはまだ議論の余地
が残されている。
　「日降水量 100 ミリ以上の日数」のグラフは 1900 年から最近までの大雨の日数の変動である（資料
集 p.12 下）。年によって、多い年と少ない年があり、非常に不規則に変動している。しかし長期的な
傾向としては、直線で示したように、最近の方がちょっと増えている。このように非常に不規則に増
えたり減ったりしながら、じわじわとじつは増えているというのが異常気象の増え方だと考えていた
だきたい。

ティッピング現象
　気候変動に関しては、「ティッピング現象」が起こる可能性が指摘されている。初めて聞く方が多
いかもしれないが、温度が上がるほど海面がじわじわ上がるとか、異常気象がじわじわ増えるという
だけでなく、ティッピングポイント（臨界点）となる温度を超えると、何か急に違う状態になってし
まい、元に戻らなくなってしまうという現象である。例えばグリーンランドの氷床は現在も溶けてい
るが、もし現在くらいで温暖化が止まれば氷が溶けるのも止まるかもしれない。しかし、温度上昇が
ある点を超えてしまうと、今までとは質的に違う状態になり、温暖化が止まっても氷は溶け続ける状
態に入ってしまう、というのである。そうなると氷床は溶け続けて、何百年かかけて全部溶けてしま
う。もし全部溶けると、それだけで海面が約 6m上昇すると考えられている。そのような、いわばス

写真 3-3  主たる参考人（右から 3 人目）による
説明



18

脱炭素社会への転換と生活の質に関する市民パネル　報告書

イッチが入ってしまう温度があるのではないか、と考えられている。
　このティッピング現象は、南極の氷床の融解や、アマゾンの熱帯雨林の枯死、海洋の深層循環の停
止とか、永久凍土からのメタンの放出などでも生じるおそれがある。そういう何か引き金が引かれる
ような温度がそれぞれあるのではないか、と考えられている。
　現在の科学では、それらが何℃で起きるのかは、はっきりわかっていないが、温暖化が進むほど、
こういうことが起きるおそれが大きくなっていくという心配がある。
　ティッピング現象について最近発表された研究では、図にあるように、地球の色々なところにある
ティッピング現象の可能性が、ドミノ倒しのように連鎖するかもしれないとも言われている（資料集
p.13 上）。一つの現象が起こると温度が上がり、それが次の引き金を引き、するとまた温度が上が
り、さらに次の引き金を引くという連鎖のおそれである。
　産業革命前を基準に 2℃以下で気温上昇を止めようと思っているが、2℃程度上昇することで、
ディッピング現象の連鎖が始まってしまい、結局、人間が対策をしても 4℃くらいまで温度の上昇が
続いてしまうおそれまで指摘されている。科学的にはまだはっきりわかってない話ではあるが、その
ようなおそれがある。

影響を考える上での留意点
　B5のスライドには、影響を考える上でいくつか見方として気にしていただいた方がよいと思われ
る点を挙げておいた（資料集 p.13 下）。
　一つ目は、良い影響もあるということ。例えば、北極海の氷が減ったら船が通れるようになり、近
道ができる。あるいは、北海道にお住まいの皆さんにとっては暖かくなれば良いではないか、雪かき
の負担が減るとか、農業や健康にも良い影響があるかもしれない。良い影響も悪い影響もある中で、
考えていただければと思う。
　二つ目は、問題になっている影響の中には、気候変動のみで起きるわけではないものもあることに
も注意が必要である。先に、気候変動によって生態系がダメージを受けると述べたけれども、生態系
の損失には、気候変動以外に、生息地の破壊や分断、汚染、乱獲、外来生物の侵入などの原因もあ
る。温暖化のせいだけではないではないか、と言われればそのとおりであるが、そこに温暖化が加わ
ることでさらに大きなダメージになる可能性がある。資料には書かなかったが、より自明な例とし
て、気温上昇の要因として、都市ではヒートアイランド現象もすぐに思い浮かぶが、そこに温暖化が
重なって問題を著しく悪化させる可能性がある、ということになる。
　三つ目として、海外の影響を通じて間接的に国内にもたらされる影響がある。日本で温暖化の影響
を考えるときには、自分の頭上の日本の天気だけを考慮すればよいわけではない、ということであ
る。例えば日本は食料を海外から大量に輸入しており、輸入元の国が異常気象で不作になれば食料は
高くなる。日本企業の海外の工場や、日本企業が部品を輸入している海外の工場などが異常気象の被
害に遭えば、生産に影響が出て、部品が入ってこなくなり、サプライチェーンが途切れてしまう。可
能性の話ではあるが、温暖化で難民や紛争が増えるおそれもある。非常に深刻な異常気象の被害で生
活の基盤を失うような人たちが多く出てくると、国際的に少し物騒になっていくのではないかという
心配もある。
　このスライドの下半分に書いたのは、影響の深刻さは人によって違うという話である。みんな同じ
ように影響を受けるわけではなく、例えば地理的にも違う。北極域では気温上昇が大きく、氷が減っ
て環境が大きく変化する。乾燥域はもともと乾燥しているのにさらに干ばつが増え、水、食料への被
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イッチが入ってしまう温度があるのではないか、と考えられている。
　このティッピング現象は、南極の氷床の融解や、アマゾンの熱帯雨林の枯死、海洋の深層循環の停
止とか、永久凍土からのメタンの放出などでも生じるおそれがある。そういう何か引き金が引かれる
ような温度がそれぞれあるのではないか、と考えられている。
　現在の科学では、それらが何℃で起きるのかは、はっきりわかっていないが、温暖化が進むほど、
こういうことが起きるおそれが大きくなっていくという心配がある。
　ティッピング現象について最近発表された研究では、図にあるように、地球の色々なところにある
ティッピング現象の可能性が、ドミノ倒しのように連鎖するかもしれないとも言われている（資料集
p.13 上）。一つの現象が起こると温度が上がり、それが次の引き金を引き、するとまた温度が上が
り、さらに次の引き金を引くという連鎖のおそれである。
　産業革命前を基準に 2℃以下で気温上昇を止めようと思っているが、2℃程度上昇することで、
ディッピング現象の連鎖が始まってしまい、結局、人間が対策をしても 4℃くらいまで温度の上昇が
続いてしまうおそれまで指摘されている。科学的にはまだはっきりわかってない話ではあるが、その
ようなおそれがある。

影響を考える上での留意点
　B5のスライドには、影響を考える上でいくつか見方として気にしていただいた方がよいと思われ
る点を挙げておいた（資料集 p.13 下）。
　一つ目は、良い影響もあるということ。例えば、北極海の氷が減ったら船が通れるようになり、近
道ができる。あるいは、北海道にお住まいの皆さんにとっては暖かくなれば良いではないか、雪かき
の負担が減るとか、農業や健康にも良い影響があるかもしれない。良い影響も悪い影響もある中で、
考えていただければと思う。
　二つ目は、問題になっている影響の中には、気候変動のみで起きるわけではないものもあることに
も注意が必要である。先に、気候変動によって生態系がダメージを受けると述べたけれども、生態系
の損失には、気候変動以外に、生息地の破壊や分断、汚染、乱獲、外来生物の侵入などの原因もあ
る。温暖化のせいだけではないではないか、と言われればそのとおりであるが、そこに温暖化が加わ
ることでさらに大きなダメージになる可能性がある。資料には書かなかったが、より自明な例とし
て、気温上昇の要因として、都市ではヒートアイランド現象もすぐに思い浮かぶが、そこに温暖化が
重なって問題を著しく悪化させる可能性がある、ということになる。
　三つ目として、海外の影響を通じて間接的に国内にもたらされる影響がある。日本で温暖化の影響
を考えるときには、自分の頭上の日本の天気だけを考慮すればよいわけではない、ということであ
る。例えば日本は食料を海外から大量に輸入しており、輸入元の国が異常気象で不作になれば食料は
高くなる。日本企業の海外の工場や、日本企業が部品を輸入している海外の工場などが異常気象の被
害に遭えば、生産に影響が出て、部品が入ってこなくなり、サプライチェーンが途切れてしまう。可
能性の話ではあるが、温暖化で難民や紛争が増えるおそれもある。非常に深刻な異常気象の被害で生
活の基盤を失うような人たちが多く出てくると、国際的に少し物騒になっていくのではないかという
心配もある。
　このスライドの下半分に書いたのは、影響の深刻さは人によって違うという話である。みんな同じ
ように影響を受けるわけではなく、例えば地理的にも違う。北極域では気温上昇が大きく、氷が減っ
て環境が大きく変化する。乾燥域はもともと乾燥しているのにさらに干ばつが増え、水、食料への被
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害が深刻になる。沿岸の低い土地や小さい島国は、海面上昇や高潮の被害が深刻になる。日本国内で
も地域による差があると思う。
　社会的な対応能力によっても影響は異なる。同じ条件ならば先進国よりも発展途上国の人々の方が
深刻な悪影響を受けることになる。先進国の人はお金をかけて備えればいいかもしれないが、発展途
上国の人はもろにダメージを受けてしまう。同じ国の中でも社会的に弱い低所得者、病気やけがの
人、高齢者といった方々が深刻な悪影響を被るだろう。今後、気候変動が時間とともに進行すると、
将来の世代、今の子どもやこれから生まれてくる人たちの方が、深刻な悪影響を被る恐れがある。
　そうなると、これはかなり不公平だということを気にしなくてはいけないのではないか。発展途上
国の人は先進国の人に比べて、原因となる温室効果ガスを少ししか出していないのにたくさん被害を
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分けがつかないのではないかという見方もある。しかし、詳しく調べてみると結構違うということが
わかった（資料集 p.14 下→ p.54図 3-2）。
　気候関連のリスクと貧困に直面する世界の人口を、数字が大きくてピンとこないかもしれないが、
1.5℃では 2℃よりも 2050 年時点で数億人低く抑えることができる、とされている。また、世界平均
の海面上昇を 1.5℃では 2℃よりも、2100 年時点で 10cmくらい低く抑えることができる、と。10cm
というのは大したことがないように感じられるかもしれないが、リスクに直面する人口を最大 1000
万人程度低く抑えることができるのではないか、とされている。温水域のサンゴは、1.5℃の上昇で
今より 7割から 9割が失われるとされており、これ自体、深刻であるが、2℃だと 99％失われると予
測されている。必要な適応策も 1.5℃から 2℃で当然増えることになり、1.5℃上昇した時点で、もう
適応しきれない部分が出てくるおそれもあるが、2℃だとその部分がさらに増える。
　グラフは、世界全体のリスクを表すいくつかの指標を作り、それぞれについての深刻さを色の変化
で表したものである。縦軸が世界平均気温の上昇量で、今もすでに 1℃上昇しているが、これが
1.5℃や 2℃というように上昇すると、色が赤から紫に濃くなっていくのは、それだけその項目のリス
クが深刻になっていくことを表している。
　例えば、「固有性が高く脅威にさらされるシステム」というのは、サンゴや北極圏の生態系、北極
圏に住む先住民族などへの影響だが、1.5℃から 2℃の間で、リスクが「高い」状態から「非常に高
い」状態になることがわかる。「影響の分布」というのは、場所によって条件が悪いところでは、農
業とか食料とかの問題が早く出てくる。そういう話は、1.5℃から 2℃にいくに従い、「中程度」から
「高い」に変わると予想されている。
　細かいところまではピンとこないかもしれないが、1.5℃と 2℃とでは、どれだけ影響の深刻さが違
うかが、このように調べられていることをお伝えできればと思い、お話しした。

◆質疑応答
【質問】気温が 2℃上昇することにより、サンゴ
礁の 99％が失われるとのことだが、99％というこ
とはほぼ全滅であるが、それによって海のCO2
の吸収が少なくなると考えられるが、これはどの
くらい影響が出るものなのか。

江�守　サンゴ礁が失われることによるCO2 の吸
収の変化は、それほど大きな影響はないと理解
している。大気中と海水中のCO2 の濃度に差があることにより、世界全体の海で吸収され、そし
て海中のプランクトンが光合成をする、というプロセスが起こるので、サンゴが減ることによる影
響が多少はあるかもしれないが、大きく影響はないと思われる。
　CO2 の問題とは別に、そこに生息する魚を始め、海の生態系には幅広い影響が出る。
西�岡　サンゴ礁の問題は、典型的に影響が表れるという意味で非常に重要だ。センシティブなもの
で、今すでに生じている影響だから、しっかり見ていかなければいけない。温暖化によって生息域
が北上する場合もありうる。現に日本でも沖縄ではサンゴ礁が減少する一方で、なぜか東京湾で出
現したという報告もある。ただし今のところ、本当に生息しているのか、たまたま見つかったのか
まではわからないという段階だと認識している。

写真 3-4  討論者の質問に答える参考人
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3. 会議当日の実施状況

江�守　ちなみにサンゴ礁については、熱帯では死滅する一方で、日本の周りなどの温水域では増える
ということもありうるとされている。世界全体で消滅するとは限らず、中緯度に移ってくる可能性
もありうる、というようにイメージしていただきたい。

【質問】自分の身近なところでも気候や温度の変化を感じるが、海面上昇については、世界的には報
道などを通じて島がなくなるといった影響も伝えられているものの、自分の中では認識が非常に薄
い。北海道を含む国内では実際にどんな変化が起こっているのか。

鈴�木　現状では、気象庁が観測している日本近海の水面変化によると、北海道の周りで温暖化による
明確な影響は出ていない。海面水位は地盤の変動の影響なども受けていると思われるので、温暖化
の影響は、少なくとも明瞭な傾向としては出てきていないと言える。
　今後の予測については、「予測される日本近海の海域別海面水位（年平均）変化」の図をご覧い
ただきたい（資料集 p.57 下）。二つのシナリオに応じて、どのくらい変化するかの数字で出てお
り、北海道周辺は 100 年当たりで 10cm前後となっている。この数字だけを見ると影響はあまり大
きくないようにも見えるが、先ほど江守さんの話にもあった陸氷の縮小などは、ここでは考慮され
ていない。あるところを境にして大きな変化が起こる場合の影響などは、じつはまだよくわかって
いないと考えていただく方がよい。

山�地　海面上昇は捉えどころが難しい。潮の満ち引きはメートル単位で起こり、しかも場所によって
違う。それに人間生活への影響としては、海面上昇ではなく地盤沈下という場所も多い。東京都江
東区などでは、地盤沈下がメートル単位で起こっている。
　インフラを造る際に潮の満ち引きも考慮して高めに備えていることも考えると、10〜15cmの上
昇というのは、今はそれほど深刻ではない。より深刻なのは、陸氷が溶ける話の方で、これは数十
メートルの上昇となる可能性もあるが、それは千年単位の問題だろう。

西�岡　日本での問題を二つお話ししたい。一つは日本の最南端、沖ノ鳥島のこと。日本の排他的経済
水域の起点になっているこの「島」が、数センチの海面上昇でも危ういという状態になっている。
そのためコンクリートで周りを囲み、一生懸命、島を確保しようとしている。このように日本で
も、わずかの海面上昇で経済的な問題の出てくるところもある。
　もう一つ、これはどこまで大切に思うかは別だが、最近、砂浜があちこちで非常に少なくなって
いる。海水浴場があるような場所は、勾配が約 100 対 1 で、海岸工学の研究者などによると、海水
面が 1単位上がるとその 100 倍くらい砂浜が後退するとも言われている。

【質問】この間函館で、最近イカが捕れないという話を聞いた。以前には、原因はわからないがイカ
が捕れるようになったという話も聞いたことがあった。このイカが捕れる、捕れないというのも温暖
化の影響なのだろうか。

鈴�木　水産業が盛んな北海道では、魚が捕れるか捕れないかというのは非常に関心を持たれるところ
だが、今のところ、起こっている変化が温暖化の影響なのかどうかという判別はなかなか難しいと
言われている。もともと気候の変動として数十年での周期的な変動あるいは海流の動きもあり、そ
の中で捕れない時期に当たっているだけなのか、あるいは長期的に変わっているのかを判別するた
めのデータがまだよくそろっていないからである。ただ、もう少し長い期間で見ていくと、海水温
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が上がることで捕れる魚が変化していく、といったことは予測されている。
江�守　先ほどの異常気象のときに説明したのと同じように、長期的にはこういう傾向があるが、海流
の場合も非常に大きな変動が重なっており、その足し算を見ているということを、気をつけておく
必要がある。

【質問】イカだけでなく、サンマやサケが捕れなくなる一方で、今まで北海道では捕れなかったはず
の魚が、今はどんどん水揚げされるようになっていると聞く。今まで捕れなかった魚が捕れてそれを
売れるから良いと見るべきなのか、気温が上がって生態系がおかしくなり、本来存在すべきでない魚
が南から北の方に上昇してきていると見るべきなのか。

江�守　高く売れる魚が捕れるようになったから良いと思うか、生態系が変わってきていて気味が悪い
と思うかは、まさに皆さんがどう感じるかを話し合っていただきたい部分である。そのことをお願
いした上で、北海道の状況を芥川さんからお話しいただく。

芥�川　ブリなどもそうだが、水産業の方にとっては、今、捕れるようになってきたものが、今後も長
く捕れるかのかが判断の基準になる。今後、例えば 30 年くらい捕れつづけるのであれば、船や加
工場に設備投資もできるかもしれないが、気候変動による変化だとすると、それもわからないとい
うことになる。水産に関しては海という自然が相手で、非常に不確実性が高いところがあり、変化
に適応していくアクションがとくに難しい。

西�岡　私は、IPCC（気候変動に関する政府間パネル）の中で、とくに影響について議論する第 2作
業部会に参加してきた。今の状況としては、どのようなことが起こる可能性があるかという予測ま
ではできている。しかし、それらがいつ、どこで、どのような形で現れるかまでは正直に言ってわ
からない。
　今色々な異変があるように感じるが、これはマスメディアが面白がって取り上げているだけなの
か。かつてテレビ局のアナウンサーが取材に来て、「温暖化によって東京湾で色のきれいな熱帯魚
の寿司が食べられるようになるんですね？」と聞かれたことがあった。最初は「そんなことはわか
りませんよ」と言っていたが、何度も聞かれるので、最後は「そういうこともあるかもしれないで
すよ」と答えた。そんな状況がまだ続いている感じがする。しかし、しっかりとウオッチをし、
色々な観測のデータなどを集めてしっかりと発信していくこと、それもトピックス的な話ではな
く、しっかりとしたデータに基づいて発信していくことが非常に大切になってきている。

チ�ーフファシリテーター　影響があるとわかってきてから対応すればよいのであれば、たぶんもっと
簡単でシンプルだけれども、先ほどの話にあったティッピング現象のようなことも含めて、たぶん
それでは遅いということがありうるのだと思う。

江�守　一つ基本的なこととして、影響に適応する手前の話として、温暖化を止めようと思ったときに
すぐ止められるかという問題があり、これには非常に時間がかかる。例えば、海面上昇は気温上昇
が止まってからもしばらくは続き、止まるまで何百年かかるかもしれない。気温上昇を止めること
自体も、CO2 の濃度を減らし始めてからしばらくたたないと止まらない。そのCO2 を減らすの
も、これは論点 2の方の話かもしれないが、発電設備や車を全部入れ替えるといった対応に何十年
間もかかるとすれば、人間が対応しようと思ってから、CO2 の排出量が変わり、気温上昇が変化
し、海面上昇が止まるまでには大変な時間がかかる。その遅れがあることは、考えに入れておかな
くてはならないと思う。
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うことになる。水産に関しては海という自然が相手で、非常に不確実性が高いところがあり、変化
に適応していくアクションがとくに難しい。

西�岡　私は、IPCC（気候変動に関する政府間パネル）の中で、とくに影響について議論する第 2作
業部会に参加してきた。今の状況としては、どのようなことが起こる可能性があるかという予測ま
ではできている。しかし、それらがいつ、どこで、どのような形で現れるかまでは正直に言ってわ
からない。
　今色々な異変があるように感じるが、これはマスメディアが面白がって取り上げているだけなの
か。かつてテレビ局のアナウンサーが取材に来て、「温暖化によって東京湾で色のきれいな熱帯魚
の寿司が食べられるようになるんですね？」と聞かれたことがあった。最初は「そんなことはわか
りませんよ」と言っていたが、何度も聞かれるので、最後は「そういうこともあるかもしれないで
すよ」と答えた。そんな状況がまだ続いている感じがする。しかし、しっかりとウオッチをし、
色々な観測のデータなどを集めてしっかりと発信していくこと、それもトピックス的な話ではな
く、しっかりとしたデータに基づいて発信していくことが非常に大切になってきている。

チ�ーフファシリテーター　影響があるとわかってきてから対応すればよいのであれば、たぶんもっと
簡単でシンプルだけれども、先ほどの話にあったティッピング現象のようなことも含めて、たぶん
それでは遅いということがありうるのだと思う。

江�守　一つ基本的なこととして、影響に適応する手前の話として、温暖化を止めようと思ったときに
すぐ止められるかという問題があり、これには非常に時間がかかる。例えば、海面上昇は気温上昇
が止まってからもしばらくは続き、止まるまで何百年かかるかもしれない。気温上昇を止めること
自体も、CO2 の濃度を減らし始めてからしばらくたたないと止まらない。そのCO2 を減らすの
も、これは論点 2の方の話かもしれないが、発電設備や車を全部入れ替えるといった対応に何十年
間もかかるとすれば、人間が対応しようと思ってから、CO2 の排出量が変わり、気温上昇が変化
し、海面上昇が止まるまでには大変な時間がかかる。その遅れがあることは、考えに入れておかな
くてはならないと思う。
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西�岡　気候変動の影響はどのようなものであると認識すべきか、ということを資料に書いておいた
（資料集 p.22 下）。その 2番目に書いたことはぜひ言っておきたい。少なくとも今のかなり確かな
知見として、温室効果ガスは出している限り影響はどんどん大きくなる。それに異論があれば、あ
とで言っていただければと思う。
　どうしてそのように言えるか。非常に簡単に申し上げると、今の我々が出しているCO2 は、次
のページの図で炭素のサイクルを示したように、今は 7GtC（ギガトン炭素）くらい出している
（資料集 p.23 上）。その半分くらいは、図の右側にあるように海と土壌、森林に吸収され、残りの
半分が大気中に残る。
　これが 100 年以上なかなか吸収されないで居続ける。次の年に出したものもやはり半分以上吸収
されず、大気中に残り続けるわけだから、今はどんどんため込んでいることになる。そのため込ん
でいるのに応じて、温度が上がっているのである。ということは、ともかく少しでも出していれ
ば、その半分が大気中に残ってどんどん積み重なっていくわけだから、出し続けている限り温暖化
は止まらない。
　そこで、温暖化を止めるにはどうすればいいかというと、出さないようにするしかない。した
がって影響に関する話で言うと、少なくともわかっていただきたいのは出している限りは悪くなる
ということである。
　我々は「悪くなったらこんなことが起こる」という予測をし、警告を発している。皆さんはしっ
かりそれを見極めて対応しなければならないし、我々もそういう政策を打っていかなきゃいけな
い。その基本的なところをよく把握しておいていただきたい。

山�地　温暖化は悪いことの方が多いと私も思っているが、江守さんの話にもあったとおり悪いことば
かりではない。例えば北極海航路の話があったが、あれはもうできている。北極海に、ロシアのノ
ヴァヤゼムリャという大きな島があるが、その向かいにあるヤマル半島に大きなガス田があり、そ
この天然ガスを液化して輸出する仕組みは完成していて、じつは夏場の北極海を通って回ってく
る。メルカトル図法の地図だとわかりにくいが、地球儀で見るとあそこと日本や欧州というのはず
いぶん近い。だからこれは温暖化の大きなメリットの一つであり、そういったバランスを考えるこ
とが大事である。

【質問】もし海水面が上昇して地下水も上がっていくと、海抜ゼロメートルの所などは直接影響を受
けるだろうが、その他どんな悪影響が起きるかという研究はされているか。

江�守　おそらく、沿岸に近い所の地下水には海水が混ざりやすくなり、淡水として使えなくなるとい
うことは起こるだろう。つまり、地下水が塩水になってしまうという問題になってくる場所はある
と思われる。

西�岡　私は、内陸の地下水と海水がどこまでつながっているのか十分理解しているわけではないが、
私自身が調査した中では、ツバルの例がある。ツバルは、このキャンパスほどもあるかないかくら
いの小さな島で、得られる水はその島の面積に降る雨しかない。
　どうやってその水を貯めるか、ということで、みんな天水桶を使って一生懸命貯めている。ま
た、地下水については、全体が砂みたいな島だから、海水に圧迫されて押し出された淡水のレンズ
状の水たまりが島の中にできる。ところが、海水面が上がると、これが圧縮されて狭くなり、そし
て水がなくなっていくという状況がある。島国については、浸水の懸念がよく取り上げられるが、
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水がなくなって住めなくなるという危機感もある。

【質問】日本の場合、製造業は輸出の関係もあって海岸線沿いに立地していることが多い。たぶんど
の産業も相当水を使うが、水道を使うと高くなるから、自分で地下水をくみ上げている企業なども多
いと思う。そういうところもやはり影響を受けるようになるのか。

西�岡　日本では、過去にだいぶ色々なところで地盤沈下が起きてしまったので、今はむしろ、地下水
をくみ上げるのを規制されている地域が多いと思う。

鈴�木　北海道において、海面上昇や、地下水に塩水が入ってくる可能性として想定される事例として
は釧路湿原がある。釧路湿原も海抜ゼロメートル付近にあり、川から塩水が入ってくるとともに、
やはり地下水の方にも塩水が入ってきて植生への影響が懸念されている。資料に少し書いたよう
に、湿原の中の植生が、今のような多様な植生からより単調な植生、景観へと変化していくのでは
ないか、またそこに住む魚や両生類などにも影響があるのではないかということを調べた研究もあ
る（資料集 p.63 上）。

【質問】「1.5℃」と「2℃」の影響の違いについて説明があったが、現状の 1℃上昇した状態を維持し
ていくのは、もう無理なのか。

江�守　1℃の上昇で今すぐに止めるのは無理だ、と言っていいと思う。というのも、もしも今、世界
の排出量を途端にゼロにしても、もう 0点何℃かは上がってしまう。対策を採らずに今のベースで
気温が上がっていくと、2040 年前後には達してしまうレベルが 1.5℃である。これは後の議論にな
るが、非常に急いで世界の排出量をゼロに持っていって、何とかその 1.5℃というのが実現し得る
かどうかといったところである。
　いったん 1.5℃や 2℃を超えてしまった後で下げていって、1℃は難しいと思うが、1.5℃に戻すと
いったことは一応原理的にはありうる。大気中のCO2 を世界中でたくさん吸収するなどの対策を
行えば、CO2 濃度が下がり、それに応じて気温も徐々に下がっていく、という理屈である。そのた
めに使えそうな技術については、後ほど論点 2の方でお話しする。

【質問】重要なリスク分野として「極端な気象現象によるインフラ等の機能停止のリスク」というの
が挙がっている。洪水による被害は想像できるが、その他、インフラ等が機能を停止するリスクとし
てどのようなものがあるか。

西�岡　台風による災害も、より強力な台風が来るようになって、様々なインフラが停止したりするよ
うになることが考えられる。大きな台風によって、海から潮風で電線がショートしたり、飛行機の
運行にも影響が出たりする。インフラ自体はしっかりしていてもインフラの機能がダメージを受け
る可能性はたくさん考えられる。インフラをもう少し強くして、「レジリエンス」を高めなければ
いけない。
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【質問】電車のレールが熱で曲がったりするということを聞いたことがあるが、やはりそういったリ
スクも気温上昇によってだんだん増えていくものなのか。

西�岡　実際にあり得る話だ。そのようなあり得る話が数多くあって、それらが資料に羅列されている
ので、ご覧いただきたい。

江�守　日本の話ではないが、ロシアでシベリアの凍土が溶けて、線路が曲がってしまったり建物や電
柱が傾いたりといった写真はよく見ることがある。

チ�ーフファシリテーター　平均気温が上がれば、前提にしている状況とは変わってくるから、今作っ
ているものはおそらくどちらにしても影響を受けることになる、ということだろう。先ほど西岡さ
んがレジリエンスと述べていたが、変化が生じても、より強いものや、その変化に耐え得るものを
作ることができれば耐えることもできる。ただ、問題はその変化の影響を受けるスピードと、それ
に耐えるためのお金や技術が間に合うかとか、国によってできる国とできない国があるといったこ
とをどう考えるのか、という話だと思う。

【質問】最近、日本の周りの台風の中心気圧が、昔と比べてものすごく低いと感じる。950hPa とか
945hPa といった数字を最近はよく見る。また昔は、途中で温帯低気圧に変わって北海道に影響がな
いことも多かったが、最近は北海道まで台風が上がってきて影響を与えるようになっている。こうし
たことをどう考えればよいか。また海外でも、ハリケーンなどの影響は大きくなってきているのか。

江�守　まず台風とハリケーンという言葉についてだが、強い熱帯低気圧のうち大西洋の方で起きるも
のがハリケーンと呼ばれており、基本的に台風もハリケーンも同じものである。
　年によって大きく違うので傾向として言いづらい部分もあるが、最近は、強い大きな被害をもた
らす台風やハリケーンの事例が多いということは言えると思う。予測としては、台風やハリケーン
の発生数自体は、世界全体で見るとむしろ減るのではないかとされているのだが、より強いものは
増えると考えられている。台風やハリケーンは、水蒸気をエネルギー源としている。水蒸気が水滴
になるときに出る熱で発達するので、温暖化すると水蒸気が増えて台風が発達しやすくなると考え
られる。
　最近よくあるのは、台風が、海水温の高い海域を通って勢力を強めながら接近してきて、衰えず
に上陸する事例である。それで台風が北海道まで来たりすることになる。そういう例が傾向として
は増えていくということになると思われる。
　ちなみに、台風の「大きさ」と「強さ」は別の指標である。大きさはサイズのことで、強さは風
速などの話である。メディアなどでは「大型の台風が増える」という言い方がされることもある
が、強い台風が増えるだろうとは考えられているが、大きい台風が増えるかどうかはわからない。

鈴�木　台風の発生数そのものが、年によって変動することと、北海道への影響という点では、北海道
に来るかどうかは台風のルートによって変わってくることもあり、それは気圧配置が将来的にどう
変わるのかということとも絡んで複雑な話になる。
　将来的に北海道に強い台風が来るかということについては、今のところ、研究として明確な見解
は得られておらず、懸念はされるが、はっきりと根拠のあるデータとしては示されていないという
のが現状である。
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【質問】お話をうかがって異常気象や温暖化については一人ひとりが、もしくは地球全体で考えてい
かなければいけないと強く感じた。温暖化の原因は経済活動によるところが大きいと思うが、そのこ
とに対して国や経済界はどのように捉えているのか。

江�守　国や経済界がどのようにこの温暖化という問題に向き合っているのか、というご質問だと思
う。西岡さんと山地さんにおうかがいしたい。

山�地　地球温暖化は、国としても非常に重要な問題だと考えて対策をとっていると思う。地球温暖化
対策計画などは国際枠組みに沿って作っているものだが、エネルギー政策も温暖化対策と関係が深
く、国が数年おきに作っているエネルギー基本計画の中でも、大きな三つの柱の一つとして地球温
暖化対策が挙がっており、重要性は認識されている。
　企業も最近、CO2 の排出を減らしたり、再生可能エネルギーの利用を増やしたりという実質的な
目標を立てるところが多くなっており、認識は広がっていると言えるだろう。ただ、経済活動は皆
さんの生活のためにやっていることなので、産業界だけに任せるのではなく、消費者や国民が考え
ていくことも大事なポイントではないかと思う。

西�岡　資料にある「1900〜2050 年�日本の排出経路」のグラフを見ると、これまで日本のGDPと一
次エネルギーあるいは温室効果ガスの排出量とが、ほぼ一直線で並んでいる（資料集 p.30 下
→ p.55図 3-3）。両者はリンクしている、つまりカップリングしている。今までエネルギーを大量
に使ってきて、そのエネルギーはほぼ化石燃料だったからこのようになっている。
　世界的にも、昔は人口増加が問題だとされていたのだが、最近は経済成長こそが温室効果ガスの
排出を増やす傾向にあることが、IPCCでも報告をされるようになってきた。この経済成長と温室
効果ガスの排出とを、いかにデカップリングするかが重要になってくる。
　山地さんの話にもあったように、この問題は非常に重要だという認識は政府にもある。しかし、
他のことで忙しくてなかなか明解な方針を出すことができず、経済界の方々がいらついているよう
なところもあると思う。今年 6月の G20 までに日本の温暖化対策の戦略ができる予定なので、そ
れに基づいて少しは進んでいくのではないかと思っている。

山�地　「日、米、英、スウェーデンのGDP当たり CO2 排出量（原単位）の比較」という資料を用意
した（資料集 p.44 下→ p.55図 3-4）。これは経済活動（GDP）当たりのCO2 排出量を示したもの
であるが、上のグラフが「生産ベース」で下が「消費ベース」である。「生産ベース」でみると、
日本の推移は他の国々よりも改善が鈍い傾向がある。「消費ベース」の方は、例えば日本で消費す
るモノは全部日本で作っているわけではなく、外国で作られたものを輸入しており、それらに伴う
CO2 排出を移転させて消費者のところでカウントしたものである。こちらは日本も含めて、どの国
もほぼ同じような調子で下がっている。ただし、日本だけが震災後、原子力が止まった影響が強く
出ている。
　次に「製品に体化されたCO2 排出量の国際移動」のグラフは、高所得国では、消費ベースが生
産ベースを上回っていることがわかる（資料集 p.45 上→ p.56図 3-5）。これに対して、中国やブラ
ジルなどの高中位所得国は、ものすごく増加していることに加えて、消費ベースの線が生産ベース
の線よりも下側にあることが注目される。つまり、発展途上国でCO2 を出して生産した製品を先
進国が使っている、という構図がここから読み取れる。

小�野　北海道の状況については、「北海道の二酸化炭素排出量と道民一人当たりの二酸化炭素排出量」
のグラフをご覧いただきたい（資料集 p.70 上）。北海道でのCO2 排出量は、劇的な変化はないもの
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【質問】お話をうかがって異常気象や温暖化については一人ひとりが、もしくは地球全体で考えてい
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の、1990 年以降、細かく見ると増減がある。その増減の要因の説明としては、これまでのとこ
ろ、北海道独自の要因よりも全国的な景気動向の影響が大きいと評価されている。景気が上向くと
排出量が増え、落ち込むと排出量が減るということで、西岡さんの話にあったように経済成長とリ
ンクしている。
　前のページ（資料集 p.69 下）の「平成 26（2014）年度の北海道と全国の二酸化炭素排出量構成
比」は、北海道内での排出源の割合を全国と比較したグラフである。特徴としては、北海道は全国
と比べると、「民生（家庭）」と「運輸」の割合が高い。
　「運輸」には運輸業だけでなく、自家用車も含めて統計をとっており、北海道の場合、日本全体
と比べると、産業界より一般家庭のウェイトが大きい高い土地柄であると言える。

芥�川　冬季間の暖房に灯油を使用することもあり、他の都府県と比べ、どうしても「民生（家庭）」
の排出量が高くなってしまう、というのが北海道の特徴である。

◆参考人からの補足説明
江�守　参考人ヒアリング 1の最後に、参考人から他に補足説明などがあればお願いしたい。
山�地　私は温暖化の対策の方が専門だが、どれくらいの対策をすべきかというのは、その対策でどれ
くらい温暖化の影響が軽減できるかということとのバランスの問題である。しかし、温暖化の被害
はここまで議論してきたように定量的にはとらえにくく、そうした不確実性をきちんと考えなけれ
ばいけない。
　2℃とか 1.5℃といった目標は、科学的にサポートされているようにみえるけれども、じつはそう
ではない。IPCCが 1.5℃にせよとか、2℃にせよ、と言ったわけではなくて、パリ協定の中で、
「2℃を十分下回る（well�below�2�degree�C）」ように抑えようと決まったのであって、ではそのた
めにどうすればよいか、ということを考えている。
　しかし、2℃という目標が本当に良いのかどうかは、影響や被害を捉えた上で考えなければなら
ないのだが、そこは大きな不確実性がある。それを示そうと思って作ったのが「Social�Cost�of�
Carbon（SCC）」（炭素の社会的コスト）の図である（資料集 p.41 上→ p.56図 3-6）。これは環境コ
ストという考え方に基づいたもので、CO2 を 1t 出したときに、それは環境にどれくらい被害を与
えるのか、を示したものである。昨年、ノーベル経済学賞を受賞したノードハウス教授など、こう
いう研究をしている経済学者たちがおり、この資料にあるDICEもノードハウス教授によるモデル
である。1t の排出がいくらの環境コストを発生させるかを金額で示すのだが、例えば 1t で 100 ド
ルであれば、1t で 1 万円強の環境コストが発生するということになる。
　このコストの推計は、気候や経済成長の予測などの他に、「割引率」によっても変わってくる。
今、1t の CO2 を排出したら、被害はすぐに出るわけではなく、だいぶ先に出る。そのため将来発
生する被害を今の価値に直すときには割引を行うのだが、割引率を高くすると先の被害は小さく見
積もられるから環境コストは小さい方に出る。ところが、割引率を例えば年 2％くらいに低く設定
すると、将来の被害が強く反映され、環境コストは上がる。
　現在米国では、政策決定の際、1t の CO2 排出のコストとして 43 ドル（約 5000 円）という数字
を使っている。この費用の範囲内で可能な対策が合理的な対策である、という考え方に基づいて政
策決定することになるわけだが、この環境コストの推計自体に非常に大きな不確実性があること
が、この資料からもご理解いただけると思う。

西�岡　私が言いたいことは先ほども見ていただいた「気候変動及びその抑止の性質」というスライド
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にまとめてある（資料集 p.22 下）。
　まず、当たり前のことだが、温暖化は何よりも人が起こした自然現象である、ということ。貿易
交渉だったら揉めている国同士が仲良くすれば解決するかもしれないが、温暖化の場合、自然が相
手であり、世界全体で対応しないと自然は勝手に暴走する方向へ行ってしまう。自然科学の知見
を、皆さんにも十分に認識していただきたいと思う。
　2番目に、これから対策をするにあたって、もちろん不確実性が残る部分はあるけれども、排出
を一度ゼロにしなければいけないということ。
　そして、気候というのは、だれもが使っており、だれもがそれを悪化させうる地球公共財であ
る、ということ。世界中が気候でつながっていて、もちろん場所や世代などによって違いはあるけ
れども、個人がCO2 をどこかで出してもそれは世界全体の気候に影響して、みんなに悪い影響を
及ぼすのだということを、ぜひ念頭に置いていただきたい。
　「2℃より十分に低く」という目標を決めたのは非常に難しい判断で、これで最終かどうかはわか
らない。だから 1.5℃という目標もあるし、ひょっとすると 3℃の可能性も含むシナリオの方が、
適応策を考えるとむしろ良いかもしれない。今は、2℃の目標を設定したとしても、2℃までの適応
で済むというようにうまくいく保証はない。
　このように影響をどう考え、どう政策を打っていくかについては非常に苦しく、難しい判断があ
るということを承知しておいていただければと思う。

鈴�木　北海道の農業への影響について、補足しておきたい（資料集 p.60 上）。
　農業は北海道の基幹産業であり、気候変動の影響をじかに受けるターゲットでもある。米がよく
取れるようになるということが言われるが、やはり既存の研究でも米については収量が増加し、味
の向上も見込めるとされている。冷害のリスクはしばらく残るという懸念があるが、基本的にはプ
ラスの影響が大きいと言われている。
　一方、畑作物については収量が増えるものもあるが、秋まき小麦のように減るものもある。品質
については、大豆や小豆、ジャガイモ、テンサイなど、低下すると予測されているものが多い。農
業への影響という点では、マイナスが懸念される要因がかなりある。
　今までも農業については、気候に適応するということで技術開発に力を入れてきたので、今後も
品種改良などを重ね、適応していこうという動きが取られている。

3.2.2　 参考人ヒアリング②：パリ協定の実質排出ゼロ目標の実現可能性について（論点 2）

◆主たる参考人による基礎情報のレクチャー（江守）
パリ協定の自主目標と長期目標のギャップ
　ここからは、「脱炭素の可能性」という題名を付けた論点 2の資料に沿って説明したい（資料集
pp.15-18）。この「脱炭素」という言葉だが、CO2 の「C」が炭素であるが、要するにCO2 を出さな
い状態になることが脱炭素である、と捉えていただければと思う。
　初めに、パリ協定の自主目標と長期目標のギャップという話がある。パリ協定は、各国が自主的な
目標を掲げ、それらを合わせたものが長期目標に足りているかどうかを 5年ごとに確認し、必要があ
れば、そして実際に必要になるのだが、各国の目標を深掘りしていき削減を進めていこうという枠組
みである。というのも、じつは現時点で自主目標を全部足したもの、つまりすべての目標が達成され
たとしても長期目標のペースには全然足りていない。このことはパリ協定が採択された時点で認識さ
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にまとめてある（資料集 p.22 下）。
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れている。
　グラフは、2015 年から 2030 年までの世界の温室効果ガスの排出量の見通しを示している（資料集
p.15 下）。全然対策をしない場合は上昇を続けていく。その下には、現状の対策が続いた場合や、パ
リ協定で各国が約束したことが全部達成された場合の排出量が示されている。それに対して、2℃目
標を目指すのならこのようなペース、1.5℃目標であればこのようなペースで削減しなくてはいけな
いというのが、さらに下に示されていて、上の見通しとの間に大きなギャップがある。パリ協定では
このギャップを埋めるため、5年ごとに話し合いを行うことになっているのである。
　パリ協定の交渉では、全ての国が対策に参加することを優先して交渉が行われ、とくに京都議定書
と比べて、各国が入りやすいようになっている。自主目標を設定し、目標達成に向けた対策を行って
報告をする、というところまでは義務だが、達成できなかった場合の罰則は、少なくとも現時点では
存在しない。

近年の世界のCO2 排出量の変化
　では、世界のCO2 の排出量は、近年どのように変化しているだろうか（資料集 p.16 上）。化石燃料
起源のCO2 の排出量を示した左のグラフでは、一番外側の線がトータルの排出量であり、増加が止
まっていないことがわかる。少し詳しく見ると、2014 年から 2016 年に排出量が横ばいになってお
り、ピークを迎えたかとも思われたが、その後、2017 年、2018 年は残念ながら再び増加に転じている。
　中でも、とくに途上国で増えていることがわかる。OECD加盟国（主に先進国）は 1990 年比で
5％程度の増加であるが、非OECD加盟国（発展途上国や新興国）では、1990 年に比べて 2倍以上
に増えている。
　一方で、一人当たりで見ると発展途上国の排出量は先進国に比べて小さい。中国は一人当たりで見
てもEUと同じくらいで、日本よりやや少ないレベルであるが、インドは人口も非常に多く、これか
ら排出量が伸びることが予想される。人口も増え続けているし、そういう国で一人当たりの排出量が
増えると、全体での排出量が大幅に増大してしまう。
　山地さんから詳しい説明があったが、先進国の多くでは排出量が減少し始めているが、発展途上国
や新興国から輸入する工業品などの製造のために輸入元の国で排出された排出量を考慮に入れると、
先進国の消費に伴う排出はそれほど減少していない。

世界のCO2 排出量変化の要因
　世界のCO2 の排出量の変化をいくつかの要因に分けて考えてみると、（1）経済成長しているかど
うか、（2）同じような経済成長をするのにどれくらいエネルギーを使うか、（3）同じ量のエネルギー
を使うのにどれくらいCO2 が出るか、というように分けられる（資料集 p.16 下→ p.57図 3-7）。グラ
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　同じエネルギーを使ったとしても、化石燃料から再生可能エネルギーに変わっていれば、同じエネ
ルギーをつくる際に排出するCO2 は減るはずだが、それはあまり変化していない。結局、差し引き
でCO2 排出量は残念ながら増え続けている。
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世界のエネルギー源の変化
　次に世界のエネルギー源がどうなっているかを見てみよう（資料集 p.17 上）。
　これはいわゆる一次エネルギーといって、電気だけではなく、他の燃料などで使われるものも全部
含めた数字である。石炭・石油・天然ガスなどの化石燃料、原子力、水力、水力以外の再生可能エネ
ルギー（太陽や風力など）に分けると、世界のエネルギーの約 8割は化石燃料でつくられている。
　グラフは、各エネルギー源について 2000 年から 2017 年までの変化を示している。石炭は、減少基
調に入っていることがわかる。石炭が急速に増えた 2000 年代には、とくに中国での増加が顕著だっ
たが、中国でも、大気汚染対策の一環として古い石炭火力を止め始めたという話も聞くようになっ
た。米国ではシェールガスが採れるようになり、ガスが石炭よりも安いことから石炭の使用が急速に
減っている。
　しかし、石油、天然ガスは増えている。インドを始めとしてまだ人口が増える国もあるし、工業化
が進む国もあり、世界のエネルギー需要は増えている。車も増えており、ガソリンなど石油の消費量
も増える。石炭消費を減らしながら発電所を増やさなければならないため、天然ガスなども増加する。
　原子力は横ばいで、水力は増えている。水力以外の再生可能エネルギー、太陽や風力などは加速度
的に増えているが、残念ながら絶対量はまだ限られている。

脱炭素化の方法
　では、CO2 排出を実質ゼロにするために、具体的にどのような方法があるのだろうか（資料集 p.17
下）。エネルギー消費からのCO2 排出量をゼロにする方法としては、まず省エネがある。機器の効率
向上、建物の断熱、ITや通信技術を使って最適に制御するとか、ライフスタイルが変化するとか、
何にせよ無駄なエネルギーを使わない、という方法である。
　再生可能エネルギーも有効な方法である。太陽や風力、バイオマス、地熱など色々とあるが、とく
に太陽と風力は変動するので、変動を吸収し、安定化するために蓄電したり、他の地域と融通したり
する必要がある。新たな対策の費用や投資が必要になる。
　それから原子力がある。原子力は多くの人が事故を心配しており、核廃棄物の問題も解決されてい
ないが、項目としてはここに入ってくる。
　「化石燃料プラスCCS」というのもある。CCS（CO2 隔離貯留）は、苫小牧市において実験が行わ
れているのをお聞きになった方もいると思うが、CO2 を地中に埋めてしまう技術である。1000mく
らい穴を掘って、高圧でCO2 を注入することで、安定な岩盤の中に閉じ込めることができる。化石
燃料を使っても、CO2 を地中に埋めてしまえば使い続けられるのではないか、ということになるわけ
だが、これは普通に化石燃料を燃やして大気中にCO2 を放出するのに比べて追加的なコストがかか
る。
　電力以外の部分でも、自動車や飛行機、船舶、暖房、給湯、調理などに、我々は化石燃料をほぼそ
のまま使っている。これらを電気や水素、バイオマスなどに置き換え、それらをCO2 を出さずにつ
くる、という方法もある。電気や水素を作るのに、再生可能エネルギーや原子力を使うか、あるいは
化石燃料を使う場合でも、CCS を導入するということである。
　ここまでは、エネルギーを使うときに排出するCO2 の量をどれだけゼロに近づけられるかという
話だが、大気中に放出されてしまったCO2 を吸収する方法としては何があるだろうか。実質ゼロ、
つまり正味ゼロということは、排出と吸収の差がゼロになればよい。排出していても吸収すればよい
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3. 会議当日の実施状況

という考え方である。では、どうすれば吸収ができるかと言えば、一つは植林がある。植物の光合成
で吸収し、森林と土壌に炭素を送るのである。それ以外にも、CO2 を地中に埋めるCCS の技術と植
物からつくるバイオマスエネルギーとを組み合わせる、という方法もある。植物が育つときに大気か
らCO2 を吸収し、その植物からエネルギーをつくる。エネルギーをつくるときに出てしまうCO2
は、CCS で地中に封じ込める。これにより、エネルギーをつくりながらCO2 を大気から吸い、大気
中のCO2 の量を減らせるという、夢みたいな話である。しかし大規模にやるには大量なエネルギー
用作物の畑が必要になる。食料の畑をそちらに転換したら食料不足になるのではないかなど色々な心
配が出てきて、本当にそんなことができるかという問題はある。
　もう一つ、直接空気回収という方法もある。化学反応で大気からCO2 を吸収し、それを最終的に
はCCS で地中に隔離する。これは原理的には今でもできるが、莫大なコストがかかる。技術開発で
安価にできるようになれば、こういう方法もあるということになる。
　技術開発で安くなればという話に関して、イノベーションという論点がある。新しい技術なり、社
会の価値を創造することをイノベーションと言うが、これは今、述べてきた全てのことと関係する。
例えば次世代の太陽光発電や蓄電技術のように、新しい発想でより効率よく、安くできるものを技術
開発によって普及する。あるいは、ここに書かれていない技術が出てくるかもしれない。
　例えば ITや通信技術を使い、都市や町全体のスケールでエネルギーを最適化するとか、個別の技
術だけでなく、社会全体をイノベーションするといった話もこれから出てくるかもしれない。こうい
うことを積極的に進めていくと、CO2 を出さずに世界中で必要なエネルギーがつくれるようになるの
ではないか、といったことが考えられている。
　なお、今回は「脱炭素社会」がテーマなのであまり議論しないが、気候変動対策としては、メタン
やN2Oなど、CO2 以外の温室効果ガスについても、それぞれ対策が必要である。メタンなどは、と
くに水田や家畜からも出るので、農業の対策も必要になる。

技術の普及速度
　そこで、本当にそんなことできるのかということについて、少し期待が持てる方向の話をしたい。
それは「技術は我々が普段考えないような早さで普及する可能性がある」という話である（資料集
p.18 上）。このグラフはアメリカの例ではあるが、1900 年から最近までの色々な技術がどのような早
さで普及してきたかを示している。電話や電気、自動車から始まって、最近はスマホとかデジカメな
どについての「技術の普及率の推移」を折れ線グラフで示しているのだが、最近のとくに IT関連の
技術はものすごい早さで社会に普及してきたことがわかる。
　普及率がある地点を超えると、普及率の伸びが急に加速する、つまりグラフが急激に立ち上がると
も言われている。太陽光や電気自動車といった技術の普及率は、もしかすると、今まさにこうした地
点を超えようとしているかもしれず、過去の諸技術と同じように急速に普及するようなことになれ
ば、CO2 排出が予想外の早さで減少するかもしれない。
　実際、同じスライドの（b）のグラフにあるように、太陽光や太陽熱発電のコストは専門機関の予
測を上回る早さで安くなっている。その下の（c）のグラフのように、普及の方も専門機関の予測よ
り、ずっと早く進んでいる。ある技術が普及しそうだという予測が出ると、結果としてそれ以上に普
及が進み、それを受けて予測がどんどん上方修正されるということが繰り返され、つねに予測を上回
るスピードで実際の普及が進んでいるのである。この例に見るように、もしかしたら技術の普及は結
構速いのかもしれない。
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野心的な主体の増加と投資の変化
　最近、国やその他の主体で、そういう変化を起こすべく動き始めたところが増えているように見え
る。パリ協定を受けて、国や自治体、企業などが野心的な目標や行動基準を掲げる例が増えている。
2050 年までに CO2 排出正味ゼロを目指すという宣言をしている国は、カナダやフランス、ドイツ、
英国など 19 カ国あるとのことである。都市レベルでは 32 都市で、日本では横浜市も宣言していると
いう。米国はトランプ政権がパリ協定に対して後ろ向きだが、州によっては先進的な対策をしようと
しているところがあり、ハワイ州やカリフォルニア州では 2045 年までに電力からのCO2 排出を実質
ゼロとする法律ができた。フランスや英国は 2040 年までにガソリン車、ディーゼル車の販売を禁止
することを宣言している。カナダやフランス、英国は 2030 年までに石炭は使わないようにすること
を決めた。ドイツは石炭を多く使う国であるが、そのドイツも 2038 年までに脱石炭を目指し始めた。
　再生可能エネルギー 100％でビジネスを行うことを宣言する、「RE100」という取り組みもある。
REは再生可能エネルギー（renewable�energy）の頭文字で、資料には参加企業のロゴを載せてある
が、世界中の有名企業がこの宣言をし、目標を立てて取り組んでいる。
　金融の分野では「ダイベストメント」という言葉がある。これはインベストメント（投資）の反対
で、石炭を始めとする化石燃料全般からの投資の撤退を意味する。これまで投資していたのをやめ
て、資金を引き上げる方向に動く投資家が増えているという。今まで石炭を使う産業に流れていたお
金が、だんだん引き上げられている。また「ESG投資」という動きもある。これも英語の頭文字
で、「環境（E）、社会（S）、ガバナンス（G）」という意味だが、環境を始めとして、色々なことに配
慮した投資をする方が長期的にはリターンが大きいのではないか、といった考え方が影響力を持って
きている。
　さらに、投資家が企業に対して、気候関連リスクの情報開示を要求するようにもなっている。「企
業は気候変動についてきちんと考えているのか？　私たちは考えている企業に投資をする」「気候変
動のことを考えていないとリスクがあって怖くてお金が出せない」という投資家が出てきたのであ
る。気候関連リスクにも 2種類あり、物理リスクとは、異常気象や温暖化の影響を受けて何かトラブ
ルがあったときに企業活動が影響を受けるリスクを指している。もう一つは移行リスクと言われるも
ので、社会の脱炭素化が進み、例えば石炭を使ってはいけないという規制ができたときに、その企業
が対応できるかどうかという視点でのリスクである。

◆質疑応答
チ�ーフファシリテーター　討論者の皆さんから質問していただく前に、私から補足をお願いしたい。
CO2 の排出量を減らすだけではなく、より積極的に吸収する方法があるとのことで、例えばCCS
などのメニューを挙げて、私たちがまだ見たことがない技術があるという話をしていただいた。こ
こには、現在すでに実現している技術と、ほぼ完成していてみんながやろうと決めれば使える技
術、まだまだ完成されておらず夢物語のような技術があるだろう。そうした実現可能性について補
足をお願いしたい。

江�守　詳しくは山地さんからお話しいただきたいが、全体的な状況として、CCS は技術的にはほぼ
実現可能になっている。苫小牧で行われている実証試験でも、地震の発生やCO2 の漏れがないか
などをモニターしながら貯留している状態であり、あとはコストの問題だと認識している。一つの
例外として、石油を採掘する油井にCO2 を注入すると石油が取れるという技術がある。油井の中
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ルがあったときに企業活動が影響を受けるリスクを指している。もう一つは移行リスクと言われるも
ので、社会の脱炭素化が進み、例えば石炭を使ってはいけないという規制ができたときに、その企業
が対応できるかどうかという視点でのリスクである。

◆質疑応答
チ�ーフファシリテーター　討論者の皆さんから質問していただく前に、私から補足をお願いしたい。
CO2 の排出量を減らすだけではなく、より積極的に吸収する方法があるとのことで、例えばCCS
などのメニューを挙げて、私たちがまだ見たことがない技術があるという話をしていただいた。こ
こには、現在すでに実現している技術と、ほぼ完成していてみんながやろうと決めれば使える技
術、まだまだ完成されておらず夢物語のような技術があるだろう。そうした実現可能性について補
足をお願いしたい。

江�守　詳しくは山地さんからお話しいただきたいが、全体的な状況として、CCS は技術的にはほぼ
実現可能になっている。苫小牧で行われている実証試験でも、地震の発生やCO2 の漏れがないか
などをモニターしながら貯留している状態であり、あとはコストの問題だと認識している。一つの
例外として、石油を採掘する油井にCO2 を注入すると石油が取れるという技術がある。油井の中
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で取れにくい状態になっている石油を、CO2 を押し込んで取るという技術だが、これだとCO2 を
地中に入れながら石油が取れるので利益が出る。そういう例外的な部分ではCCS も実用化してい
ると思うが、そうではないところで、コストをかけて今やろうという話にはならないという状況で
ある。直接空気回収なども、技術的にはやろうと思えば可能だけれども、コストは莫大になるだろ
う。

山�地　CCS は古くからある技術で、今まで累積で数億 tの単位で CO2 を地中へ入れてきている。石
油を回収するためにCO2 を吹き込むというのは、EORと呼ばれる技術で、米国で何十年も前から
使われている。
　天然ガスを掘るときにCO2 が一緒に出てくるケースが多く、天然ガスを取り出すときにはCO2
を分離する。分離したCO2 はそのまま大気中に放出されてきたが、これを放出せず北海の海底の
地下に圧入するというCCS 事業が、ノルウェーで 1997 年から行われている。毎年 100 万 t 程度な
ので、これだけでも累積 2000 万 t くらいにはなる。
　苫小牧は年間約 10 万 t で、これまでのところ 20 万 t 強、入れた。この実証実験は 30 万 t まで
の計画であるが、この場所にはもっと入ると思う。私たちの研究所（RITE）でも、15 年前に新潟
で地下 1100mに 1万 t�CO2 を圧入し、毎年モニタリングを継続している。
　したがって、CCS が技術的に実現可能であることは確認されており、問題はやはりコストであ
る。ただ、先ほど 1t 当たりの炭素排出の環境コストが 43 ドルという数字をご紹介したが、あの程
度であればCCS は届きそうなレベルである。
　バイオマスとCCS を組み合わせるBECCS も例がないわけではない。米国イリノイ州でバイオ
エタノールをつくっている工場では、発酵時に出るCO2 を回収して、近くにある油田でEORを
行って、地中に埋めている。ただ、これは年間 100 万 t 以下の規模ではないかと思う。
　じつは、ダイレクト・エア・キャプチャー（直接空気回収）も、ごく小規模ながらアイスランド
で行われている。集めたCO2 は、普通は地下 1000mくらいにある帯水層に入れるのだが、このア
イスランドの場合、たまたま近くに火山があり、そこでうまくミネラリゼーション（鉱物化）され
るのだという。本当にそんなことができるのかなという気もするが、そういう実験が行われている
のは事実である。しかし、ダイレクト・エア・キャプチャーは、経済性のハードルが非常に高い。

【質問】CO2 を大量に地中に隔離できるようだが、これは永久的に隔離できるものなのか。地震やそ
の他の要因で漏れ出すようなことは起こらないのか。また、地下に埋めることで、100 年、200 年と
時間が経つと、自然と影響がなくなっていくようなことになるのか。

山�地　それはCCS の技術開発の大事なポイントである。私どもの研究所が新潟で行ったものでは 1
万 t 入れており、その後、モニタリングを継続している。動きとともに量を捉えているが、漏れが
ないことは確認されている。
　ただ、EORで入れると石油が戻ってくるのだが、その際に一部、CO2 も戻ってくる。それを取
るケースと取らないケースとがあり、例えば硫黄性のガスが含まれている場合などは、それらと一
緒にCO2 も取るのだが、そうでない場合には戻ってきたCO2 がそのまま大気に放出される。もち
ろん全部戻るわけではなく、半分以上は地中に留まる。こうしたことは研究としても確認されてい
る。そもそもCCS を実施するには、漏れないような場所に貯留するのであって、そうした地層を
見つける技術はある。
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　新潟では、ちょうどCO2 を入れている時期、2004 年に中越地震が起こったが、まったく影響が
なかった。苫小牧でもごく最近地震があり、あれはちょうど圧入を止めていた時だったが、全く変
化はなかったと聞いている。
　圧入したCO2 がその後、どうなっていくかに関しては、どのような時間スケールで見るかによ
る。千年オーダーで考える必要があるが、圧入したCO2 は、はじめは気体か水かわからない超臨
界の状態、その状態だと水よりも少し軽いのだがキャップロックなどで閉じ込められる、しばらく
たつと水に溶けて、水より重たい溶解物となり下へ移動する、そしてゆっくりと鉱物化していくと
考えられる。また、アイスランドで試みられているミネラリゼーションの場合、鉱物と化合して固
体化するから、さらに安定になるわけで、あまり心配はないと思う。ただし、地震で亀裂が入ると
なると漏洩のリスクがあるので、そうでないところを選び、地下もモニタリングして圧力が上がっ
てきたらそこにはそれ以上入れないというような対応をする。

【質問】「世界のCO2 排出量変化の要因」（資料集 p.16 下）によると、世界の経済規模（GWP）は拡
大しつづけている。脱炭素の方法として色々なことが試みられようとしているとのことだが、それで
対応できるだろうか。GDPや GWPがこれだけ伸びていると、どういう手だてを講じても、CO2 排
出ゼロという目標は達成不可能なように感じるが、どうなのだろうか。

江�守　非常に本質的な指摘だと思う。これは西岡さんから紹介があった、GDPは増えながらエネル
ギーの利用やCO2 排出は減る「デカップリング」の考え方にも関連する。補足があればまたご説
明いただきたいし、山地さんからも関連してコメントがあれば頂きたい。
　人によっては、GDPの伸びに現れるような経済成長が本当に必要か、それを見直さなければ温
暖化を止めることなどできないのではないか、という考え方もあると思う。とはいえ、途上国など
では今後、工業化を進めて豊かになっていかなければならない人も数多くいるし、そうした国々で
は人口も増加していることが多い。それを考えると、世界全体の経済規模を近い将来に横ばいにで
きるとも思えない。そうしたことも含めて考える必要がある。

西�岡　まずGDPとは何かを考える必要がある。例えば、泥棒のいる村と泥棒がいない村とで、GDP
が高いのはどちらか。泥棒がいる村はお巡りさんが必要だから、その給料分だけGDPが上がる。
GDPが高い方が本当に良いのか、泥棒がいなくてGDPが低い方が良いのではないか。何が言いた
いかというと、GDPというのは、国の経済統計で集めた数字にすぎない、ということ。その数字
以前に、個別にどのように技術を変えて、どのようにCO2 の排出を減らしていくか、それによっ
てどのような利益をみんなで生み出していくかを考えなければいけない。GDPにこだわるより
も、どうやってCO2 排出を削減するかにこだわっていく、その結果、GDPが上がるということを
目指すべきではないか。
　僕らはよく政府の方から「経済成長率 3％で
シナリオを作ってくれ」などと言われる。3％
など近年ほとんど到達したことのない目標だ
が、3％の成長で色々な産業が伸びなければい
けないとなれば、CO2 排出は増える。逆に、ど
ういう社会をつくるべきかという方向から考え
ると、例えば自動車も仕事も、みんなが色々な 写真 3-5  討論者の質問に答える参考人
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ものをシェアする、シェアリングエコノミーの社会を前提としてシナリオを書くこともできる。そ
こでは余計なものを作らないから、GDPは減る。
　GDPは一つの非常に大切な経済統計ではあるけれども、GDPを基準にして考えること自体、考
え直さなければならないところにきている。やるべきことをやっていれば、デカップリングは自ず
とできるはずである。

山�地　人間活動を測る方法は色々とあるが、私は、GDPはよくできた指標だと思っている。人間活
動をする限りエネルギーはゼロにはできない。文明社会でなくても、また動物であってもエネル
ギーは必要である。しかし、エネルギーからCO2 を出さないようにすることはできる。活動とエ
ネルギーのリンクは、弱めることはできても完全にデカップリングすることはできない。しかし、
エネルギーから出るCO2 はゼロにできる。

【質問】再生可能エネルギーは環境には優しいが価格が高く、私も自宅でやっているのでわかるが、
気象条件によりピークがある。すると、再生可能エネルギーが普及していくためには、たくさん発電
できるときに蓄電し、発電できないときにそれを使って補うようなピークシフトが必要だと思ってい
る。蓄電技術は今どのような状況にあるのだろうか。

山�地　現在、一番経済的で大規模に行われている蓄電は揚水発電である。北海道では京極町にある。
ダムは普通上流から流れてくる水を池に貯めておき、下流に水を落とすときに水車を回して発電す
るが、揚水発電は、下流の池や川からまず電気を使って上流の池に水をくみ上げる。電気を水の位
置エネルギーに変えるのである。この水を、電気が必要なときに、普通のダムと同じように、上流
の池から下流に落として発電する。往復で 70％くらいの効率になるが、非常に大規模に蓄電がで
きるということで、世界中で広まっている。
　もう一つ我々の身の回りにあるのが、蓄電池である。パソコンのバッテリーのように、小規模な
場合ものは相当普及しているが、電力系統の中で使うにはまだ価格が高い。ただ、今電気自動車が
非常に普及してきていて、プリウスなどのハイブリッド車でもバッテリーをたくさん使っている。
バッテリー台数が増えて、相当な勢いで価格が下がっている。そろそろ揚水と肩を並べるようにな
るのではないかと思われ、蓄電池は今後期待できる。
　他にも電気の貯蔵技術には熱貯蔵や圧力貯蔵など様々なものがある。例えば水を電気分解して水
素にして貯めておき、水素から電気をつくる方法があるが、これは効率が悪い。工夫次第では使い
道があるが、単なる電気の貯蔵には、あまり有効ではないと思う。
　今のご質問には、「蓄電が必要になるとしたら、電気代が高くなるのでは？」という趣旨も含ま
れているように思うが、それはそのとおりだと思う。日本では今年 4月から固定価格買取制度によ
る太陽光の買取価格が 14 円/kWhとなる。14 円というと、皆さんの電気代と比べると安く感じる
かもしれないが、通常の発電コストから言うと 10 円は切ってほしい。ただ、14 円を単純に 10 円
にすればいいという話ではなく、電気はもう供給即消費だから、バランスが取れていなければなら
ず、調整の必要がある。その調整のコストについては色々な計算があるが、私が 5〜6年前に政府
の審議会で計算した際には 5円/kWhくらいかかる。そうすると発電コストが 10 円でも、調整コ
ストを加えると 15 円くらいにはなってしまうので、発電コストについてはもっと頑張ってほしい
ところである。
　世界的には、UAE（アラブ首長国連邦）やメキシコなど、発電コストは 2〜3円というところも
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ある。5円を切るようになれば、蓄電やその他の方式で供給と消費のタイミングの調整をしたとし
ても、それを含めた価格で競争力を持ってくる。先ほどの江守さんの話にあったように、電池や太
陽光パネルは大きな機械とは異なり、量産によって安くなってくるから、需要が出てくると急速に
安くなる可能性はある。

江�守　固定価格買取制度とはどのようなものかについて、補足説明を頂けるとありがたい。
山�地　東日本大震災後の 2011 年 8 月、当時は民主党政権の時代で菅首相が辞任する直前だったが、
通称FIT法と呼ばれる、再生可能エネルギーの発電を促進するための法律ができた。現在の固定
価格買取制度は、このFIT法に基づくものである。太陽光と風力、地熱、3万キロワット以下の
中小水力、バイオマスの 5種類で発電された電気について、それぞれ規模別に採算が取れるよう、
一定の価格で原則 20 年間、電力会社が買い取る制度である。太陽光の場合、当初の買電価格は 40
円/kWhだった。初めに 40 円で買い取られる権利を与えられた人は、20 年間は 40 円/kWhで売れ
ることが保証されるわけで、これで急速に太陽光の導入が進んだ。今、4500 万 kWくらいになっ
ている。
　そんなに高い電気を買わなければならないのでは、電力会社が大変ではないかと思われる方もい
るかもしれないが、これには仕組みがあって、電力会社は電気の価値分、現在は約 10 円/kWhし
か負担してない。買取価格が 40 円だとすると、残りの 30 円は、皆さんが普段の電気料金と合わせ
てFIT賦課金という形で負担している。この賦課金が現在、全国共通で 2.9 円/kWh。2.9 円とい
うと小さい額のように思うかもしれないが、全国で年間 2.4 兆円になる。これが毎年、再生可能エ
ネルギー事業者に補助金として渡っている状態である。

【質問】「脱炭素化の方法」（資料集 p.17 下）の中で、自動車や暖房、給湯、調理などの燃料を電気や
水素、バイオマスなどに置き換えるというのがあるが、電気に置き換えても、その電気をつくるの
に、現在日本では化石燃料を使っているから、結局CO2 の削減にはならないのではないか。本来は
発電施設での電気のつくり方を変え、かつガソリンを使わない電気を自分でつくる自動車に替えてい
くべきなのだが、エコカーにさえ取り替えればエコだし、大丈夫だというのが世の中の風潮ではない
かと思う。

江�守　現状では、電気自動車に替えるだけでは効果はなくて、発電するところをCO2 を出さないよ
うに変えていかなければならない、というのはおっしゃるとおりである。電気なり水素なりを、
CO2 を出さずにつくらないように変えていく必要がある。CO2 を出さずにつくった電気で電気自動
車を動かせば、その分はガソリンで走らせるのに比べて削減になる。

山�地　ご指摘の点は、研究者が「ライフ・サイクル・アセスメント」という言葉で呼んでいる話であ
る。例えば電気を使うところ、水素を燃やすところだけを見るのではなく、その電気は何でつくら
れたか、その水素はどこから来たのか、そういうライフサイクルまで考えて、環境に良いのか悪い
のかを判断しなければならない。
　ただ、電気自動車には動かしても排気ガスが出ないなど、他のメリットがあることは考慮しても
よい。また、電気モーターは非常に効率が良いので、一次エネルギー換算しても、発電して電気に
変えてモーターで自動車を走らせる方が、石油をガソリンにして燃やしてエンジンを回すよりも効
率は良い。しかし電気や水素をつくるところでCO2 を削減しなければならないのはおっしゃると
おりで、非常に大事なポイントをご指摘いただいた。
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ある。5円を切るようになれば、蓄電やその他の方式で供給と消費のタイミングの調整をしたとし
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CO2 を出さずにつくらないように変えていく必要がある。CO2 を出さずにつくった電気で電気自動
車を動かせば、その分はガソリンで走らせるのに比べて削減になる。

山�地　ご指摘の点は、研究者が「ライフ・サイクル・アセスメント」という言葉で呼んでいる話であ
る。例えば電気を使うところ、水素を燃やすところだけを見るのではなく、その電気は何でつくら
れたか、その水素はどこから来たのか、そういうライフサイクルまで考えて、環境に良いのか悪い
のかを判断しなければならない。
　ただ、電気自動車には動かしても排気ガスが出ないなど、他のメリットがあることは考慮しても
よい。また、電気モーターは非常に効率が良いので、一次エネルギー換算しても、発電して電気に
変えてモーターで自動車を走らせる方が、石油をガソリンにして燃やしてエンジンを回すよりも効
率は良い。しかし電気や水素をつくるところでCO2 を削減しなければならないのはおっしゃると
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西�岡　「二酸化炭素排出とエネルギー利用との密接な関係」（資料集 p.28 上）はエネルギーバランス
を示した図である。一番右にエネルギーを使う側の家庭や交通、企業、事業所があり、一番左に
は、どのようにそのエネルギーを供給しているかが示されている。今問題になっているのは真ん中
のエネルギー転換という部分で、一番上の幅広いところが電気である。電気をどこから起こしてい
るかは、左の方から入ってくる矢印を見るとわかる。自然エネルギーからというのはほんの少し、
天然ガスがかなりあって、石油はほとんどない。石炭もだいぶある。このように、今のところ非常
に化石燃料に頼っているから、こうやってつくった電気で電気自動車をいくら走らせても役に立た
ないということになる。
　さらに、その電気がどこへ行っているかというと、家庭にも入っているけれども、大半は企業で
ある。家庭で節電の努力をしていても、発電所という電力を起こしているところでCO2 排出を少
なくしてくれないと困る、ということが、この図からだいたいわかると思う。
　この図の左端に「炭素強度」と書かれていて、同じ熱量当たりのCO2 発生量の比率が、天然ガ
スが 2なのに対して、石油がおよそ 3で、石炭が 4となっている。同じエネルギー当たりで、どれ
が一番CO2 を出すかがわかる。
　したがって、この図を見ると、我々はどこを変えなければいけないかがわかると思う。最初にや
らなければいけないのは、一番右側の家庭や交通、企業など、最終エネルギーの消費のところで省
エネを進め、なるべく使わないようにする。企業は色々なものを作るのにCO2 を大量に排出して
おり、それをゼロにするのは大変である。企業の工夫が非常に大切になってくる。例えば鉄鋼業は
日本のCO2 排出の約 15％を占めているが、それをゼロにするには製造方法を変えなければいけな
い。また、左側のエネルギー供給に関しては、天然ガスや石油、石炭をなるべく少なくして、再生
可能エネルギーをたくさん導入しなければならないことがわかる。

【質問】日本では今、原子力に対して非常にアレルギーがあると思う。CO2 の面から考えると、原子
力はとても良いという話だが、世界的にはCO2 の観点から見ると原子力は推進されていくものなの
か、それともこのまま維持していくといった方向に向かっているのか。

山�地　原子力は地球温暖化対策にとって非常に重要だという意識は広く持たれていて、世界でも進め
られている。典型的なのは英国である。欧州と言うとドイツのイメージが強く、全てが原子力から
撤退する方向に向かっているように思われるかもしれない。しかし、英国の場合、ガス炉というあ
まり経済競争力のない原子炉を独自に開発して使ってきたのだが、それがそろそろ廃炉の時期を迎
えている。英国でも洋上風力を始めとして再生可能エネルギーを進めているけれど、それで全てを
置き換えることはできず、やはり新しい原子力発電所を、今度は軽水炉という一般的なタイプで造
ろうということになっている。ただ国内だけではできないから、中国や日本など、外国の資金と技
術を導入しようとしている。温暖化対策を念頭に置いて、国産の原子力が廃炉を迎えるものを外国
のもので置き換えようとしている。これは世界的に見て、割と典型的な動きであると言えるだろう。
　他に原子力が伸びているのは、中国とインド、ロシアである。こうした国々は、とくに温暖化対
策と明言しているわけではないが、CO2 削減を考慮に入れて選んでいるのだと思う。
　新聞などでは、ドイツや韓国で原子力発電を止めるという記事が目立つのだけれど、原子力を本
当にやめてしまうと言っている国は限られており、動かしている国も少なくない。アラブ首長国連
邦などでも新たに動き出すことになっていて、中東の国々や発展途上国で原子力を新規に始めよう



38

脱炭素社会への転換と生活の質に関する市民パネル　報告書

という国の方が数としては多い。ここ 30 年くらい原子力は横ばいになっているが、この先、2030
年ないしは 2050 年にかけて増えていくであろう。

チ�ーフファシリテーター　温暖化のことを考えると原子力は一つの有益な手段だが、トータルに考え
ると、江守さんの話の中にもあったように、皆さんの生活は温暖化だけの影響で動いているわけで
はない。もし事故が起これば大きな被害が発生しうるかもしれないとか、トータルな視点で原子力
を位置付けながら考えていく必要があるということだろう。

江�守　山地さんは、日本学術会議で放射性廃棄物の最終処分に関する報告書をとりまとめられた経験
もお持ちなのだが、放射性廃棄物の最終処分の問題は、原子力を進めようとしている国々ではどの
ように考えられているのか、教えていただきたい。

山�地　放射性廃棄物にも色々な種類があり、原子力発電所事故の後、除染によって出された廃棄物も
放射性廃棄物の一種であるが、今、江守さんが言われたのは「高レベル放射性廃棄物」のことで、
要するに原子炉の使用済み燃料から取り出した廃棄物である。この高レベル放射性廃棄物につい
て、今、日本が使おうとしているのは地層処分という技術である。300m以深の安定した岩体のと
ころに処分する、つまり永久に置くのである。
　技術的にはこの地層処分で可能だと私は思うが、その処分場を造るための社会的受け入れはそん
なに簡単にはいかない。そこで私としては、日本学術会議の報告書でも述べたことだが、高レベル
放射性廃棄物はそれほどボリュームは大きくなく、今安定的に保管することもできるので、貯蔵保
管しておくのがよいと考えている。福島第一原子力発電所にはプールの中に貯蔵されている使用済
み燃料があって取り出さなければいけない状態だが、じつはその他に乾式で貯蔵されたものがあ
る。これはキャスクの中に入れて、自然空冷で貯蔵している。これは岸壁の所にあって、完全に津
波をかぶって建屋もかなり傷んだのだが、使用済み燃料そのものは全く無事だった。津波の後に別
の高い場所に移動したけれども、このような乾式の使用済み燃料の貯蔵で、百年単位で保管してお
くことができる。
　そのように貯蔵保管しておいて、その間に社会的にこの問題を解決していくのがよいと私は考え
ている。日本学術会議において、原子力委員会からの要請を受けて検討を行った際にも、ほぼこの
考え方に沿って「暫定保管」というコンセプトを打ち出して回答した。

西�岡　原子力には技術的な問題も数多く残っているが、おそらくコストの面でかなり苦しいのではな
いか。英国でも、省エネもやり再生可能エネルギーも導入したけれども、どうしても必要な削減目
標に届かない。そこで何とか補助金をつけて、みんなにコストを負担してもらってでも原子力を導
入せざるをえない状況だと、英国の人からは聞いている。
　もう一つ、このところ急激に再生可能エネルギーの値段が安くなっている。先ほど話に出た 2円
/kWhというのは特殊かもしれないが、もう少し様子を見る必要があると、私は思っている。再生
可能エネルギーが安くなれば、原子力はコスト的に引き合わない。

【質問】資料にある「世界のエネルギー源の変化」（資料集 p.17 上）で、再生可能エネルギーが急激
に上昇しているが、日本の場合、風力や太陽光は国土的に不利だったり、バイオマスも農地が必要
だったりするので、脱炭素の方法としてイノベーションしかないのかなと思う。日本の現状として
は、どういった方法で脱炭素に向けて動いているのか。

山�地　まず、パリ協定のもとでも日本は 2030 年に向けた自主的目標として、2013 年比 26％減という
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という国の方が数としては多い。ここ 30 年くらい原子力は横ばいになっているが、この先、2030
年ないしは 2050 年にかけて増えていくであろう。

チ�ーフファシリテーター　温暖化のことを考えると原子力は一つの有益な手段だが、トータルに考え
ると、江守さんの話の中にもあったように、皆さんの生活は温暖化だけの影響で動いているわけで
はない。もし事故が起これば大きな被害が発生しうるかもしれないとか、トータルな視点で原子力
を位置付けながら考えていく必要があるということだろう。

江�守　山地さんは、日本学術会議で放射性廃棄物の最終処分に関する報告書をとりまとめられた経験
もお持ちなのだが、放射性廃棄物の最終処分の問題は、原子力を進めようとしている国々ではどの
ように考えられているのか、教えていただきたい。

山�地　放射性廃棄物にも色々な種類があり、原子力発電所事故の後、除染によって出された廃棄物も
放射性廃棄物の一種であるが、今、江守さんが言われたのは「高レベル放射性廃棄物」のことで、
要するに原子炉の使用済み燃料から取り出した廃棄物である。この高レベル放射性廃棄物につい
て、今、日本が使おうとしているのは地層処分という技術である。300m以深の安定した岩体のと
ころに処分する、つまり永久に置くのである。
　技術的にはこの地層処分で可能だと私は思うが、その処分場を造るための社会的受け入れはそん
なに簡単にはいかない。そこで私としては、日本学術会議の報告書でも述べたことだが、高レベル
放射性廃棄物はそれほどボリュームは大きくなく、今安定的に保管することもできるので、貯蔵保
管しておくのがよいと考えている。福島第一原子力発電所にはプールの中に貯蔵されている使用済
み燃料があって取り出さなければいけない状態だが、じつはその他に乾式で貯蔵されたものがあ
る。これはキャスクの中に入れて、自然空冷で貯蔵している。これは岸壁の所にあって、完全に津
波をかぶって建屋もかなり傷んだのだが、使用済み燃料そのものは全く無事だった。津波の後に別
の高い場所に移動したけれども、このような乾式の使用済み燃料の貯蔵で、百年単位で保管してお
くことができる。
　そのように貯蔵保管しておいて、その間に社会的にこの問題を解決していくのがよいと私は考え
ている。日本学術会議において、原子力委員会からの要請を受けて検討を行った際にも、ほぼこの
考え方に沿って「暫定保管」というコンセプトを打ち出して回答した。

西�岡　原子力には技術的な問題も数多く残っているが、おそらくコストの面でかなり苦しいのではな
いか。英国でも、省エネもやり再生可能エネルギーも導入したけれども、どうしても必要な削減目
標に届かない。そこで何とか補助金をつけて、みんなにコストを負担してもらってでも原子力を導
入せざるをえない状況だと、英国の人からは聞いている。
　もう一つ、このところ急激に再生可能エネルギーの値段が安くなっている。先ほど話に出た 2円
/kWhというのは特殊かもしれないが、もう少し様子を見る必要があると、私は思っている。再生
可能エネルギーが安くなれば、原子力はコスト的に引き合わない。

【質問】資料にある「世界のエネルギー源の変化」（資料集 p.17 上）で、再生可能エネルギーが急激
に上昇しているが、日本の場合、風力や太陽光は国土的に不利だったり、バイオマスも農地が必要
だったりするので、脱炭素の方法としてイノベーションしかないのかなと思う。日本の現状として
は、どういった方法で脱炭素に向けて動いているのか。

山�地　まず、パリ協定のもとでも日本は 2030 年に向けた自主的目標として、2013 年比 26％減という
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数値目標を出している。どのエネルギーを用いて実現するかというエネルギーミックスも決めて対
応している。それをどう達成するかは、また別の問題であるが。
　おそらくご質問の趣旨は、さらに長期の話だと思う。2050 年に向けた長期戦略を今年のG20 ま
でにまとめると政府は言っているが、これまでの文言から言うと、80％削減を目指すという内容に
なるのではないかと思う。「目指す」というのは、昨年改定されたエネルギー基本計画の表現で
は、2030 年はターゲットであり、着実に実行・実現する目標だが、2050 年はゴールであって、目
指すための方法も色々ありうる。複線シナリオという言葉も使われている。これ一本で目標に向
かっていく、というものではなく、色々な可能性がある。それを今、検討しているところだと思
う。しかも、80％削減というのは、20％排出されるわけだから、まだ「脱炭素」ではない。その先
に脱炭素化を目指していくことになる。

西�岡　「気候変動抑止の基本的考え方」のスライド（資料集 p.27 下）にまとめたように、まず、気候
変動は、いつかは止めなければならない、これはほぼマストである。放っておいたらどうしようも
なく暴走するまでいってしまう。ただ、基本的な考え方については、まだ模索中であると私は見て
いる。そんなにやさしくないだろうという意見の方がたぶん多いと思う。しかし、パリ協定の排出
ゼロ目標が「どれくらい実現可能性のあるものか」という、この論点 2の立て方は、私はあまり好
きではない。実現性があろうがなかろうが、やらなければならない。「できるか、できないか」で
はなくて、「やるしかない」のであり、どれだけ前に向かって進むかしかない。とすれば、もっと
積極的に考えるべきではないか。
　ある人は、これを「約束された市場」だとも言っている。すでにそちらしかないのだから、そこ
で新しい産業が起こるし、インフラの転換もあり、R&Dも進めなければならない。ほとんど約束
された市場だったら、早く行って取った方が勝ちではないか、という考え方をする人もいる。私は
それがたぶん正しいのではないかと思っている。
　実質ゼロエミッションに転換するときに、エネルギーをゼロ炭素化し、電力もゼロエミ化し、生
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のが「日本 2050 年 80％削減の可能性」という図（資料集 p.31 下→ p.57図 3-8）である。2050 年
では 80％だが、この経路でいくと、2075 年頃にゼロとなる見通しである。
　資料にもあるように、生活や都市、地域の将来について、色々な絵姿は描ける。まだ開発しなけ
ればいけないものはたくさんあるが、今度はいよいよ、いつどのように、だれがどういう制度をつ
くって進めていくか、という段階に入っている。

◆参考人からの補足説明
チ�ーフファシリテーター　この論点 2に関して、最後に西岡さんと山地さん、岡崎さんから補足でコ
メントがあれば頂きたい。

西�岡　私が今言いたいのは、時間があまりないということ。先ほど話したように、CO2 を出しつづけ
ているかぎり、温度は上がる。2℃で止めるのであれば、どこまで出せるか、という話である。累
積でどこまでいけば 2℃に到達するのか。この予測は、今のところわかっている中庸のシナリオで
行っているので今後変わるかもしれないが、今の出し方の 30 年分である。あと 2℃に到達するま
でに出せるCO2 の量を我々は「バジェット」、つまり財布の中身と呼んでいるのだが、人類が今の
出し方をずっと続けていった場合、30 年で我々の財布の中身は空になる。今から倹約して少しず
つ出していけば、60 年持つかもしれない。どういうやり方でいけばよいかを、みんなで色々考え
ている。
　しかし、スタートは今しなければならない。ああでもない、こうでもないと言ってもダメであっ
て、何か手を付けなければいけない。今のある見通しで方針を決め、何かの手を打って 10 年後に
は見直そう、という形で進まなければいけないと思う。もう温暖化の影響と追いかけっこでやって
いるという感じだということを認識していただきたい。

山�地　資料に書いたように、同じ温度目標でも気候安定化への排出経路には大きな幅がある。対策を
考えるときに目標は大事だが、今はもっぱら、2℃とか 1.5℃というように温度目標で考えている。
じつはこの温度目標は、それを支える科学に非常に不確実性があり、幅がある。先ほど西岡さんが
バジェットの話をされたが、同じ温度目標を達成するのに、カーボンバジェットで言うと 1千億
tCO2 のオーダーで幅がある。対策を考えるときに、これでは幅がありすぎる。
　ターゲットとしては、この論点 2で取り上げられている、正味ゼロ排出という目標の方が向いて
いると思う。気候変動枠組条約は何と述べているかというと、「温室効果ガスの濃度を安定化させ
る」ことが究極目標である、という。排出量が濃度に影響し、濃度が気温に影響する、ということ
で、気温、濃度、排出量と並べてみると、人間が直接コントロールできるのは排出量である。やは
りそこで捉えるというのが、我々にとっては一番リアルだろう。ただ、その排出ゼロをいつまでに
実現すべきかについては幅がある。
　資料にある「各シナリオのCO2 排出量推移」という図（資料集 p.42 下→ p.58図 3-9）は私ども
の研究所で使っているものだが、2℃シナリオの線（真ん中の青色の線）に注目すると、2050 年に
は世界全体でCO2 の排出をおよそ半減させなければならない。ただ、これは凡例に書かれている
とおり、平衡気候感度（climate�sensitivity）が 3.0 の場合の推移である。平衡気候感度とは、大気
中の温室効果ガスの濃度が倍になったときに、それに平衡する温度上昇がいくらかということで、
同じ濃度でも、この感度が高いほど気温が上昇しやすいということになる。
　IPCCでは平衡気候感度 1.5 から 4.5 で予測をしていて、その中の 3を取るとこのような推移にな
る。では 2.5 の場合はどうかと言えば、右側のピンクの線になる。これだと 2050 年時点頃までは
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上昇して、今世紀末くらいにゼロにすればよいというシナリオも書ける。しかし、平衡気候感度が
どのレベルであっても、最終的には正味排出ゼロにしなければならない。正味ゼロが一番重要だと
いうことは確かで、そのタイミングには色々と議論がありうる。
　もう一つだけ申し上げておきたいのは「地球温暖化対策の基本構造」という図（資料集 p.46 上）
でも示したように、温暖化対策は総合的に考えなければならない、ということ。江守さんからも緩
和策（排出抑制策）と適応策という話があったが、本当に大変な状況になってきたときのために保
険のような対策も備えておく必要がある。その一つが直接大気回収であるし、あるいは大気中の上
層部で光を反射させて冷却するなどの気候工学的手法も想定する必要があるかもしれない。緩和策
の中でも、最近政府が言っている「ソサエティ 5.0」における社会構造やライフスタイルの変化が
効くのではないか。というのも、エネルギーの世界だけで省エネをやるのではなく、例えば、情報
を使うことによって人間活動に必要な物質生産自体を減らすということができるのではないか。エ
ネルギーを使う構造を考えて、もっと間接的にエネルギー消費を減らしていこう、という考え方で
ある。「CO2 正味ゼロ排出に向かうエネルギーシステム」（資料集 p.49 下）というのがそれを示し
た図で、電気や水素をカーボンフリーでつくる、エネルギーを貯蔵するバッテリーも必要である。
そして「超スマート社会」が実現すると、例えばシェアリングが進み、産業の中心が製品製造から
サービス提供に変わっていき、製品の利用率が上がって寿命が延び、物質需要が減る。人々の行動
がそのように変わる。このあたりが、おそらく新しいフロンティアになる。

　　とにかく選択肢は減らさずに、たくさん持っておくことが大事だと思う。
江�守　山地さんが前半おっしゃったことを少し解説すると、CO2 が大気中で一定量増えたときに気温
が何℃上がるかはコンピュータで予測しているが、現在の科学では、その予測には幅がある。その
結果、2℃で温暖化を止めようという目標を立てたときに、どれだけ排出していいかという見積も
りが幅を持つことになる。その上の方を採用すると結構排出してもよいことになるが、下の方を取
ると非常に厳しいことになる。どこを目がけていくのがよいか、そこが難しいというのが山地さん
のお話だった。ただ、いつかは排出ゼロにしなければならない、という点では意見が一致している
と思う。

岡�崎　先ほど、再生可能エネルギーをこれ以上増やせるのかという質問や、企業や国はどんな取り組
みをしているかといった質問があった。これに関連して、江守さんのお話の中でも触れられていた
RE100 という動きがある。
　RE100 とは、2050 年までに、使うエネルギーを全て再生可能エネルギーにするという宣言を企
業がするもので、今は世界中で 163 の企業が宣言している。日本企業では、つい先日増えて 16 社
とのことである。資料に載っていたロゴを見ると、皆さんがご存じの会社が入っていると思う。こ
うした企業が再エネ 100％に向けて頑張るということは、取引先の業者などにも再生可能エネル
ギーを使うように働きかけることになる。結果として再生可能エネルギーを必要とする企業が増え
て、もっと再生可能エネルギーをつくっていこう、という話になる。また、同じ資料の中にある気
候関連リスクの開示の動きについても、経済産業省が指針を出して後押しする姿勢を見せるように
なってきた。



42

脱炭素社会への転換と生活の質に関する市民パネル　報告書

3.2.3　 参考人ヒアリング③：脱炭素社会への転換が生活の質に与える影響について（論点 3）

◆主たる参考人による基礎情報のレクチャー（江守）
　先ほどから世界規模での話が続き、技術的な話も多くて難しかったかもしれないが、ここからは、
脱炭素化を進めていくと私たちの生活に何が起こるかについて考えていきたい（資料集 pp.19-20）。
資料に書いたことは、あくまでも一例であり、他にもあるのではないかということをぜひ考えていた
だき、思いついていただきたい。

エネルギーの脱炭素化が生活におよぼす影響
　どの点についても、立場や捉え方、考え方により心配な面と良い面を指摘できるが、まず、エネル
ギーの脱炭素化が生活におよぼす影響として、割高なエネルギー技術の導入を急いで行うと、電気代
が高くなるなど、エネルギー価格の上昇が家計の負担になるおそれがある。しかし、省エネ機器や高
断熱、ソーラーパネルなどを導入すれば、最初は投資が必要だが、長期的には元が取れてその先は儲
けになるかもしれない。
　次に、再エネの乱開発による景観や自然環境の悪化のおそれがある。例えば、メガソーラーを作る
ために木を切らねばならなかったり、風車に野鳥が突っ込んでしまったりするなど、色々な懸念があ
る。バイオマスエネルギーは燃料用の作物を大量に作ろうとすると、食料生産と競合するようなこと
も起こるかもしれない。しかし、地元の再生可能エネルギーが増えることにより、域外へのエネル
ギーコストの流出が抑えられるかもしれない。地域の外から石油などを買ってきて、外に出てしまっ
ていたお金が地域の中で循環するようになり、地域経済の活性化につながる可能性がある。
　3番目に、CO2 を多く排出する産業は大きな転換を迫られる。例えば、生産のやり方を変えてCO2
を出さないようにできればよいが、それができないと、生産が縮小するとか、規制の圧力がかかると
いったことも起こるかもしれない。そのような業種に自分や家族が勤めていれば家計の収入が心配だ
し、それが地元の主力産業だとしたら、地域の税収や雇用も気になる。しかし、逆にCO2 の排出削
減に貢献する産業は成長し、ビジネスチャンスになる人たちもいる可能性がある。
　4番目は、エネルギー価格が上昇し、製造業の国際競争力を損なう心配がある。日本の電気代が高
くなると、企業の生産コストが上がり、他の国に比べてそれが割高であれば他の国の製品の方が売れ
て、日本の企業が儲からなくなってしまう、という心配がある。しかし逆に、国内産業の脱炭素化が
進み、日本の企業は温暖化対策をきちんやっているということになれば、海外の投資家から、日本の
企業は良い投資の対象になると判断されて、投資を順調に呼び込んで景気に好影響となる可能性もあ
るだろう。
　ここまでは心配な面と良い面を対比させてみたが、他に心配な面を二つ挙げておくと、一つは無理
な省エネが生活の快適さや利便性を損なうおそれがある。例えば、寒いけれどもぶるぶる震えながら
暖房をつけない、といったイメージである。温暖化対策というとそういう我慢をしなければならな
い、というイメージをお持ちになる場合もあるのかもしれない。しかし、CO2 の排出をゼロにすると
いっても、必ずしも皆さんに我慢をしてくださいと言っているわけではない。ここには捉え方の問題
がある。
　もう一つ、原子力発電は、CO2 の排出を減らすオプションとしては有効だという議論が先ほどあっ
たが、事故が心配であると感じる方もいらっしゃると思う。しかし、CO2 排出をゼロにすることは、
必ずしも原子力を増やさなければならないということでもない。これは選択の問題である。
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その他の留意点
　次のページ（資料集 p.20 上）は、その他、気にかけた方がよいことについてまとめてある。一つ
目は、脱炭素化が進むことで生活にどういう影響があるかを考える際には、当然ながら、温暖化の進
行が収まることが生活に及ぼす効果を考慮に入れるべきだと思う。例えば、温暖化が進んでいくと異
常気象がこれからも増えていくが、温暖化対策に成功して、異常気象が増えはするが徐々に増え方が
収まってくるようなことが起これば、それは生活に対して良い影響だと言えるだろう。しかし立場に
よっては、そうした効果が頭打ちになってくるかもしれないと心配される方もいるかもしれない。
　ただし、このことを考えるときに気をつけなくてはいけないのは、効果がすぐには現れないという
ことである。対策を今始めて、すぐに温暖化が止まり始めるかというと、そうではない。効果が見え
始めるまでに 20 年、30 年はかかるだろう。しかも北海道だけ、あるいは日本全体でうまくいったと
しても、それだけでは効果がない。世界全体でCO2 を出さない状態を実現させないと効果が十分に
は出ない、ということを考えなければならない。
　それから、温暖化の影響は不公平な形をしているということを考えておく必要がある。先進国の人
が温室効果ガスを排出することで、その原因に責任がない途上国の人たちが多数ひどい目に遭った
り、あるいは将来世代が大きな影響を受けたり、ということがある。日本の我々の世代が脱炭素化を
うまく成し遂げることで、将来世代や発展途上国の人たち、さらには野生生物への責任を果たしたと
いう気持ちになる人もいるかもしれない。
　二つ目は、先ほど山地さんの話の中にもあった「超スマート社会」などに関係する話だが、気候変
動問題とは無関係な動機で進む社会の変化が、脱炭素化の進展に大きな影響を及ぼす可能性がある。
資料に書いたのは ITなどの技術の話で、IoT（モノのインターネット）とは、家電などがインター
ネットにつながって非常に賢く動くという技術である。また人工知能（AI）や、超高速のモバイル
通信 5Gとか、仮想現実・拡張現実（VR・AR）などもある。例えば、インターネットでつながって
いると、そこに行かなくてもあたかもそこにいるような感じがするとか、皆さんが本当は家にいるの
だけれど、あたかもここにいるような感じで会議ができる、といったことも実現するかもしれない。
他にも、3Dプリンターやロボット、ドローン、自動運転車といったテクノロジーが、10 年、20 年
のスケールで、産業や人々のライフスタイルを大きく変える可能性もある。
　こういったテクノロジーがエネルギーの需要を増えるのを抑えたり、需要と供給のバランスをうま
くコントロールしたりしてくれて、脱炭素化に大きく貢献するかもしれない。ただ、こうしたテクノ
ロジーが大量に電気を使うと、その分増えたエネルギーが困難の要因になるかもしれない。
　最後に、社会には気候変動問題以外の様々な課題が存在している。日本ですぐ思いつくところで
も、少子高齢化や地方の過疎化、格差の拡大など色々とある。例えば 2050 年に日本や北海道がどの
ように脱炭素化しているかを考える際には、こうした他の問題がどうなっているかについても合わせ
て考えることが、大事になってくるであろう。
　つぎに、討論者の皆さんからご質問いただく前に、岡崎さんに準備していただいた資料の説明をお
願いしたい。

岡�崎　まずお伝えしたいのは、「こまめに節電しましょう」などと呼びかけるだけではなく、すでに
エアコンや照明器具、テレビを始めとする機器の省エネ性能がかなり向上しているということ。京
都議定書が採択されたCOP3 の京都会議の翌年、1998 年に、省エネをしっかりやっていこうとい
うことで、家電製品のトップランナー制度が導入された。
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　この制度は、対象となる機器の省エネ性能を、目標とする年度までに、その時点で最も優れてい
る機器の性能以上にするよう全てのメーカーが目指す、という制度である。あまり知られていない
ことかもしれないが、この制度ができたことでメーカーは頑張り、省エネ効率がかなり上がり、例
えばテレビなどは 60％くらい性能が上がった（資料集 p.72 上→ p.58図 3-10）。
　資料にある緑色と橙色の eのマークを見たことがある方はどれくらいいらっしゃるだろうか。
（会場：ほとんど手が挙がらない）
　次のページの下（資料集 p.73 下）にある「統一省エネルギーラベル」という星のマークを見た
ことがあるという方は？（会場：一部の討論者が挙手）
　星のマークの方が、見たことがある人が多いと思う。これには経緯があって、まず 2000 年に
「省エネルギーラベル」という、先ほどの緑色と橙色のマークの運用が始まった。これはトップラ
ンナー基準を満たしている機器は緑色のマークを付けられるというものだった。ところが、消費者
にはなかなか浸透しなかった。それではもったいないということで、2002 年から 2004 年にかけ
て、東京と京都でほぼ同時に、もっと一目でわかるラベルを作ろうという話が出てくる。このうち
京都で始まったのは、省エネ性能をAAAから Cの 5段階で表示するラベルで、これを販売店で
貼ってもらうと、多くの人が「Aがたくさん付いていると良さそうだ」と思うようになり、徐々
に浸透してきた。私たちも札幌で、量販店などにラベルの利用をお願いして回ったものである。
　こうした動きを見て国の方も「このラベルは良い」と考えて、テレビや冷蔵庫などにラベルを貼
ろうと決め、2006 年、先ほどの星のマークの方の「統一省エネラベル」が始まった。「エネルギー
消費効率改善」の表（資料集 p.72 上）を改めて見ていただくと、それぞれ目標年度が書かれてい
るが、それ以降も省エネがさらに進むという結果になっていった。
　国などが先導するのではなく、市民の声や動きが高まることによって制度が変わっていく良い例
であり、ご紹介させていただいた。

◆質疑応答
【質問】イノベーションが進むことで、温暖化に良い影響があるかもしれないが、悪い部分もあるか
もしれないと資料に書かれている（資料集 p.20 上）。現状ではどちらに傾いていると考えればよいか。

江�守　先ほどの山地さんの話の中にもあったように、自動運転やカーシェアリング、それにスマホで
知らない人を呼び出して行きたい所へ連れて行ってもらうライドシェアなど、こうしたものはアプ
リなどが便利になることで、今まで駐車場で止まっていた車が活用されるようになる可能性があ
る。そうなると、車の生産台数も減少するかもしれず、それでいて十分便利になるといったことも
考えられるだろう。

山�地　「超スマート社会（Society5.0）のインパクト」というスライド（資料集 p.47 下）の上の方に
ある文章は、政府が述べていることをほぼそのまま抜粋したものだが、要するに「必要なモノ・
サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供し、社会のニーズにきめ細かく対応する」
という社会で、これを「必要なエネルギー」に置き換えればまさに完璧な省エネということにな
る。「サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）の融合」というのは抽象的な表現
ではあるが、それを支える技術は生まれつつある。
　「超スマート社会」において大きいのは、単なる省エネにとどまらず、「情報によるモノの代替」
が進むということである。ライドシェアの「ウーバー（Uber）」や、民泊サービスの「エアビーア
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ンドビー（Airbnb）」などに見られるように、モノの生産からサービス提供へと産業が変わる。
オーナーシップがある場合はシェアリングになるけれど、それもなくなって要するにサービスだけ
受けて支払うとか、情報タグによる究極のリサイクリング社会などといったことも考えられる。
　例えば乗用車は、現状では 1年間 8760 時間のうち 4％しか動いておらず、ほとんど動いていな
い時間ばかりである。この乗用車に、自動運転やカーシェア、ライドシェアが加わることで、どれ
くらい利用率が上がるかをシミュレーションした人がいるが、今と同様の移動需要があるという前
提で、なんと 40％に上がるという。同じ移動需要を満たすのに必要な車の台数が 10 分の 1で済む
ことになる。自動運転では、おそらく燃費が改善されるが、それだけではなく自動車台数が減る。
すると自動車に使う鉄などの素材が減るという間接効果もある。これが「情報によるモノの代替」
である。
　「無駄はあらゆる部門に存在する」という話をスライド（資料集 p.48 上）に挙げてみた。空き家
は日本ではもっと増えるだろうし、薬を半分以上飲み残すというのも実感がある。食品の 3分の 1
が廃棄されているという話もデータがある。一番面白いのは「女性のクローゼットには未使用の服
が 22 着」というもの。無駄を楽しんでいる可能性もあるが、削れる可能性も非常に大きい。ス
マートに使っていけば、こういうものは減らせる。

チ�ーフファシリテーター　「未使用の服が 22 着」というデータは非常によい議論の出発点になると思
う。買うのが楽しくて買っている面もある。全部が全部、温暖化のために無駄をなくしていくとい
う生活を私たちは求めるのか、多少のお楽しみはあった方がいいのか。「生活の質」とはそういう
ことであり、このあたりは色々と議論できるところだと思う。

西�岡　東京の街には、小さな車がたくさん走り回っている。アマゾンが 1対 1で配送すると、おそら
く一つの小さな車に、本が 1冊だけ積まれて走っているかもしれない。だから大切なのは使い方で
ある。

江�守　人工知能や大量データの処理技術を用いて最適化し、違う店の商品でも、同じ方向に行く物は
一つの車に積んで運べるようにするとか、もうすでに取り組まれていると思うが、そうしたことが
発達すると社会全体が省エネになっていくことが、まだ考えられるのではないか、といった話だと
思う。
　車は、今まで「マイカー」と呼ばれてきたように、所有物にするのが基本だった。しかし今で
は、「モビリティー・アズ・ア・サービス」という考え方が出てきた。これは「車が欲しい」、だか
ら「所有したい」と考えるのではなく、移動サービスを利用するという考え方で「移動が欲しい」
のであれば、車を所有するのではなく、何らかの形で移動サービスを手に入れればよいという発想
である。例えば、自動運転車が目的地に連れていってくれるなら、自分は車を買わなくてもいい。
すると駐車場も保険もガソリン代もいらない。社会の常識も変わる可能性がある。トヨタなどの自
動車メーカーも、こうした考え方に沿った戦略を打ち出し始めている。
　一方で、新しいテクノロジーのためにエネルギーを大量に消費するかもしれないという話で、一
番具体的なのはブロックチェーン技術である。ブロックチェーンとは、皆さんもお聞きになったこ
とがあると思うが、仮想通貨に使われる暗号化技術のことで、非常に高度な計算を世界中のコン
ピュータで行うことで暗号が証明され、それによって信用が発生するという仕組みである。今の仕
組みだと、これが普及すればするほど計算のためのサーバが必要になり、そのために莫大なエネル
ギーが必要になる、といった話は出てきている。ただ、実際にこの技術がどれくらい普及するかと
か、技術が改良されて省エネできるかといったことによっても変わるとは思う。
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【質問】資料に、「再エネの乱開発が、景観の悪化
や地域の自然破壊などをまねくおそれがある」
（資料集 p.19 下）と書かれている。風力発電の風
車から出る低周波音の問題も気になるし、そもそ
も太陽光パネルを設置するために森林を破壊して
しまうのであれば、自然エネルギーのために、か
えってCO2 排出を増やしてしまうのではないか
という感じも受ける。そういう設備を造る際の規
制についてはどうなっているのか。

江�守　風力発電の設備を造るには、事前に環境影響を調べて設置できるかどうかを評価する環境アセ
スメントが必要である。しかし、太陽光パネルをずらっと並べるメガソーラーの施設については、
法律上そういう義務がなく、乱開発のような傾向も生まれてしまっている。地域ごとにガイドライ
ンを作るところが出はじめていて、環境省でも現在、一定規模以上のものに関しては、環境アセス
メントの対象にする方向で検討中だと聞いている。

山�地　太陽光について補足すると、固定価格買取制度（FIT）によってとくに増えたのは、家庭の屋
根よりは大きいがメガソーラーまではいかない 50kW未満の規模のものである。これが全国です
でに何十万件も認定されている。この規模の太陽光発電の開発にコントロールが効かず、各地で問
題が発生してきた。ご指摘のような森林破壊の問題や、地盤整備が不十分なために洪水で崩れるお
それがあるといった問題が起こっている。
　今では、それへの対応も取られるようになっている。促進だけではなく、きちんとした事業を行
わせるようにFIT法が改正された。これまでは苦情を言おうにも業者名も連絡先もわからないよ
うな場合もあったが、現地に看板を立てなさいといったルールもできた。
　また、買取価格の有効期間である 20 年を過ぎた後、もちろん運転を続けてもいいのだが、止め
る場合に備えて、買取価格は、施設を廃止・処分する費用も込みで決まっている。だから、事業者
の方でそのお金を積み立てなさいという指導はされているのだが、まだ自主的なものにとどまって
いる。給料天引きのような形で強制的に積立をさせるようなことはまだできていないのだが、そう
いう仕組みも必要かもしれない。このように乱開発を抑止する問題意識はあって、対応はある程度
なされている。

芥�川　北海道の現状としては、大きな風力発電設備の計画があり、もちろん環境影響評価もするが、
近くに住んでいる人がいるかどうかによっても問題の性質は違ってくる。質問の中に低周波という
お話があったが、環境省の方では現在は、とくに低周波ということではなく普通の騒音として測ろ
うという方向に変わってきている。ただ、それを近隣住民の方が納得するかどうかは別の話にな
る。そういうことを丁寧に説明しながら進めていく必要がある、ということを道庁でも言ってはい
るが、色々な問題が起こっている。
　太陽光についても、廃止された後にパネルの廃棄物が大量に出ることになる。パネルはシリコン
で希少金属などではないので、これをどのように処理していくのかという問題が残っている。まだ
発展途上の状況で、すべてに対して良い解決方法が見出されている状況ではない。太陽光パネルの
処分について環境省も仕組みを作ってはいるが、いつごろ、どこからどれくらいの量の廃棄物が出
てくるか、今はまだ予測が難しいところがある。大企業だけが関わっている話ではないので、指針

写真 3-6  参考人の話を聞く討論者（前方）と傍聴者
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を徹底させるのも容易ではない。

【質問】4、5年前まで会社で働いていたときCSRを担当しており、当時は本社からのお達しもあっ
て「クールビズ」「ウォームビズ」に会社を挙げて取り組んでいた。ところが、今回の話の中でその
ことが一切出てこなかった。もしかしたら私たちがやっていたことは無意味だったのだろうか。あの
取り組みはCO2 の削減につながらなかったのだろうか。

江�守　意味がないことはもちろんなくて、事業所のエアコンの設定温度を変えることにより、事業所
の電力利用によるCO2 排出が何％かは減少するという効果はもちろんある。しかし、それだけで
は追い付かない、桁違いな削減をしなければならないのが、今の状況だと思う。京都議定書では日
本は 6％削減すればよかった。ありとあらゆるこまめな努力が、6％削減の中に占める割合として
は結構効いていたはずだが、今のように 80％削減しようという話になると、もっと大きく減らせ
ることも考えていかなければならない状況に変わってきたのだと思う。

岡�崎　クールビズやウォームビズをしようというのは今も続いており、それら全てをひっくるめて、
賢い選択という意味の「クールチョイス（COOL�CHOICE）」という取り組みがある。クールビズ
やウォームビズのほかに、先ほども話題になったクールシェアやウォームシェア、宅配便を 1回で
届けるようにするとか、高断熱の住宅を進めていこうとか、5つ星家電を選ぼうといった、たくさ
んのメニューがある。「未来のために、いま選ぼう」というキャッチフレーズで、みんなで頑張っ
ていこうということになっており、クールビズもウォームビズも全然無駄ではない。

西�岡　「低炭素社会づくりへの市民の多様な役割」ということを考えてみたい（資料集 p.21 下の右
下）。これまでは、商品・サービスを買って消費する、購入者、消費者という立場で個々人が考え
てきたが、ゼロ排出を目指すようになって変わってきたのは、例えばゼロエミッションハウスを建
てることでその人たちは「発電者」にもなる。最近はいわゆる「プロシューマー」と言われるが、
そういう立場にもなれるし、お金を出す「投資家」にもなれる。株を買って、色々な事業に投資す
ることもできる。エネルギーを選ぶこともできる。
　「生産者」として、仕事の場で新しい産業、新しい技術に取り組むこともできる。「納税者」とし
て、税金の使い方、先ほどのFITのような制度について意見を言うこともできる。そしてもちろ
ん「教育者」としての役割も大切である。色々な意味で、一人ひとりの生活者のキャパシティーが
広がっている。様々なことができるのが今の時代だと私は思う。選択肢があるのだから、ぜひ
「クールチョイス」をしていただきたいと思う。
江�守　生活の中でこの問題に関われるところを、どれくらい広く考えられるかというのは一つのポイ
ントだと思う。すぐ思いつくのは自分が使うエネルギーをどれくらい減らせるか、ということにな
るが、もう少し考えてみると色々な選択肢がある。エネルギーを減らすにしても、こまめに電気を
消すことだけでなく、家電や車を選ぶということもある。遠くから物を運んでくるときCO2 が出
るので、近くで取れたものを食べるというのもある。そこから投資や、電力会社の選択など、色々
なところに広がっていく話である。

チ�ーフファシリテーター　ここまでの話の雰囲気では、討論者の皆さんは、やるべきことはことはや
るつもりだと思っているように感じる。冷蔵庫を今すぐわざわざ買い替えはしないかもしれない
が、買い替えるときには省エネ性能の良いものを選ぶし、冷房は 1℃上げるし、そういうことは、
討論者の皆さんは喜んでやりますという雰囲気だと感じる。
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　だが問題は、私たちがやることはそれだけで本当にいいのですか、ということではないだろう
か。それだけやれば目標が達成できるのか、もっと大変なことをやらされないと達成できない目標
なのではないのか。そこに話のギャップがあるように感じる。今出てきているような「賢い選択」
に私たちがみんな取り組んだら、それで目標が達成できるのか。

江�守　個人的な見方が入るかもしれないが、一人ひとりの市民がこういう問題にあまり関心を持たな
くても、ビジネスや制度として進んでいく部分はありうると思う。ただ、一人ひとりが関心を持っ
て応援することで、より早くあるいは着実に進む可能性が高まる。

西�岡　日本のエネルギー利用の流れの図（資料集 p.28 上）に戻ると、交通などは再エネが十分入る
ようになったら、長期的には良い方向で変えていけると思う。物流についても、個別ではなく、取
りまとめて配送するような業者を選ぶこともできる。
　企業や事業所の排出については、仕事をしている人自身に考えてもらわなければいけない。全員
がそれぞれの役目を果たして動いてもらわなければ、なかなか達成できない。

江�守　今日この話をすべきか迷ったのだが、やはりお話しすることにすると、今、世界で学生たちが
温暖化対策を求めるかなり大規模なストライキを行っているのをご存じだろうか。何万人という規
模の学生が、ベルギーやドイツ、スイス、英国、オーストラリアといった国々で、毎週金曜日や木
曜日に学校を休んでストを行う、ということが起こっている。「大人は温暖化対策をしているのか
もしれないが、全然本気に見えず対策が遅い」「ちゃんと取り組んでほしい」と訴えている。大人
たちがもっと対策をする姿勢を取ってくれないと、温暖化が進んだ地球に生きるのは自分たちの世
代なので困ると、強く抗議しはじめた。
　その行動が、じつは日本でもこの間あり、20 人が集まった。このような活動がどれくらい社会
的に根づいているかにも影響を受けるので、日本ではなかなか広がりにくいかもしれないが、そう
いう動きも起こってきている。
　先ほど、市民が関わらなくても行政やビジネスが進んでいく部分はあるかもしれないと述べた
が、それが遅すぎると思ったら声を上げるという選択肢も、極端に言えばある。

【質問】温暖化対策は一部だけで取り組んでも不十分で、全体に情報共有をして本気で取り組んでいか
ないといけないと感じたが、これから日本全体、世界全体に伝えていくためにどんな方法がありうるか。

江�守　行政の方では「我々としてはすでに頑張って伝えようとしているが、なかなか伝わっていかな
い」といった実感なのではないかと思っている。逆に、どのように伝えたら広まっていくか、討論
者の皆さんの考えもうかがってみたい。

討�論者　国の方も、ある程度は動いていると思うが、それを待ってだけいたら対策が遅れてしまう。
やはり自治体など、色々なところから動きださないといけない。

小�野　自治体の取り組みをどう評価するかは難しいところで、取り組んでいないことはないというレ
ベルだという評価もあれば、頑張ってやっているという評価もあると思う。伝えることに関しては
頑張らなければならないとわかっていても、どこまで力を入れるかは、熱心な自治体もあれば、そ
うでない自治体もある。自治体に関しては、トップの意向に左右されるところがかなりあると思う。
　先ほどから、色々な技術を使うことでライフスタイルが変わる「超スマート社会」の可能性が紹
介されているが、そこで取り上げられる技術は、都市部の方が使いやすいものが多いように思う。
カーシェアリングなどは、車を使う人が多数集まっている地域では使いやすく、北海道で言えば札
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幌やその近くには当てはまる話かもしれないが、地方の農村部で同じことが成り立つのかといえ
ば、別の方法を考える必要性もあると思う。地域ごとに我が町では何をやるのかを、自主的に考え
ていかないといけない。対策の必要性をただ「伝える」だけではなく、地域ごとに自主的に「考え
る」ことも同時に必要だと感じている。

【質問】対策しないとこれだけひどいことが起こる一方で、対策をすると「超スマート社会」の実現
など良いことが起こりそうなのに、なぜ進まないのだろうか。脱炭素社会への転換に反対する人たち
は、どのようなメリットがあって反対しているのだろうか。

西�岡　その点は、資料に「急速な転換から生じる懸念」としてまとめたのでご覧いただきたい（資料
集 p.37 上）。企業にとっては、原発の再稼働などが良い例だが、一度投資をしたものは回収できる
までは日銭で儲けたいということになる。早すぎても遅すぎても国際競争に後れをとってしまうお
それがあるのだが、今のところ、どちらかというと遅すぎのきらいがある。この件で労働団体の人
とも意見交換することがあるのだが、産業構造が転換するときに、雇用をどう保障するのかも大き
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目の前に来ている。後ろから追われているから、変わらずにいるのは無理ではないかという不安
が、多くの企業の中で醸し出されるようになっている。
　例えば、上海では電動バイクばかりである。他方で、ASEANの国々、ベトナムのハノイなどで
は、今はエンジンのバイクで走っている。こうした市場に中国が浸透していくと、インフラも、町
中に電気スタンドが出てくるようになるだろう。

◆参考人からの補足説明
チ�ーフファシリテーター　論点 3で、他に岡崎さんから補足があればうかがいたい。
岡�崎　用意した資料のうち、まだ触れていないものについて簡単に説明したい。まず、CO2 の削減で
もたらされるエネルギー面以外の便益を並べてみた（資料集 p.77 下、p.78 上）。環境価値の創出以
外にも、地域経済の活性化や、リスク回避による便益、教育的な効果、さらには仕事や居住の環境
の向上による便益といったものもある。また、断熱性能の向上がもたらす便益は、居住者自身だけ
ではなく、住宅供給業者や社会全体にも及ぶ、ということも言われているので、資料に含めてある。
　東日本大震災の際に、住宅の断熱性能別にどれくらい室温が下がったかを調べたもので、やはり
性能が良い住宅だと下がり方が少ないというメリットも示されている。住宅の断熱性能の向上は、
健康維持増進効果もあることから医療費が減少すると見込まれ、社会全体としてのメリットもある
といった評価もなされている（資料集 p.78 下）。
　また、「温暖化対策」「脱炭素化」と「生活の質」について大学生対象に行ったアンケート調査の
結果がある（資料集 p.79 下）。結果からわかるのは、ほとんどの回答者が気候変動対策としてこま
めな省エネを挙げており、そうした対策は不便さや我慢を伴うと捉えられている。脱炭素化に対す
るポジティブな考え方は、温暖化に関する政策の支持度や、省エネへの取り組みの実践度と関係し
ている、といった結果が出ているという。
　同じようなテーマについての調査が、北海道北広島市でも実施されている（資料集 p.80 上）。こ
の調査では、温暖化対策で生活の質はある程度向上すると考える人が多い、という結果が出てい
る。以上のように「脱炭素化」と「生活の質」については色々な視点があるので、議論する際に参
考にしていただけたらと思う。
　最後に、家電製品の待機電力の話を紹介したい。1990 年代の初め頃、この問題に気づいた人た
ちが、例えばテレビであればリモコンではなく主電源で切ろうと呼びかけ始めた。しかし、メー
カーは 1ワットや 2ワットの小さな電力の削減にはあまり乗り気ではなかった。そのうちに消費者
の間で、コンセントを抜いたり主電源を切ったりするようにしたら、月 1000 円ほども電気代が下
がる人が続出した。そうした消費者の声を受けて、メーカーも黙っていられなくなり、待機電力を
減らす取り組みがなされるようになった。
　脱炭素化に向けた動きは「上から」というのもあるかもしれないが、消費者の動きには非常に大
きな力がある、ということを、最後に改めてお伝えしたいと思う。

◆論点 1〜3全体に関する質疑応答
チ�ーフファシリテーター　最後に、3つの論点全体を通して質問があればお願いしたい。

【質問】CO2 排出量のデータでは、日本はほとんど変動がなく増えておらず、これをさらに削減する
というのは難しいのではないかと思った。パリ協定は実現できるのだろうか。
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3. 会議当日の実施状況

江�守　削減できるかということ以前に、まず日本の排出量が世界全体に占める割合は小さいという話
は、パリ協定の長期目標を目指す上では言っても意味がないということは共有できると思う。とい
うのも、パリ協定のもとではみんながゼロにしなければならないからである。日本が排出している
分をゼロにすることが日本の役目になる。同時に、日本の技術で他国の排出量も削減することがで
きれば、さらに良い。
　日本は現在、2013 年を基準として 2030 年までに 26％削減するという目標を掲げている。この日
本の目標は、これをこれだけ減らせば 26％削減できるようになっている、という形で、他国と比
べてもきわめてまじめに作られていると捉えている。
　ただ、本当に実現できるかどうかという部分も、たしかにあるかもしれない。将来のエネルギー
ミックスで再生可能エネルギーをこれだけ増やし、石炭もまだこれだけは使うといった見通しを政
府が立てていて、その中で原子力もかなり使う見通しになっている。けれども、それは現在ある原
子力発電所をほぼすべて再稼働しないとまかなえないレベルであり、本当にそのとおりになるか、
という問題がある。一応こうやればできるという道筋は書いてあるが、そのことと、そのとおりに
実現するかどうかは別である。

山�地　CO2 排出量の推移のグラフ（資料集 p.16 上）にもあるように、OECDは米国、欧州、日本、
その他に分かれているが、OECD全体では横ばいというよりは、多少減少傾向にある。ただ、こ
こには例えばリーマンショックなどが影響しており、意図しない、好ましくない影響も受けた減少
と言える。
　日本は、2050 年までの長期戦略に関してはまだ公式に表明しておらず、今のところ 2030 年に向
けての目標を掲げている。私は今の調子で考えると、原子力を 20〜22％用いるという見通しは再
稼働がそこまで達しない可能性はあるが、再生可能エネルギーの方の 22〜24％という見通しは相
当上回って達成されるとみている。省エネの方にかなり難しい障壁はあるものの、日本は人口が
減っており、幸か不幸かGDPもあまり増えていない。おそらく 2030 年目標は達成できるのでは
ないかと思う。そこでその先、今回のテーマである「脱炭素社会」に本当に転換できるかというの
が、大きな課題になってくる。
　今回の論点 3が捉えにくいのは、脱炭素社会というのはものすごく先のことだからである。まず
低炭素化があって、その先に脱炭素化があるわけだから、その社会がどうなるかというのは、いわ
ば小説を書くような話である。
　今日の議論もそれに向けた動きだと思うが、生活周りだと省エネということになる。岡崎さんか
ら説明があったように、京都議定書が採択されたCOP3 の翌年からトップランナー制度が実施さ
れ、我が国が誇る省エネ政策として絶大な効果を発揮した。生活周りの省エネは進めたいが、消費
者の皆さんを直接規制するのは家庭も個人も数が多いから非常に困難である。しかし、製造業であ
れば個々に働きかけができる。製造業者が作る製品は家庭が使うわけだから、その製造業者に一番
良いものをつくるように促す。これが大きな効果を発揮した。
　当時、COP3 や京都議定書では「脱炭素化」とは言っていなかったが、それに向けた第一歩が私
たちの生活を変えた。それが「生活の質」を高めたかといえば、私はエネルギーの面から高めたの
ではないかと思う。プリウスが発売されたのも 1997 年であったが、そうしたトレンドも生まれ
た。もし我慢せよと言われても、皆さんはたぶん我慢はしないと思う。
　クールビズも、非常に効果があったと思っている。夏場にネクタイを締めて上着を着るのは非常
に不快で仕方がなかったが、役所がそれをやめたので非常に楽になった。それで、28〜29℃の温度
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設定で過ごせることになり、温暖化対策の効果もあった。
江�守　2030 年目標はまじめにやれば達成できるが、その先は、まじめにやったから達成できるよう
な種類のものではおそらくない。何か新しいことを考えなければならない。今から考え始めなくて
はならない、あるいは変わり始めなければならないということだと思う。

【質問】トランプ米大統領がパリ協定を抜けると表明しているが、それによってどのような影響が考
えられるか。

江�守　まず、形式的には離脱を表明したが、現実に離脱が可能になるのはトランプ大統領の現任期の
終わりごろだと言われている。パリ協定は発効後 3年間、離脱を表明できないルールとなってお
り、その後、離脱の手続きを始めてからさらに 1年かかるからである。
　しかし、米連邦政府の政策が色々な面で後退しているのは事実である。規制をやめたり環境政策
の予算を減らしたり、地球温暖化は嘘だという人たちが、政府の温暖化やエネルギー関係の幹部に
続々と就任して化石燃料産業を保護したりといったことが起こっている。その結果、米国内の排出
量の削減が進まず、オバマ前大統領の決定により支援が行われるはずだった途上国での対策の予算
も支出されないといったマイナスの影響が出ている。
　ただ、カリフォルニア州やハワイ州、ニューヨーク州など、いくつかの州は、連邦政府がやらな
くても、「我々は引き続きパリ協定に残る（We�are�still� in�the�Paris�Agreement）」という意味で
‘We�Are�Still� In’ と名づけたグループをつくり、削減を進める姿勢を表明している。経済規模にし
て米国の約半分がパリ協定を支持しているとも言われている。
　多くの国際企業も、パリ協定を実行することがむしろ米国の国益にかなうと主張している。大統
領が石炭産業を保護しようとしてどれほど頑張っても、シェールガスが安いから、米国の石炭利用
はどんどん減っていくという状況もある。とはいえ、連邦政府の政策が軌道を回復するには、トラ
ンプ政権の終わりを待つしかないと、個人的には感じている。

西�岡　こんな言い方をしては悪いが、米国をバカにしてはいけない。米国では一人当たりの排出はど
んどん減少している。天然ガス、シェールガスが石炭を駆逐しつつある。トランプ大統領が「俺は
知らない、温暖化の問題はうそだ」などと威勢のいいことを言っていても、何もしていないわけで
はなく、実際に排出削減は進んでいる。最近も民主党が「グリーン・ニューディール」政策を打ち
出しているし、カーボンタックスについても、グリーンスパンやノーベル賞受賞者も含む何千人も
の著名人が声明を出していた。要するにカーボンタックスでCO2 をどんどん削減し、そのお金を
社会保障の方に回そうというような主張をしていて、ある新聞は早速、これからは米国が主導して
いくのではないかとも述べていた。だからトランプ大統領が何と言おうと、米国でも、ビジネスや
研究の世界ではしっかりと取り組んでおり、そのあたりに気をつけた方がよい。

【質問】昨年、大きな地震を経験して電気ばかりに頼る生活をしているとだめなのかもしれないと
思った。蓄電などの方法もあるかもしれないが、ある程度、化石燃料を残していく必要もあるのでは
ないかと感じる。暖房などの目的で化石燃料を使用する部分をどれくらい残していくべきだと考えれ
ばよいか。

江�守　非常に大変な経験をもとに、大事な点をご指摘いただいたと思う。自宅の屋根に太陽光パネル
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くても、「我々は引き続きパリ協定に残る（We�are�still� in�the�Paris�Agreement）」という意味で
‘We�Are�Still� In’ と名づけたグループをつくり、削減を進める姿勢を表明している。経済規模にし
て米国の約半分がパリ協定を支持しているとも言われている。
　多くの国際企業も、パリ協定を実行することがむしろ米国の国益にかなうと主張している。大統
領が石炭産業を保護しようとしてどれほど頑張っても、シェールガスが安いから、米国の石炭利用
はどんどん減っていくという状況もある。とはいえ、連邦政府の政策が軌道を回復するには、トラ
ンプ政権の終わりを待つしかないと、個人的には感じている。

西�岡　こんな言い方をしては悪いが、米国をバカにしてはいけない。米国では一人当たりの排出はど
んどん減少している。天然ガス、シェールガスが石炭を駆逐しつつある。トランプ大統領が「俺は
知らない、温暖化の問題はうそだ」などと威勢のいいことを言っていても、何もしていないわけで
はなく、実際に排出削減は進んでいる。最近も民主党が「グリーン・ニューディール」政策を打ち
出しているし、カーボンタックスについても、グリーンスパンやノーベル賞受賞者も含む何千人も
の著名人が声明を出していた。要するにカーボンタックスでCO2 をどんどん削減し、そのお金を
社会保障の方に回そうというような主張をしていて、ある新聞は早速、これからは米国が主導して
いくのではないかとも述べていた。だからトランプ大統領が何と言おうと、米国でも、ビジネスや
研究の世界ではしっかりと取り組んでおり、そのあたりに気をつけた方がよい。

【質問】昨年、大きな地震を経験して電気ばかりに頼る生活をしているとだめなのかもしれないと
思った。蓄電などの方法もあるかもしれないが、ある程度、化石燃料を残していく必要もあるのでは
ないかと感じる。暖房などの目的で化石燃料を使用する部分をどれくらい残していくべきだと考えれ
ばよいか。

江�守　非常に大変な経験をもとに、大事な点をご指摘いただいたと思う。自宅の屋根に太陽光パネル
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を設置していて、電力系統と切り離して運転できるモードで使える方は、停電中も電気が使用でき
たと思う。

討�論者　自宅のお隣も含めて、町内に何軒か太陽光発電を設置しているお宅があって、町内の人たち
がそのお宅で電気を分けてもらい携帯を充電させてもらったりしていた。うちは他に色々と準備が
あったので大丈夫だったが、太陽光発電をしている方は、ブラックアウト中も普通に電化製品を
使っていて、助け合いながらその期間を過ごしていた。

討�論者　私の自宅でも太陽光発電で年 5300kWh くらい発電しているが、日照時間に非常に影響され
る。北海道では冬季間の、日照時間が短く雪の多い期間があって、例えば 5300kWh のうち、11 月
から 3月の発電量が占めているのはたった約 20％である。再生可能エネルギーは、例えば風力も
同様だと思うが、不安定性が一番の問題である。逆に発電しすぎると、九州であったように、需給
バランスを取るため売電できないことも起こったりする。

江�守　逆に皆さんにおうかがいしたい。暖房で灯油を使われる方は多いと思うが、こんなに寒い北海
道において、オール電化だとエアコンで暖房のパワーが足りるのかといった心配も、皆さんはお持
ちになるのだろうか。また、バイオマスの利用ということでは、薪ストーブやペレットストーブな
どの普及はどんな状況だろうか。

討�論者　最近は新築の家では、冷暖房用にエアコンを付けている方も多い。
岡�崎　高断熱・高気密になってくると、エアコンの暖房でも足りるということはある。また、薪ス
トーブやペレットストーブを使っている方も結構いらっしゃる。

芥�川　ペレットストーブの件は、、それこそエネルギーの地産地消として、札幌は別にしても北海道
の地方であれば、自分の所で出たバイオマスをペレットとして使うということも考えらえる。薪ス
トーブについては、札幌では住宅が密集している場所が多く、周りの方々への負荷を考えると、な
かなか難しい。
　やはり北海道においても、エネルギー源を分散させ、様々な選択肢を持っておくべきだったとい
うことが、ブラックアウトから得られる教訓だと思う。いかに北海道全体の電気が消えることにな
らないようにするかというのが、今後の課題になる。今は色々な選択肢があり、気密性の高いマン
ションであれば、エアコンだけで暖房ができるところもできていている。それに灯油を使うにして
も、ほとんどの場合、電気がないと動かない暖房システムになっていて、その電気はどうつくるの
かがやはり課題になる。

小�野　ちなみに、道内の新築の建物でどのような暖房が採用されているかは、東日本大震災の前後
で、かなり変化している。震災前は、都市ガスが使えない地域ではオール電化の割合がかなり上
がっており、十数％から 20％くらいが、暖房も含めて電気でまかなわれていた。その後、統計の
方法も変わって状況を十分フォローできていないのだが、新築の建物でオール電化が採用される割
合はかなり減少したと聞いている。ちょうどその頃、灯油が値上がりした時期でもあり、灯油の
シェアが下がって、都市ガスの供給地域では新築の住宅の多くでガス暖房が導入されたそうであ
る。私自身は最新の状況まで把握はできていないものの、東日本大震災の前後で以上のような変化
があったという。
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図 3-1 資料集 p.12 上（江守参考人）

図 3-2 資料集 p.14 下（江守参考人）
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図 3-1 資料集 p.12 上（江守参考人）

図 3-2 資料集 p.14 下（江守参考人）
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図 3-3 資料集 p.30 下（西岡参考人）

図 3-4 資料集 p.44 下（山地参考人）
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図 3-5 資料集 p.45 上（山地参考人）

図 3-6 資料集 p.41 上（山地参考人）
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図 3-5 資料集 p.45 上（山地参考人）

図 3-6 資料集 p.41 上（山地参考人）
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図 3-7 資料集 p.16 下（江守参考人）

図 3-8 資料集 p.31 下（西岡参考人）
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図 3-9 資料集 p.42 下（山地参考人）

図 3-10 資料集 p.72 上（岡崎参考人）
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図 3-9 資料集 p.42 下（山地参考人）

図 3-10 資料集 p.72 上（岡崎参考人）
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3.3　グループ別評議
　参考人ヒアリングの後、1日目夕方から 2日目午前中にかけて、グループ別評議を行った。3.1 節
で先述したとおり、各グループが担当する論点はこの時点で発表した。3グループ（各 6名）が、3
つの論点を 1つずつ分担して、それぞれの結論案を作成した。
　本来は、18 名の討論者全員で、全ての論点について初めから終わりまで議論できるのが理想では
あるが、本市民パネルでは、時間の制約から、結論案の作成までは 3つのグループで論点ごとに分担
して行い、それらの案を 2日目午後の全体評議の場に持ち込んで、18 名全員で検討して決定する設
計とした。グループ内での議論の進め方は各グループファシリテーターに委ねたが、基本的には次の
ような方法で進行した。
　1日目夕方のグループ別評議①では、参考人ヒアリングで聞いた内容についての感想や疑問などを
出し合うところから始め、担当論点に関する意見交換を行った。その後、翌日行う結論案の作成（グ
ループ別評議②）に備えての宿題として、各討論者が、自分のグループで担当する論点の結論案に盛
り込みたい内容をA4判 1枚の用紙に記入し、2日目朝に持ち寄ることにした。
　2日目の午前中は、グループ別評議②を始める前に、20 分間ほど討論者全員でのセッションを行
い、その場で、各グループファシリテーターが、前日夕方のグループ別評議①の状況について、グ
ループでの意見交換の要点をまとめたメモを配布し、報告した。これは、結論案の作成に着手する前
に、結論案の基本的な方向性や、取り上げるべき観点などについて、担当グループ以外の討論者から
意見があればあらかじめ出してもらうことにより、担当グループの 6名で作成する結論案に、当初か
ら、18 名全員の意見ができるかぎり反映されるようにするための措置である。実際には、グループ
ファシリテーターが報告した各グループでの議論の方向性に対して、他グループの討論者から目立っ
た異論は出されなかった。そこで、その後のグループ別評議②では、1日目夕方の議論を引き継ぐ形
で、討論者が持ち寄った宿題も用いつつ、各グループで約 2時間かけて担当論点の結論案を起草する
作業を進めた。
　各グループには、筆記用具の他にホワイトボードと、ノートパソコン、プロジェクターを用意し、
適宜、それらの文具や機器を使用した。結論案を起草するグループ別評議②では、全てのグループに
おいて、グループファシリテーターが書記を兼ねる形でノートパソコンを操作し、討論者の発言・指
示に基づいて結論案の文章化を行った。その作業内容をプロジェクターでリアルタイムに映し出し、
討論者が結論案の検討・推敲を進める形をとった。
　以下、各グループにおけるグループ別評議の状況について、進行を担当したグループファシリテー
ターから報告する。

3.3.1　論点 1担当グループ（Cグループ）

　1日目の議論ではまず、影響をどのように感じているのか個々人の感覚で語ってもらうことを糸口
に、個人から地域、日本、世界へと視点を広げて影響について述べ合った。世界全体で考えると、第
一次産業や食料安全保障への脅威、海面上昇によって被害を受ける島嶼国への影響などが深刻であ
る。しかし、日本では生命を脅かすほどの大きな影響がないため、自分ごとの問題として捉えられな
い、頭では分かっているが現実味がない、という声が多く聞かれた。一方で、グローバルな社会にお
いては、人類の危機だという意識を待たなければならないと主張する討論者もいた。
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　世界全体では多少の差はあれ被害が出ること、
特に発展途上国がより深刻な影響を被るという不
公平な構造があることなど、温暖化による影響に
対する認識の方向性は一致しているものの、深刻
さをどのように捉えられるかなど、認識の程度に
は幅があることが浮き彫りになった。この認識の
幅が、2日目の議論の鍵を握ることになった。
　1日目は討論者個々人の「私」という視点から
語られがちであったのに対して、2日目は、代表
性をもった「私たち」という視点をより意識して
影響の認識を話し合った。まず、宿題として各自の考えをまとめてきてもらった文章を全員で読みな
がら、同意できる部分は結論の原案に反映していった。昨日の議論を経て、世界全体でみると影響は
深刻であることは前提されていたため、文章を次のように始めた。「私たちは、気候変動に対して、
このまま放置すれば地球的規模で生態系を破壊し、結果として、人類の、特に将来世代の生存権さえ
侵害しかねない大変な問題であると捉えています」。ここで注目したいのは、文章を「捉えています」
で終えていることである。後述するように、「認識すべき」という言葉を避けた理由があり、その点
についてその後盛んな議論があった。
　冒頭の文章に続いて、グローバルなスケールでの影響の具体例をいくつか挙げて、記述した。さら
に「発展途上国の人々は、先進国の人に比べてCO2 排出量が少ないのに、気候変動の影響を大きく
受けてしまう」という不公平な構造についても触れた。この議論の最中に、口では不公平と言いなが
らどこまで強くそれを認識しているかどうか、が問題として浮上した。討論者からは「影響を受ける
ことは分かるが、命の危機を感じるほどではない」、「体験しないと、実感がわかない」など、頭では
分かっていても自分ごとにできないという意見が相次いだ。これに対して、前日も「人類の危機とい
う意識を持つべき」と主張していた討論者が「（不公平な構造があるという）意識を持ちながら、そ
れが（自分ごとに）結びつかないのは、私は不思議だ」（カッコ内は岩崎加筆）と率直な気持ちを表
明した。「不公平なんだとは言いながら、実際はそう思っていないのかな」と疑問視し、「不公平と口
で言うけれど、どこまで強く認識しているかというところが、色々な意味で問題になってくる」と提
起した。ここで、“認識”という言葉のイメージにずれがあることが明らかになった。気候変動問題
についてもとから関心を持ち情報に触れていた人と、1日目に参考人の話題提供を聞いてから温暖化
の影響や不公平な構造についての知見を得た人と、討論者の異なるバックグラウンドがこのずれとし
て顕著に表れたと言える。こうした認識の幅があったことから、原案に「日本や北海道も気候変動の
影響を受けることはわかっても、命の危機を感じさせるほどではないと感じる人や、のちの世代の人
たちや日本以外の人たちへの影響と言われても現実味がわかない人もいます」という一文が盛り込ま
れた。
　「認識しているけれど、自分に起こるという実感がない」という討論者の言葉では、認識＝事実を
知ること、を意味する。他方で、「気候変動の影響を自分の問題として認識する」という場合の“認
識”は、問題に対して何とかしようと行動することにつながるようなものである。討論者は、認識と
いう言葉はそのどちらのイメージも含んだものであり、かつ、知ることから自分ごとにつながるとい
う段階的な流れがあることも踏まえる必要があるという点に同意した。ここで、論点 1の問いである
「どのようなものであると認識すべきか」というときの“認識”は、自分ごと化にまで昇華したもの

写真 3-7  論点 1 担当グループによる評議
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いう言葉はそのどちらのイメージも含んだものであり、かつ、知ることから自分ごとにつながるとい
う段階的な流れがあることも踏まえる必要があるという点に同意した。ここで、論点 1の問いである
「どのようなものであると認識すべきか」というときの“認識”は、自分ごと化にまで昇華したもの

写真 3-7  論点 1 担当グループによる評議
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であるはずで、まず現状を知るという段階では認識という言葉を使うべきではないという考えに至っ
た。それまで文章の中で使っていた認識という言葉を内容に応じて置き換え、原案の冒頭では「〜問
題と捉えています」という表現にとどめている。
　知る、から自分ごとへのステップアップを担うものとして、討論者の一人が提案した教育の重要性
に同意があった。この討論者は、押し付けではなく能動的な行動につながる教育について述べてい
た。この能動的という点に共感の声が多く、他の討論者からは、「すとんと自分の中に取り込まれて
いくような」、「自然と中に入っていくような」教育が必要だとする同様の意見が続いた。これらの言
葉に込められたニュアンスを上手く文章にすることが出来ず、午後の全体議論への課題とした。原案
には「押し付けではなく自然に自分の中に入っていくような教育などで現状を知り、気候変動と結び
付けて真剣に考えることが大切ではないでしょうか。」と記述した。（※最終的な結論では「各種の教
育を通じて広く深く現実を知ること」という文言に落ち着いた）
　こうした教育を通して、最終的な到達点としてある、問題を自分ごと化して行動につながるような
“認識”を、重要なキーワードとして最後の一文で採用した。原案は次のとおりである。「グローバル
な社会の中で、人類の危機という意識を持ち、『そこにある危機』として認識するべきではないで
しょうか」。文中にある「そこにある危機」は、当初からこの問題を人類の危機として意識すべきと
主張していた討論者が提案した言葉である。議論を始めた当初は、この討論者と他の討論者との間
に、認識の程度の幅があったことは前述のとおりである。しかし、最終的に討論者は、温暖化の影響
を「そこにある危機」という深刻度で受け止めようということで一致した。長い議論を経て、意見を
聞き合い、問題への理解を深めることで、個々人の考えがこのような深度の“認識”へと変容した結
果であると考えられる。� （Cグループファシリテーター・岩崎�茜）

3.3.2　論点 2担当グループ（Aグループ）

　1日目の議論において、排出ゼロという脱炭素
化の実現可能性については、非常に難しいのでは
ないかという意見が大勢を占めていた。その困難
な理由の一つは、市民ひとりひとりが社会の脱炭
素化の必要性を認識して、そのための行動を起こ
さなければならないわけだが、そのような意識改
革が容易ではないことが挙げられた。もう一つは
企業の活動を脱炭素化に向かわせることの困難さ
が指摘された。社会の脱炭素化は産業構造の変化を伴うが、ものづくりを主軸とした日本経済を回し
ている多くの中小企業にとって、その変化は望ましいものではなく、企業の存続を危うくするだろう
という考えが示された。したがって、脱炭素化を進めるためには、個人にも、企業にも、脱炭素化が
経済的なインセンティブにつながる制度や仕組みを、国が主導して作っていく必要があるという意見
がだされた。討論者の持つそのような文脈の中で、参考人から話題提供されたRE100 の取り組みに
ついて、多くの討論者からその不可解さが指摘された。すなわち、コスト高となる再生可能エネル
ギーの大量導入を、企業イメージアップ程度のメリットと引き換えに実施できるものだろうか？とい
うことが盛んに議論された。
　このような議論をベースに、2日目のグループ評議においても、個人、企業、国という三者の役割

写真 3-8  論点 2 担当グループによる評議
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についての議論を中心にしながら、どうすれば脱炭素化を実現することができるのか、また脱炭素化
の流れの中で見落としてはならないいくつかの事項について意見が交わされた。
　まず前提として、将来的に脱炭素化の達成が必要なことであるという事を認めたうえで、今後も私
たちは経済成長によって豊かさを向上させ続けることを望むのだということが確認された。そして、
目標の実現には、前述した三者に国際社会を加えた 4つのステークホルダーが、どのように取り組め
ば良いかという点が議論の中心となった。そのため、結論文章の冒頭を次のように記述した。
「世界の脱炭素化はやらなければならないことだと認識しています。しかしながら、脱炭素を実現す
るハードルはとても高いとも捉えています。人々の豊かさを実現するには経済成長が必要です。これ
まで経済成長はCO2 の排出とともに進んできましたが、私たちが達成したい目標は、CO2 を減らし
つつ経済成長を実現させることです。この目標の実現には、特に個人、企業、国、国際社会の行動が
有効で、そのための動機付けや、仕組みを設けることが必要だと考えます」
　社会の脱炭素化の実現に最も貢献しなければならないのは、大量のエネルギーを使用している現場
である企業、および、その企業の提供する製品やサービスを利用して生活している市民であるという
ことが話された。そして具体的な方策としては、企業や個人に対して強制的に従わせる規制や、経済
的インセンティブによって自然に脱炭素化に向かうような制度を国が主導して設けることが、対策の
基本的な考え方になるだろうという方向性で一致した。また産業構造の変化に対応できない中小企業
を救済する措置を設けることの重要性が繰り返し強調された。この個人─企業─国の相互協力的な部
分に加えて、個人や企業が自主的に取り組むことの重要性にも多数の言及があった。特に、市民一人
一人の意識改革が最も重要であろうという指摘は頻繁にあった。また、企業の自主的な取り組みの代
表例としてRE100 については 1日目から話題に上ったが、利潤追求のための企業活動と相いれない
不可解な活動として討論者からは眉唾物ではないかとの声が多かった。これに対し、討論者の一人が
1日目帰宅後にRE100 について調べたところ、日本企業も 8社が参加していて、エネルギーに対す
るビジョンを打ち出しながら、長期的な戦略とともにしっかりと考えながら取り組んでいるという情
報提供があった。以上の論点をまとめて結果文章には以下のように記述した。
「個人は知識を得る・意識改革が必要です。そのための取り組みを国が推進していく、あるいは市民
が国を動かしていく必要があると考えます。また影響の大きい企業が、脱炭素にとりくむ動機づけを
与えられるような制度（トップランナーなど）を国が推進していく。産業構造が転換されるなかで、
脱炭素化された社会環境の中でもビジネスの継続ができるしくみを国がつくり、市民がそのビジネス
を支援していく。その支援の実現には市民の自由選択部分に、脱炭素商品への情報発信・選択のハー
ドルを下げること、従来型のものを選ぶ時のハードルを上げることが考えられる。排出量の多い企業
に炭素税をかける、あるいは再エネ賦課金のようなしくみで強制的に実施されるものも重要。そのよ
うな政策が市民に受け入れられるように、国からの丁寧な説明・情報発信が必要。また、市民自らが
脱炭素の選択肢を選ぶような意識改革の必要性があります」
　以上のような論点に加えて、脱炭素化と、その周辺で起こりうる事象や別の社会問題との“バラン
ス”という視点から、いつくかの指摘がなされ、それぞれについて議論された。一つには、社会の脱
炭素化を進めるためのシステム全体を、CO2 排出というパラメータだけで評価されるのではなく、資
源循環の観点や、労働者の労働環境などについて、国内だけでなく海外の状況も含めてグローバルに
見て適正であることを確認することが大切であるということが指摘された。また、脱炭素化がすべて
に優先するわけではなく、他にも社会保障や教育などへの社会資本投入の重要性を忘れてはいけない
という意見が出され、それぞれ結果文章へ次のように盛り込まれた。すなわち、「国際社会は、世界
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についての議論を中心にしながら、どうすれば脱炭素化を実現することができるのか、また脱炭素化
の流れの中で見落としてはならないいくつかの事項について意見が交わされた。
　まず前提として、将来的に脱炭素化の達成が必要なことであるという事を認めたうえで、今後も私
たちは経済成長によって豊かさを向上させ続けることを望むのだということが確認された。そして、
目標の実現には、前述した三者に国際社会を加えた 4つのステークホルダーが、どのように取り組め
ば良いかという点が議論の中心となった。そのため、結論文章の冒頭を次のように記述した。
「世界の脱炭素化はやらなければならないことだと認識しています。しかしながら、脱炭素を実現す
るハードルはとても高いとも捉えています。人々の豊かさを実現するには経済成長が必要です。これ
まで経済成長はCO2 の排出とともに進んできましたが、私たちが達成したい目標は、CO2 を減らし
つつ経済成長を実現させることです。この目標の実現には、特に個人、企業、国、国際社会の行動が
有効で、そのための動機付けや、仕組みを設けることが必要だと考えます」
　社会の脱炭素化の実現に最も貢献しなければならないのは、大量のエネルギーを使用している現場
である企業、および、その企業の提供する製品やサービスを利用して生活している市民であるという
ことが話された。そして具体的な方策としては、企業や個人に対して強制的に従わせる規制や、経済
的インセンティブによって自然に脱炭素化に向かうような制度を国が主導して設けることが、対策の
基本的な考え方になるだろうという方向性で一致した。また産業構造の変化に対応できない中小企業
を救済する措置を設けることの重要性が繰り返し強調された。この個人─企業─国の相互協力的な部
分に加えて、個人や企業が自主的に取り組むことの重要性にも多数の言及があった。特に、市民一人
一人の意識改革が最も重要であろうという指摘は頻繁にあった。また、企業の自主的な取り組みの代
表例としてRE100 については 1日目から話題に上ったが、利潤追求のための企業活動と相いれない
不可解な活動として討論者からは眉唾物ではないかとの声が多かった。これに対し、討論者の一人が
1日目帰宅後にRE100 について調べたところ、日本企業も 8社が参加していて、エネルギーに対す
るビジョンを打ち出しながら、長期的な戦略とともにしっかりと考えながら取り組んでいるという情
報提供があった。以上の論点をまとめて結果文章には以下のように記述した。
「個人は知識を得る・意識改革が必要です。そのための取り組みを国が推進していく、あるいは市民
が国を動かしていく必要があると考えます。また影響の大きい企業が、脱炭素にとりくむ動機づけを
与えられるような制度（トップランナーなど）を国が推進していく。産業構造が転換されるなかで、
脱炭素化された社会環境の中でもビジネスの継続ができるしくみを国がつくり、市民がそのビジネス
を支援していく。その支援の実現には市民の自由選択部分に、脱炭素商品への情報発信・選択のハー
ドルを下げること、従来型のものを選ぶ時のハードルを上げることが考えられる。排出量の多い企業
に炭素税をかける、あるいは再エネ賦課金のようなしくみで強制的に実施されるものも重要。そのよ
うな政策が市民に受け入れられるように、国からの丁寧な説明・情報発信が必要。また、市民自らが
脱炭素の選択肢を選ぶような意識改革の必要性があります」
　以上のような論点に加えて、脱炭素化と、その周辺で起こりうる事象や別の社会問題との“バラン
ス”という視点から、いつくかの指摘がなされ、それぞれについて議論された。一つには、社会の脱
炭素化を進めるためのシステム全体を、CO2 排出というパラメータだけで評価されるのではなく、資
源循環の観点や、労働者の労働環境などについて、国内だけでなく海外の状況も含めてグローバルに
見て適正であることを確認することが大切であるということが指摘された。また、脱炭素化がすべて
に優先するわけではなく、他にも社会保障や教育などへの社会資本投入の重要性を忘れてはいけない
という意見が出され、それぞれ結果文章へ次のように盛り込まれた。すなわち、「国際社会は、世界
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中の人々の生活の質の向上を犠牲にせずに脱炭素社会が実現できるように、相互協力する必要があ
る。それが実際に実行されるためには、あらたな国際公約が必要と考えられる」および、「社会の脱
炭素化を進める上でバランスも重要だと考えます。脱炭素以外のもの（社会福祉など）に対しての配
慮も忘れないことが必要です。また、脱炭素化された社会システムを回している（リサイクルなど
の）人々のQOLの確保なども忘れないことが大切です」とした。
　さらに討論者から提案されたのは、脱炭素化に向かおうとしない人を否定しないことが大事、脱炭
素化以外の選択肢を選ぶ人に対して寛容な社会環境が重要ではないか、多様な考え方の存在している
ことが民主主義社会として健全であるという考え方であった。多くの討論者が、この考え方に賛同
し、結果文章にも一旦は盛り込んだが、ある討論者より、“非常に困難な脱炭素化に向かうためにど
うすればよいかをいま話し合っているのだから、どちらかというと脱炭素化に向かおうとしない人を
否定する社会環境の形成が重要なのではないか”との意見が示された。この意見に最終的に全員が賛
同し、この最後の論点については結果文章から削除して結論とした。
� （Aグループファシリテーター・池辺�靖）

3.3.3　論点 3担当グループ（Bグループ）

　Bグループとしての議論は、市民パネル 1日目
午前のグループ別自己紹介（10：40-10：55）か
ら始まった。スケジュールとしては、江守正多氏
による基礎情報提供の後、参考人ヒアリングの前
に位置付けられており、グループファシリテー
ター（GF）と討論者の間のアイスブレイクや、
討論者に期待される役割を再確認し皆で共有する
という目的も置かれていた。自己紹介の中では、
討論者から、本市民パネルで議論することになる
脱炭素社会というテーマの複雑さや関連情報の多さ・難解さに困惑する声が異口同音に聞かれた。そ
こでGFの工藤から討論者に、参考人から提示される全ての情報や参考資料の情報の全てを咀嚼して
から議論に移る必要は無いということを強調して伝えた。また、討論者の複数名から聞かれた「（脱
炭素化の議論には）具体的な数字が重要」という感想に対し、「自分自身の実感や感覚も大事に考え
て欲しい」旨も伝えた。
　参考人ヒアリングの終了後、Bグループで 2回目の議論（16：45-17：30）が行われた。このグ
ループ別評議では、Bグループが論点 3を担当することが告げられたことを受けて、最初に個々の討
論者が論点 3についてどのように考えるのかを共有し、そこからBグループとしての結論案の方向
性を探ることとなった。具体的な評議のあり方としては、まず参考人ヒアリングの中で特に印象に
残っている話や、わからなかった点をグループメンバー間で共有する形で評議を始め、そこから議論
を展開する形をとった。このグループ別評議での議論の概要は次のとおりである。
　まず、論点 3に対するBグループの討論者の基本的な考え方としては、脱炭素社会への転換が必
ずしも私たちの生活の質に対する脅威となるわけではなく、幾つかの条件さえ満たせば生活の質を向
上させる機会となり得るということであった。そして、その条件として、脱炭素技術をうまく導入す
ることにより、過剰なストレスを感じることなく現在の生活における利便性の水準が保たれること

写真 3-9  論点 3 担当グループによる評議
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や、脱炭素社会に向けた個人のコミットメントに対して利益やメリットが還元される仕組みを作る、
ということが挙げられた。また同時に、論点 3の中心に据えられている「生活の質」に対する価値観
が、国や世代といったレベルや個人のレベルでも異なっており、また、同じ個人でも年齢やライフス
テージによって異なるということに留意が必要であることが語られた。そして、生活の質の向上と
は、特定の価値観に依拠した生活の質を追求するということではなく、多様な生活の質を追う可能性
が個人に開かれているということを重視するという見解が示された。
　Bグループによる 3回目の議論機会は、2日目午前のグループ別評議（9：30-11：30）である。こ
こでは、前日午後のグループ別評議の内容をGFの工藤が構造化したものと、各討論者が 1日目終了
後に取り組んだ課題（論点 3に対する各自の考えやその根拠を文章化したもの）を土台として、討論
3に対する結論案を起草する作業を行った。ここで議論された内容を、最終的な結論案に沿う形で下
に述べる。
　まず、論点 3の主題である脱炭素社会と生活の質の関連を考えるに当たり、最も重要なのは、自分
たちが安心・安全に暮らせる地球・環境・自然を守ることにある、という点を確認した。これは、生
活の質という、ともすれば個々人がそれぞれの生活の中に見出す利便性や快適さといった側面が強調
されがちな主題について、そうした矮小化を避け、地球に暮らす人類として何をすべきかという視点
から議論を行うべきというグループの基本的な姿勢を示すものである。そしてその上で、改めて個人
の生活に目を向けると、脱炭素社会への転換が、生活の質に対する脅威ではなく、その質を向上させ
る機会となり得るという見解を共有した。ここで重要なのは、「脱炭素化」や「生活の質」という言
葉が内包する多様性である。すなわち、前日のグループ別評議でも論じられたよう、「生活の質」が
意味するところは社会や個人の置かれた環境や状況によって大きく異なり、また同様に、脱炭素化に
向けて持続的に実施することのできる取り組みも、社会や個人の置かれた地域、経済、政治の状況に
よって大きく異なる。そして、脱炭素社会への転換に向けて取り組む上では、そうした多様性を常に
念頭に、まずは個々人がそれぞれにできる範囲のことから始めることが重要である、という認識を共
有した。また、具体的な取り組みとしては、脱炭素技術の導入はもちろんのこと、そうした技術を社
会や個人が適切に使うことを促進する教育や、単に技術依存にならない脱炭素化に向けた生活習慣の
促進の重要性についても論じられた。また、こうした脱炭素社会に向けた議論と同時に、脱炭素化社
会に向けた取り組みとは見なせない慣習や行動をとる個人を否定したり社会から排除しようとするの
ではなく、社会や個人の多様性の一部として容認することも大事なのでは無いかという視点について
も議論があった。
　以上がBグループにおける議論の概要である。� （Bグループファシリテーター・工藤�充）

3.4　全体評議
　2日目午後は、各グループが作成した結論案をもとに、討論者 18 名での全体評議を実施した（写
真 3-10）。最終的には一字一句の文言まで含めて、討論者の合意による評議結果を取りまとめた。
　前述のとおり、全体評議に入る段階での結論案は、全ての論点について 18 名全員で十分に吟味し
たものとは言えない。そのため全体評議の冒頭でチーフファシリテーターは、①この全体評議は、自
らが担当した以外の論点も含めて、全員で文書の合意をとる場であることを明示した上で、②まずは
論点 1から論点 3まで個別に内容を確認した上で、最後にもう一度全体を通して、結論を取りまとめ
る方向で進めること、③さらに現段階で、各論点に分散もしくは重複して記述されている結論は、文
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や、脱炭素社会に向けた個人のコミットメントに対して利益やメリットが還元される仕組みを作る、
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章の移動や割愛等を行っても構わないことをアナ
ウンスした。
　その上で論点ごとに、①グループファシリテー
ターが結論案の文章を読み上げ、議論の中身を紹
介、②チーフファシリテーターが、主に担当外の
グループの討論者にとって、認識のズレや異論が
ないかについて確認した上で、③グループ評議で
確定していない事項、表現が定まっていない事項
について部分討論を行った。論点 1から 3につい
て一巡した後、積み残した論点（教育に関する記
述／炭素税・再エネ賦課金の対象者／脱炭素化に向けた流れで業務に従事する人の生活の質／脱炭素
化しない人・できない人への対処）について議論し、最終の文言調整を行った上で、結論文書を確定
した。
　この全体評議において、チーフファシリテーターは大きく分けて、「討論者の意見が文章に反映さ
れているかどうかの確認」「討論者が言葉を“紡ぐ”ための積極的働きかけ」「削除した論点のすくい
上げという介入」の 3つの機能を担っていた。「確認」の機能は、①（強い合意として記述された文
章への）合意の再確認（異論がないかどうかの確認を含む）、②（主語が曖昧、もしくは揺れがある
箇所に対しての）主語の確認、③断定の程度の確認、などである。また「積極的働きかけ」という機
能は、①討論者への発話の促し、②具体例の提示の呼びかけ、③論点の提示と構造化案の提示などで
ある。加えて、チーフファシリテーターは全体評議の最終段階において、「脱炭素化に向けた取り組
みについて、どの程度強制力を持って取り組むか（取り組まない人々への対応をどのように考えるの
か）」という論点について積極的な介入を行い、結果として一度は削除された内容が最終の結論の中
に盛り込まれる結果となった。この点については、今後の分析を踏まえて、さらなる意味づけを行
なっていく必要があろう。� （チーフファシリテーター・八木絵香）

3.5　評議結果の発表（公開セッション）
　2日間にわたる日程の最後に、評議結果の発表
を公開セッションとして実施し、約 20 名が傍聴
した。
　はじめに、討論者の代表 4名が、直前の全体
セッションでまとまった 3つの論点を読み上げて
発表した（写真 3-11、→ 4章）。その後、2日目
の議論を傍聴した参考人が、結論やそこに至る議
論のプロセス、市民パネルの運営全般についてコ
メントした（→ 5章）。最後に、市民パネルの議
論全体をふりかえって、実行委員の松浦正浩と田
村哲樹が、議論の過程や得られた結論について注目すべき点を解説するとともに、その意義などにつ
いてコメントした（→ 6章）。

写真 3-10  全体評議

写真 3-11  結論を発表する討論者の代表
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　RCE北海道道央圏協議会は、2019 年 3 月 2 日（土）、3日（日）の 2日間にわたり実施された「脱
炭素社会への転換と生活の質に関する市民パネル」の開催協力を通して、関係者に提供する飲食物お
よび食器類について、環境や社会、生産者に配慮して生産された製品を選択する「エシカル消費」の
実践を試みた。その実施事例を報告する。
　今回、会議開催におけるエシカル消費への配慮を試みた背景には、2015 年に地球と人間および繁
栄と平和のための行動計画「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が
国連で誕生したことが大きく関わっている。2016 年 12 月には日本政府により「持続可能な開発目標
（SDGs：Sustainable�Development�Goals）実施指針」が決定されるなど、それまで以上に持続可能な
開発に関わるテーマを取り上げたセミナーやシンポジウム、勉強会などが様々なセクターにより開催
される機会が増加している。しかしながら、各種イベントや会議において提供される飲食物あるいは
食器類などは、持続可能な開発に関わる事業としては配慮に欠けたものが多いのが現状である。問題
意識をもって場づくりを行う側が、持続可能な開発へ丁寧に対応することは、取り扱う問題への関心
喚起の上でも、説得力を持たせる上でも非常に重要な取り組みであると考える。
　ちなみに、2018 年 7 月に公表されたベルテルスマン財団（Bertelsmann�Stiftung）と持続可能な開
発ソリューション・ネットワーク（Sustainable�Development�Solutions�Network）が各国における
SDGs の進捗状況をまとめた「2018�SDG�Index�and�Dashboards」では、日本は特にゴール 5「ジェ
ンダー平等」、12「つくる責任つかう責任」、13「気候変動」、14「海の豊かさ」、17「パートナーシッ
プ」について達成状況に対する評価が低くなっており、エシカル消費を進めることは、ゴール 12、
13、14 の達成に貢献するものである。
　具体的に、提供する飲食物を選ぶ際に配慮したポイントとその理由を以下に挙げる。

�1�．�自然環境への負荷が少ない手法で生産されている。エコマーク、レインフォレスト・アライアン
ス（生物多様性の維持と人々の持続可能な生活を確保するための取り組みを行う国際非営利団
体）等の認証マークがついている。

　　　理由：オーガニック、減農薬のものを選ぶことで、土壌や水の汚染を減らす

�2�．なるべく近くで生産された旬のものである。
　　　理由：生産過程および運送に関するエネルギーコストが少なくて済む。省エネ
　　　　　　地域の産業を支えることで、地域経済の持続性向上に貢献する

�3�．個包装など、過剰包装のものは避ける。
　　　理由：不要なゴミの削減につながる

市民パネル実行委員会事務局／RCE北海道道央圏協議会事務局長

� 有坂美紀

「持続可能な開発」に関わる 
イベントおよび会議等におけるエシカル消費への配慮

column
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�4�．障害を持つ方たちが生産している
　　　理由：働きにくい状況にある人々の暮らしを支える

�5�．昔ながらの製法で生産されている。
　　　理由：地域に根付いた食文化を維持する

�6�．フェアトレード産品である。
　　　理由：開発途上国の生産者に対する搾取や児童労働に加担しない
　　　　　　海外の環境破壊に加担しない

　食器類を選ぶ際のポイントと理由を以下に示す。

�1�．使い捨て容器の使用を避ける。
　　　理由：ゴミを削減する

�2�．特にプラスチック製品を避ける。
　　　理由：原料である石油の消費を抑える
　　　　　　マイクロプラスチックの問題をなくす

�3�．紙コップや紙皿を使う場合は、FSC森林認証マークがあるか。
　　　理由：適正に管理された森林資源を使うことで、森林破壊に加担しない

�4�．プラスチック製の食器類を選ぶ場合は、繰り返し使えるような丈夫なものか
　　　理由：リユースできることで、ゴミの削減につながる

　以上の点に配慮した商品が置かれている店舗は、地域で生産される菓子類、海産品、農畜産品、乳
製品、酒類、民工芸品などの特産品を扱うアンテナショップ、フェアトレード専門店、自然食品店な
どは品ぞろえが豊富で、容易に目的の商品を見つけることができる。あるいは、大型スーパーでも生
活協同組合が運営する店舗では他店舗に比べ選択肢が多
い。SDGs による影響か、近年では大手メーカーによる
エシカル消費を考慮した商品づくりが進められており、
大手量販店でも対象となり得る商品の取り扱いが少しず
つ増えている。
　関係者への昼食もまた、なるべく地産地消の旬の食材
を使い、箸は間伐材や竹材、弁当容器には非木材パルプ
や再生紙を使うなど環境に配慮したもので提供してくれ
る業者を探した。いくつかの候補から、今回の会場から
一番近い業者を選び、当日は商品の背景を伝えながら弁

写真 3-12  環境に配慮した非木材パルプを
使用した弁当容器と間伐材の箸
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当を提供した（写真 3-12）。「環境問題に関わるテーマを扱う場にふさわしい」「安心して食べること
ができた」などのご意見をいただき、実際にほとんど食べ残しが無かった。
　会議の場では、レインフォレスト・アライアンス認証の紅茶や道産原料を使った道産の菓子類（写
真 3-13）を提供し、再生紙を原料とした紙ナプキン、紙コップを使用した。特に紙コップについて
は、省資源の協力に関する告知を簡単にしたものの、1回 1回新しいコップを使用する参加者が多
く、「紙コップは再利用するという感覚がない」といった声も聞かれた。環境に配慮した原料で作ら
れたものであっても、大量にゴミを出すことは持続可能には相反すると考えられる。事業開催後、
「市民団体が運営している食器類の貸し出し制度を活用してはどうか」とのアドバイスを関係者から
いただいた。リユース（再使用）はリデュース（ゴミ削減）よりも省資源化に効果的であり、様々な
制度を活用することで一層のエシカル消費に配慮したイベント運営が可能となることが期待される。
　エシカル消費に配慮した上記の条件を満たす商品を扱う店舗は増えてきたものの、陳列棚に該当商
品の表示がない場合が多い。探し出すのに時間がかかってしまうのが現状である。札幌市でフェアト
レードを推進しているフェアトレードタウンさっぽろ戦略会議によると、フェアトレード商品を要望
し続けた結果、フェアトレード商品を分かりやすく常設してくれるようになった店がいくつかあると
いうことだった。すぐに該当商品を見つけられるよう、特に大型店舗などの利用客が多い店に対し
て、そのニーズを伝えていくことの必要性を感じた。
　気候変動や生物多様性保全、福祉、ジェンダー平等、労働、国際協力など「持続可能な開発」に関
わるテーマでイベントや会議等を実施する際は、そのテーマにふさわしい環境、社会、人に配慮した
エシカルな商品を利用することにより、具体的な課題解決に関わる取り組みを直接的に実践できると
ともに、その必要性を発信することができる絶好の機会となる。逆に、配慮に欠けた商品を利用する
ことは、問題意識の欠如と捉えられ、「SDGs ウォッシュ」に関わり、その場自体の信用を失うこと
が懸念される。

写真 3-13  道産原料を使った菓子類とレインフォレスト・アライアンスのチョコレート
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　18 名の討論者が最終的にとりまとめた結論は次のとおりである。会議終了後に発見された誤植に
ついては、実行委員会において修正した。

◇　　　◇　　　◇

2019 年 3 月 3 日

「脱炭素社会への転換と生活の質に関する市民パネル」討論者による評議結果

3 つの論点に対する結論
【論点 1】
ご自分や家族、身の回りの人たち、さらには地域や日本社会にとっての影響に加え、後の世代の人たちや、

日本以外の様々な国々に暮らす人たちへの影響も考え合わせたうえで、将来にわたる気候変動の影響はどの

ようなものであると認識すべきでしょうか。

私たちは、気候変動に対して、このまま放置すれば地球的規模で生態系を破壊し、結果として、人
類、特に将来世代の生存権さえ侵害しかねない大変な問題であると捉えています。

異常気象の発生頻度や規模が増加する傾向にあり、昔と比べると気温が高くなっていることは多くの
人が感じていますし、ニュース等でも観測史上最大を記録という言葉も珍しくなくなりました。たと
えば、長雨や強力な台風による農作物への被害、交通機関の混乱や河川の氾濫など（インフラ機能低
下）も深刻な状況になっています。

気候変動の影響は、干ばつによる水不足等を生み、人間が生きていくのに必要な一次産業にダメージ
を与え、食料安全保障が世界で脅かされるリスクがあります。海水温上昇によるサンゴの白化などの
生態系のリスクが現実化している状況であることは、危機感をもって受け入れなくてはならないと思
われます。気候変動が進むと陸氷は融け続け海面が上昇し、国土を喪失し、移住を強いられる人々も
大幅に増え、新たな人口移住の問題が生じるかもしれません。

しかしながら、日本や北海道も気候変動の影響を受けることはわかっても、命の危機を感じていない
人や、のちの世代の人たちや日本以外の人たちへの影響と言われても現実味がわかない人もいます。

しかし一方で、情報提供資料にもあるように、対応能力の違いにより、気候条件が同じであれば、先
進国よりも発展途上国の人々の方が深刻な悪影響を被ったり、さらに、社会的に弱い立場の人（低所
得者、傷病者、高齢者など）がより深刻な悪影響を被ると考えられます。加えて、発展途上国の人々
は先進国の人々に比べて、問題の原因となる温室効果ガスを少ししか排出していません。また、現代
世代が排出の削減を怠ると、将来世代が大きな悪影響を被ります。このように、原因への責任が小さ
い人が深刻な被害を受けるという不公平な構造があります（江守参考人資料B5）。

4. 討論者による評議結果（結論）
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私たちは、このような不公平な構造があるという課題を知ったことにより、各種の教育を通じて広く
深く現実を知ること、さらに気候変動の現象を自分のことと捉えて、真剣に考えることが大切だと考
えます。

私たちは、グローバルな社会の中で、気候変動問題を人類の危機という意識を持ち、「そこにある危
機」として認識するべきではないでしょうか。

【論点 2】
パリ協定では、化石燃料の使用など人為的な要因による温室効果ガスの排出量を、21 世紀後半に世界全体で

実質的にゼロにするという目標が合意されました。この目標は、どれくらい実現可能性のあるものだと捉え

るべきでしょうか。取り組み方しだいで十分に達成しうるものだと捉えるべきでしょうか、それともきわめ

て困難で不可能に近いものだと捉えるべきでしょうか。

世界の脱炭素化はやらなければならないことだと認識しています。また、取り組み方次第で、パリ協
定の排出目標は達成できる可能性はあると考えます。しかしながら、脱炭素化を実現するハードルは
とても高いと捉えています。

人々の豊かさを実現するには経済成長が重要です。これまで経済成長はCO2 の排出とともに進んで
きましたが、私たちが達成したい目標は、CO2 を減らしつつ経済成長を実現させることです。

この目標の実現には、特に個人、企業、国、国際社会の行動が重要で、そのための動機付けや、仕組
みを設けることが必要だと考えます。

論点 1でも指摘したように、個人は知識を得ること、意識を改革することが必要です。そのための取
り組みを国が推進していく、あるいは市民が国を動かしていく必要があると考えます。

また影響の大きい企業が、脱炭素化にとりくむ意欲を与えられるような制度（トップランナー制度な
ど）を国が推進していく必要があります。産業構造が転換されるなかで、脱炭素化された社会環境の
中でもビジネスの継続ができるしくみを国がつくり、市民がそのビジネスを支援していくことが大切
です。

その支援の実現には脱炭素商品についての情報発信が必要です。また、市民自らが脱炭素商品を選ぶ
ような意識改革の必要性があります。また、その場合には、市民が自ら従来型の商品を選択できる余
地を残していくことが必要です。例えば、自動車の購入に際しては、電気自動車は安価に購入でき、
ガソリン車は今以上に高価な価格に設定するなどの方法が考えられます。

また、国際社会は、世界中の人々の生活の質の向上を犠牲にせずに脱炭素社会が実現できるように、
相互協力する必要があります。それが実際に実行されるためには、より強い拘束力を有した国際的な
枠組みが必要と考えられます。
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4. 討論者による評議結果（結論）

排出量の多い企業に炭素税をかける、あるいは再エネ賦課金のようなしくみで強制的に実施されるも
のも重要です。そのような政策が市民に受け入れられるように、国からの丁寧な説明・情報発信が必
要です。

社会の脱炭素化を進める上でバランスも重要だと考えます。脱炭素化以外の社会課題（社会福祉な
ど）に対しての配慮も忘れないことが必要です。また、脱炭素化するにあたって開発された技術のラ
イフサイクル（導入から廃棄まで）も考えることが重要です。

【論点 3】
脱炭素社会への転換が私たちの生活の質に与える影響について、どのように受け止めるべきでしょうか。温

室効果ガスの排出削減に伴って気候変動が抑制される効果も合わせて考えたとき、生活の質に対する脅威と

なるか、または生活の質を向上させる機会となるか、いずれの方向で受け止めるべきでしょうか。将来にわ

たって追求したい生活の質の内容も意識しつつ、議論してください。

脱炭素化と生活の質を考えるにあたり、まず初めに考えることは、私たちにとって最も大切なのは、
私たちが安心・安全に暮らせる地球、環境や、自然を守ることであると、考えます。そうすること
が、私たちの生活の質の向上につながると考えます。

脱炭素社会への転換は、必ずしも私たちの生活の質に対する脅威となるわけではなく、生活の質を向
上させる機会となり得ると、私たちは考えます。

生活の質は、人によって異なり、非常に多様です。また、脱炭素化のために省エネに取り組みたくて
も、住んでいる地域や、経済状況、年代によって、できることは異なります。まずは一人一人が、自
分にできることが何かを考え、できることから取り組むことが大事だと考えます。

技術をうまく利用して省エネをすることで、今ある生活の利便性が保たれれば、脱炭素化のための取
り組みは脅威ではないと考えます。そのためには、技術を使いこなせるための教育や、脱炭素化への
意識向上に向けた教育が重要だと考えます。

また、脱炭素化技術がどれだけ優れたものであっても、過度に依存するのではなく、そうした技術に
頼らない脱炭素化の取り組みや（例：地産地消）、場合によっては従来型の技術（例：化石燃料）を
残しておくことも重要だと考えます。

加えて、脱炭素化に向けて行動しない人が、社会の中で孤立しないように配慮していかなくてはなら
ないと考えます。
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5. 参考人によるコメント
　討論者による結論の発表の後、2日目の評議を傍聴した 4名の参考人が、2日間の議論の印象や、
結論の内容についてコメントした。都合により、このセッションには出席できなかった参考人のうち
山地氏については、江守参考人があらかじめ聞いておいた感想を紹介した。

5.1　江守正多参考人
　主たる参考人としてまず非常にうれしかった
のは、提供させていただいた情報が討論者の皆
さんにしっかりと伝わっていた感覚があったこ
とである。参考人としての役目が果たせたと感
じると同時に、皆さんが非常によく関心を持っ
て聞き、質問をして理解しようとしてくださっ
たおかげだと思っている。
　しかし、もう一つ申し上げるなら、事前に提
供した情報でほとんど結論が決まってしまって
いたら面白くなかったと思うが、実際にはそう
ではなかった。討論者の皆さんが食い付いてく
ださった部分はどこだったのかということに、
皆さんが今回の論点や情報提供をどのように捉
えたかという価値観が表れていたし、もともと
討論者の皆さんの間で、意見に結構幅があった
点もあった。
　それを議論しながら収束させてくださったわ
けだが、提供した情報が皆さんの結論を引っ張
りすぎておらず、ちょうどよかったという印象
を持っている。今回のやり方がうまく機能した
という意味でもうれしく思っている。
　また、皆さんの議論を拝見していて個人的に
興味深かったのは、例えば、昨日の参考人ヒア
リングであまり質問してはいなかった方が、グ
ループ別評議で発言されることが、そのグルー
プの議論に大きな影響を与えるような場面が
あったことである。議論にすごく慣れている人
ばかりではない市民が集まって、色々な価値観
の人が話をする中で起こる現象として、非常に
良いことだと思った。
　ここで僕が思い出したのは、ご覧になった方
もいらっしゃると思うが、「12 人の優しい日本
人」（1991 年、中原俊監督・三谷幸喜脚本）と
いう映画である。これは日本で裁判員制度が施

行される前に、もし日本に参審制度があったら
という空想で作られた物語である。12 人の陪
審員がある事件について議論するのだが、そこ
にも今回の市民陪審と同じようなシーンがあっ
たということを思い出しながら議論を拝聴して
いた。まだご覧になっていない方も、今日の議
論を経験したうえで鑑賞されると面白いのでは
ないかと思う。
　最後にできあがった結論もさることながら、
途中の評議をずっと拝見していて、議論の質が
非常に高いと感じていた。例えば、国際条約が
どれぐらい拘束力を持つべきか、強い拘束力を
持ちすぎると脱落する国が出てきてしまうと
か、逆に拘束力を持たないと実効性がない、と
いった話は、実際に専門家の間でも侃々諤々と
議論がなされている論点だと思う。そういう論
点を討論の中で発見されて、それに関して様々
な見方を出し合って議論を集約させていった過
程は、非常に見事であった。
　僕はそれを見ていて、「社会」や「市民」と
いうのは信頼できる存在だと思った。僕が所属
している研究所では、目指すべき活動の方向と
して、「研究者と社会の間の相互信頼関係」と
いう言い方をよくするのだが、「相互信頼」と
いう以上、我々が皆さんに信頼していただくだ

写真 5-1  参考人によるコメントを聞く討論者
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けではなく、我々が皆さんを信頼できるという
ことも必要となる。昨日、今日のような光景を
拝見して、僕はここに集まられた 18 人の皆さ
んを、信頼できる市民、信頼できる社会だと思
うことができた。そのこと自体が非常に大きな

収穫だったと思っている。
　都合によりこのセッションに出席できなかっ
た山地さんから、2日目の全体評議の途中まで
を聞いた印象を含めてコメントを頂戴している
ので、ご紹介させていただく。

5.2　山地憲治参考人（江守参考人による紹介）
　討論者の方々が週末を 2日間みっちり使っ
て、真摯に議論しておられた様子に感銘を受け
た。評議の内容に関しては、脱炭素化に向けた
行動を取らない人にも寛容に配慮しようといっ
たことを皆さんがおっしゃっておられたのが、
とくに印象的であり、良い意味で優しい議論だ
と感じた。
　また、「認識」とは単に知ることだけではな
く、知った上で「自分事」にすることが「認
識」なのだという議論があり、大変興味深かっ
た。じつは、私の方で用意していて参考人ヒア
リングでは触れることができなかった資料とし
て、資料集 50〜51 ページにかけての卵入れ容
器の写真がある。これはまさに「認識」は大事
だが案外難しいということをお伝えしたくて用
意した資料であった。
　まず 50 ページの写真を見ていただきたい。
卵入れ容器を表側と裏側から見た写真がセット
になっているが、どちらが卵を入れる表側（凹
になっている）であり、どちらが裏側（凸に
なっている）に見えるだろうか。おそらく、左
側の写真が凸になっていて、右側の写真が凹に

なっているように見えると思う。
　では 51 ページの写真はどうだろうか。やは
り左が凸で右が凹のように見えるのではない
か。しかし 51 ページの写真は、50 ページと同
じ図で、上下を逆さにしただけのものである。
ということは、50 ページで凸になっていると
思っていた同じ写真を、51 ページでは凹に
なっているように見ていることになる。
　これは、我々が普段、光は上の方から当たっ
ていると想定して物を見ることによって生じる
錯覚である。こんなふうに、少し見方が違う
と、今まで見えていたものと違うものが見える
ということは随所にあると思う。つまり、「認
識」は絶対的真実ではなく「解釈」であって、
見る人の経験や知識によって限定され、同じも
のが違って「認識」される場合がある。これを
一般的に「認知バイアス」と呼ぶ。脱炭素社会
への転換を考える際にも、つねに色々な見方が
あって、見方を変えると、今までの自分の見
方、認識も変わる可能性がある。この問題を考
える上では、そのようなことも心に留めていた
だければと思っている。

5.3　西岡秀三参考人
　私自身も、実はこれまでに色々な集会を開い
たりして、この問題について、どうやって世論
を盛り上げようかということを相当長い間やっ
てきた。シリーズの講演会で全国を回ったこと
もあり、北海道でも講演したこともあったが、
思い返してみれば、そのころはまったく一方的
な知識の普及で終わっていた。今はもう、そう

いう時代でなくなってきて、今回のように良く
オーガナイズされた会合が持てるようになった
ことを、非常にうれしく思う。
　第 1に、お礼を申し上げたいと思う。まずは
参加された討論者の方々が本当に熱心に議論し
てくれた。三上さんを始めとする実行委員、ス
タッフの準備もよかった。江守さんが中心に
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なって作成したこの資料集は本当によくできて
いて、細かいところに深入りしすぎずに、筋が
きちんと通った資料になっていた。
　その資料を皆さんが勉強されることで、意見
を述べたり、文章にまとめたり、そして最後は
また非常に能率よくみんなで議論することがで
きた。ファシリテーターのきちんとした支援も
あって、皆さんの間で、仲間意識というか、
色々な意味で共同作業の達成感もあったのでは
ないかと思う。こういう議論が日本でもあちこ
ちでできるようになってくると、この問題への
対応もどんどん進んでいくのではないかと思う。
　第 2に、個別の論点の話になるが、この問題
について、昔は「温暖化は嘘だ」というところ
から話が始まることもあり、江守さんが「朝ま
で生テレビ！」に出て、大いに議論されたりし
た時代もあった。今はもうそんな時代ではな
い。今日、討論者の皆さんがまとめられた結論
の 1行目には、気候変動の問題は「人類、特に
将来世代の生存権さえ侵害しかねない大変な問
題である」と書かれている。「脱炭素化はやら
なければならないこと」だとも述べられてい
る。「できるか、できないか」ではなくて、や
るしかないんだという意見であり、長年この問
題に取り組んでいる者として、非常にうれしい
ことである。
　第 3に「生活の質」について。「脱炭素社会
への転換と生活の質」というテーマで、「生活
の質」という視点をきちんとつくったことは、
今回の企画の優れたところだと思う。我々が普
段参加している政府の審議会などでは、経済成
長のためにはこれが良いか、悪いかといった話
から始まることが少なくない。それはまったく
話が逆なのであって、経済成長は何のために必
要なのか。国民の「生活の質」を高めるために
色々なことをやる中で、1つの手段として経済
を豊かに循環させなければならない、新しいも
のをつくらなければいけないということである
はずだ。その視点がきちんと押さえられたこと
が、今回は非常に良いしつらえだったと思って

いる。
　我々はよく「持続可能性」ということを上位
目標に立てるのだが、持続可能性とは、それぞ
れの時代の人がきちんと平和に生き、次の世代
にそれらをちゃんと受け渡すというところから
来ているはずである。しかもそれは、人間だけ
ではなくて、自然も一体となって成し遂げなけ
ればならないことである。
　大地震などの自然災害の後で、避難所での生
活を余儀なくされた人が、「早く普通の生活に
戻りたい」と話されることがある。この「普通
の生活」というのが非常に大切で、それがいか
に保っていけるのか。その中の 1つの大きな問
題として、この温暖化を何とかしなければなら
ないと、私は思っている。
　今後、約 30 年〜50 年の間は転換の時期にな
る。これまで「低炭素社会」と言われてきたの
が、今度は「脱炭素社会」あるいは「炭素中立
社会」と言われるようになったのだが、そのよ
うな社会に、30 年から 50 年の間につないでい
かなければならないからである。そこには相当
の摩擦が生じるはずである。今日の議論にも
「脱炭素に向けて行動できない人はどうするん
だ」という話もあった。今朝論議していたよう
に、例えば産業構造の転換があって、影響を受
ける中小企業の人はどうすればよいのか、と
いった話は、最後の結論からは抜けているけれ
ども、転換に伴う摩擦という問題は、皆さんに
も十分取り入れて考えていただければありがた
い。
　私が少し驚いたのは、北海道の皆さんには、
気候が変わりつつあるという実感があまりない
のではないかということである。東京に住ん
で、去年のような猛暑の夏を過ごすと、1カ月
ぐらい本当にうっとおしくて、これは大変だと
思うけれど、それに比べると北海道は豊かだと
感じた。
　また、日本の食料の輸入の話も心配である。
カロリーベースの自給率が 30％台にとどまっ
ている状況で、世界中の穀物を買いあさってい
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るわけだが、それがだめになったらどうなるの
か。そんな不安があるのだけれど、北海道の
方々は豊かな食料が身近にあるから、そこまで
深刻に考えていらっしゃらないのかもしれない。
　私にとっては、ある面で非常にショックだっ
た。もう少し皆さんの身の回りの現実の問題か
ら論議されると思っていたのだが、最初の論点
1でも、突然、話が途上国に飛んでいる。こう
したことから、我々科学者から皆さんへの伝え
方も、まだまだ工夫していかなければならない

ところがあるということを感じた。まだまだ自
分たちの中でもやらなければならないことがあ
るのではないかと思っている。
　論点 2の排出抑制策については、非常に合理
的な道筋の中で、どうやってやっていくかとい
うことを論議していただいた。また、先ほど申
し上げた「生活の質」についても、望ましい社
会とはこういうものだという発想から出発して
論議していただいたことは非常によかった。

5.4　芥川智子参考人
　小野と鈴木、私の 3人は今回、討論者の皆さ
んと同じ北海道に住み、皆さんと同じ環境の中
で生活している立場から、情報提供をさせてい
ただいた。
　今回の企画のお話を最初に頂いたときに、ど
ういう資料をつくるべきか非常に悩んだ。市民
パネルの場で一定の結論を目指して議論をする
前提として、先入観を与えるような資料になっ
てはいけない。そこで、とくに北海道の気候変
動影響の将来予測の部分は、図を使わず文字だ
けで表現することにした。これまで私たちが作
成してきた資料の中には、台風の図や、農作物
の収量などの低下を表す予測のグラフもあるの
だが、今回は、今言われている事実をできるだ
け客観的に見ていただけるように、絵が与えて
しまう先入観を避けるため、大半を文章で表現
することにした。
　この判断がよかったのかのかどうかは改めて
考える必要があるが、他の参考人の方々に比べ
て、少し寂しい資料になってしまったかもしれ
ない。ただ、実際のところ、北海道における影
響というのは、この資料でお示しした程度しか
分かってないという現実もある。そこは非常に
難しくて、このシナリオならこういう影響があ
りそうだという国全体の予測はあるものの、そ
の中から北海道の部分を切り取ってきて、どの
ような影響がありそうかを考えることになる。

その際の対象は、のっぺりした平面ではなく、
それぞれの土地柄を持ち、住んでいる人たちの
生活がある具体的な場所である。そうしたこと
を考えたときに、どのように影響評価をしてい
くべきかは、私たちも悩みながら進めている。
昨日、今日と皆さんの議論を聞かせていただ
き、色々と勉強させていただくことができた。
お礼を申し上げたい。
　また、結論の最後の部分で、「脱炭素化に向
けて行動しない人が、社会の中で孤立しないよ
うに配慮していかなくてはならない」と、多様
性を認める内容で終わっているのが素晴らしい
文章だと思った。行政が文書をつくると、「多
様性を認めつつもこのような方向でいきましょ
う」といった文章になりがちなのだが、今回
は、最終的に多様性を認めていこうという方向
で締めくくられている。こういう観点こそが大
事なのだということを改めて気づかせていただ
いた。
　そしてもう 1つ、結論の論点 2でも触れられ
ているように、認識すること、教育を受けるこ
とが非常に大切だということが強調されてい
る。結論でも求められている「丁寧な説明・情
報発信」について、私たちに求められる仕事は
この先も増していくと思っており、そこに貢献
できるように取り組んでいきたい。
　その際、北海道らしさを意識しながら考えて
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いきたい、ということも改めて感じたところで
ある。参考人ヒアリングでも紹介したように、
北海道は本州などと比べて、エネルギー構造
も、CO2 排出のされ方も大きく異なってい
る。それを前提として、どう行動していけるの
かを、北海道独自の視点を大切にして考えてい
く必要があると思っている。
　最後に、今回、ファシリテーターの方々の進

行が本当に素晴らしかった。どういうふうにこ
の論点についての議論をまとめていくのかなと
思って拝見していたところ、まとめるのではな
く、皆さんの意見を引き出す形で進められてい
たのに感銘を受けた。長時間の議論であった
が、大変勉強させていただいた。どうもありが
とうございました。

5.5　岡崎朱実参考人
　私は普段、こんな省エネの方法があるとか、
このようにすれば簡単に取り組めるといったお
話を市民の皆さんにするのを主な仕事にしてい
る。今回の情報提供は、それとはかなり違う内
容でもあり、何をどのようにお伝えすべきかが
非常に難しかったが、先ほど発表された結論
で、3つの論点すべてにおいて、教育や情報提
供がとても大事だということが書かれていたの
が印象的であった。省エネについてお伝えして
いる私も、しっかり頑張っていかなければいけ
ないと改めて思った。今回、評議での皆さんの
お話を傍聴していて、「あの情報を参考人ヒア
リングで提供しておけばよかった」と思うこと
も多くあった。次の機会に生かしていければと
思っている。
　評議を傍聴させていただいての印象として
は、バランスが大事であり、脱炭素化以外の課
題にもしっかり目を向けていかなければならな
いという話が、きちんと触れられていた。ま
た、再生可能エネルギーの技術についても、ラ
イフサイクルで、最後まできちんと考えていく
ことが大事であるとか、脱炭素化のための技術
に過度に依存しすぎてはまずいといった話も取
り上げられていた。さらに、人によって「でき

る／できない」「やる／やらない」は色々と
あって、できない人、やらない人が社会の中で
孤立しないようにという議論もあった。今、
SDGs（持続可能な開発目標）において「誰一
人取り残さない」社会が目指されているが、そ
ういう目標とも一致する話であり、皆さんの議
論の中からそういう話が出てくるのが素晴らし
いと思った。
　グループ別評議では、私は論点 3を担当され
たグループを中心に聞かせていただいていた
が、本当に色々な意見が出て、「あぁそうだね」
と言いながらお互いに納得しながら、だんだん
と良い物ができあがっていく、そういった市民
の力を感じることができた。
　こういう機会に参加させていただけたこと
は、非常にありがたいと感じている。実行委員
やファシリテーターはもちろん、今回は運営を
担ってくれた事務局スタッフの方々が──私も
普段はそちらの立場に回ることが多いため想像
するのだが──本当は議論を聞きたいと思って
いらっしゃるだろうけれど、会議の進行がうま
くいくように、それぞれの役割に忠実にやって
いらっしゃったのが素晴らしかった。どうもあ
りがとうございました。
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　評議結果の発表セッションでは最後に、実行委員のうち合意形成論・交渉学を専門とする松浦正浩
がトランジション（変革）研究の視点から、政治学・政治理論を専門とする田村哲樹が議論のあり方
の視点から、それぞれ市民パネル全体をふりかえって次の内容のコメントを行った。

6.1　トランジションとエンパワメントとしての対話
　2日間にわたる市民パネルにおける議論、特
に討論者の様子に着目すると、いわゆる「熟
議」的な対話の場が、討論者と地球規模課題と
の関係性、あるいは社会において自分が果たす
べき役割の認識を変化させる効果があったので
はないかと考えられる。
　プログラム 1日目の参考人ヒアリングの時点
では、討論者の発言機会が少なかったせいもあ
るが、ヒアリングにおいて語られる地球温暖化
に関する科学の「自分ごと」化が大きな課題
だったように感じられた。たとえば、討論者が
「急にもっと身近なところの話になるんですけ
れども」（参考人ヒアリング 2）と断りを入れ
てから質問してみたり、魚類（ブリ）の漁獲増
（参考人ヒアリング 1）や「自宅」に設置した
太陽光発電（参考人ヒアリング 3）へ言及した
りするなど、参考人によって語られる地球規模
の課題と、討論者が日々身近に目の当たりにす
る事象との接続を試みる発言が質疑応答にみら
れる。電気自動車や太陽光発電などは、参考人
と討論者の間でコミュニケーションを成立させ
るための boundary�object として機能したのか
もしれない。
　このように、本研究が扱う地球規模かつ超長
期の複合リスクという壮大なテーマと、討論者
の日常生活との間に存在する絶望的な距離感・
断絶感をいかに埋められるかが、1日目の挑戦
であったように見受けられる。しかしまた、身
近な話題に触れることなくパリ協定の実効性に
ついて直接的に質問するなど、距離感を感じて
いないように見受けられる討論者も存在した。
このように「自信のある」討論者の存在が、後
のグループ別評議の早い段階において、距離感
を感じる討論者の発言を委縮させた可能性もあ

るが、全体を通じてみれば、ファシリテーター
の進行管理により特に問題にはならなかったと
評価できそうである。
　しかし、グループ別評議が進むにつれ、徐々
に議論の焦点が、地球温暖化そのものから、よ
り具体的な（政策）課題へと変化してきたこと
で討論者の姿勢に変化がみられた。観察した範
囲では、下記の具体的課題についての言及がみ
られた。
　　⃝�個人の自由
　　⃝�政策・法規制・税制
　　⃝�人間の規範・安全保障
　　⃝�国際法
　　⃝�宗教
　　⃝�産業、経済
　　⃝�価値観・常識・表現方法
　　⃝�国際経済
　　⃝�人々の情報源
　　⃝�技術
　　⃝�知識生産、教育研修のシステム
　　⃝�社会基盤（交通・エネルギー）
　討論者個人が、地球規模かつ超長期の複合リ
スクとしての地球温暖化に対して直接的に操作
できることはきわめて限られるだろう。しか
し、地球温暖化へ対応するため、討論者が置か
れている社会システムの改変であれば、まだ、
何かできることがあるかもしれない。グループ
別評議の焦点も、地球温暖化そのものではな
く、むしろこれらの社会システムをいかに具体
的に改善するかという点にあったと思われる。
こうして考えると、ミニ・パブリックスの方法
論において、無作為抽出の「一般市民」の討論
者に対し、地球規模かつ超長期の複合リスクに
ついて直接的に議論させようとするのではな

6. 実行委員によるコメント
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く、当該リスクに関連する社会システムのガバ
ナンスについて議論させることが効果的ではな
いかと思われる。
　トランジション（変革）研究の文脈で頻繁に
参照されるGeels�and�Schot（2007）のMulti�
Level�Perspective は、地球温暖化のようなメ
タレベルのメガトレンドと、個人によるミクロ
レベルの行動の間に、メソレベルとして社会技
術レジーム（市場・消費者選好、科学、文化、
技術、政策、産業など）を位置づけることで、
メソレベルにおけるトランジションの重要性を
語っている（図 6-1）。まさに今回の対話もこ
のメソレベルの重要性を明らかにしたのではな
いだろうか。地球規模かつ超長期の複合リスク
というメタレベルの課題に対峙させられたミク
ロレベルの討論者は、対話の試行錯誤を通じ、
メソレベルにおける変革の可能性を発見したと
いえるかもしれない。このように考えると今回
の対話が、一種のトランジション・マネジメン

トの取り組みであったと位置づけることができ
るかもしれない。
　また、議論をしていくうちに討論者の自己認
識も、地球温暖化という壮大な課題に対する無
力感から、社会システムであれば改善できそう
だという有能感に変化していったように見受け
られた。つまり、隔絶されている地球温暖化と
日常生活の間に、社会システムの諸様相を差し
挟むことで、その距離感を埋めることにより、
自身が社会を変える原動力となる可能性（agen-
cy）を討論者に認識させたのではないだろう
か。そのような意味で、グループ評議には討論
者個人をエンパワメント（有能化）する効果が
あったと評価することもできそうである。しか
しその効果は「市民」から選ばれた少数の討論
者に限られる。討論者が対話を通じて得た有能
感をいかに「市民」へとフィードバックできる
のか、ミニ・パブリックスという方法論に課せ
られた課題ではないだろうか。� （松浦正浩）

4　�Geels,�F.�and�Schot,�J.�(2007).�“Typology�of�sociotechnical�transition�pathways”�Research�Policy,�36(3),�pp.399-417.

図 6-1 トランジションの Multi-level perspective4
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6.2　市民パネルを振り返って
　ここでは、ファシリテーターでも参考人でも
ない立場で、二日間の市民パネルを見ていた者
として、気づいたことのいくつかを述べたい。
　第一は、今回の市民パネルで行われた「評
議」の意味についてである。それは、討論者が
「私たち」として「共有するもの」を作り上げ
ていくプロセスであったと言える。討論者は、
元々は「見知らぬ他者」であり、比較的近い地
域に住んでいるということ以外には共有するも
のがなかったはずである。そのような「他者」
たちが、個別論点について各グループでの共有
→討論者全員でのすべての論点の共有、という
評議のプロセスを経る中で、次第に共有するも
のを増やしていった。また、このような「共
有」は、参考人たちと討論者たちとの間でも生
じたと考えられる。参考人は、単に評議の前提
となる知識を提供しただけではない。同時に、
参考人の側が討論者から得るものもあったよう
に思われる。結果的に、この市民パネルは、討
論者と参考人とを併せた「私たち」が共有する
ものを生み出すプロセスであった。
　このような共有のプロセスが、平穏なプロセ
スであったとは限らない。評議のプロセスで
は、それなりに厳しい意見のやり取りも存在し
た。その中で、討論者が怒りや悲しみといった
強い感情を持つこともあったかもしれない。し
かし、異なる人々がそれでも何かを共有しよう
とする場合には、こうした必ずしも平穏ではな
いプロセスも必要である。そのようなプロセス
を経ることで、「私」ではなく「私たち」の社
会を作り出すことができる。
　第二は、「共有」と「目標実現」との緊張関
係である。最終的にまとめられた「3つの論点
に対する結論」は、もちろん評議を通じた共有
の結果である。しかし、私には、そのようにし
て共有できる結論を見出すことと特定の目標を
実現することとの間には、緊張関係も存在して
いるように思われた。なぜなら、一方で共有で

きる結論を見出すためには意見や立場の多様性
を考慮に入れざるを得ず、他方で、意見や立場
の多様性を真剣に考慮に入れれば入れるほど、
特定の目標から遠ざかる可能性も高まるからで
ある。
　それゆえ、評議に参加することで、ある種の
幻滅や落胆を感じる人も出てくるかもしれな
い。自分があらかじめ思い浮かべた目標は、実
現しないかもしれないからである。しかし、市
民パネルという場に限らず、「私たち」の間で
何かの問題を取り上げ、議論したり解決策を見
つけたりしようとする場合には、このような
「幻滅」は、ある程度は不可避であるとも言え
る。そうだとすれば、市民パネルでの評議への
参加は、「共有」に伴うかもしれない「苦味」
を知るためのレッスンとなるかもしれない。
　第三は、「選択肢を残す」ということについ
てである。今回の市民パネルを見ていて気付く
ことの一つは、「選択肢を残す（べき）」、脱炭
素化に取り組まない人を排除するべきではな
い」、「そのような人が孤立しないようにするべ
きだ」といった意見が散見されたことである。
つまり、討論者は、脱炭素化に総論では賛成し
つつも、同時に、それを押し付けたり強制した
りすることがあってはならない、とも考えてい
たように思われる。これは、討論者が、個人の
多様性が尊重される社会、その意味で自由な社
会というものを前提にしている、ということで
ある。
　しかし、このことは、目標達成の「障害」に
もなり得る。各自の意見や行動の多様性を尊重
するということは、「脱炭素化」を支持しな
い、そのために行動しない立場を認めるという
ことをも意味するからである。つまり、「各自
の自由を尊重した結果、脱炭素化は実現しな
かった」ということもあり得る。自由・多様性
の尊重と目標の実現とを両立させることはでき
ないのだろうか。
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　一つのアイデアは、「ナッジ」である。これ
は、法学者のキャス・サンスティーンと経済学
者のリチャード・セイラーなどによって提案さ
れているものである 5。ナッジとは、元々「肘
でつつく」といった意味である。セイラーとサ
ンスティーンは、この言葉を、特定の選択肢を
お勧めはするけれども強制はしない（「選択の
自由」の保障）ような、様々な仕組みを表す概
念として用いた。
　具体的には、ナッジはどのようなものになる
のだろうか。例えば、評議の中で「ガソリン車
は残す。しかし、その価格を高くする」という
提案があった。これは、人々の費用便益（コス
ト・ベネフィット）感覚に訴えることで「脱炭
素化」を進めようという考え方である。この場
合、確かに「選択の自由」（ガソリン車を購入
する自由）は確保されている。しかし、これは
ナッジではない。ナッジは人々の費用便益感覚
ではなく、より直感的・反射的な行動パターン
に訴えかけるものだからである。ガソリン車に
ついてのナッジとしては、例えば、販売場所を
不便なところにする、宣伝量を少なくする、と
いったことが考えられるだろう。人は、不便な
ところにはあまり行きたくないだろうし、見聞
する機会が少なければ入手しようと思うことも
少ないだろうからである。
　ナッジには、色々な疑問も提起されている。
最も大きな疑問の一つは、それが本当に「選択
の自由」を確保していると言えるのか、という
ものである。ナッジは、結局のところ特定の選
択肢の「押しつけ」「強制」に過ぎない、とい
うわけである。これは真剣に検討すべき問題で
ある。それでも、ナッジというアイデアには、
以下に述べることを踏まえる場合に、注目すべ
き理由がある。社会変革を目指す時に、しばし
ば「意識変革」やそのための教育の重要性が言
われる。しかし、「意識変革」や「教育」は、
それ自体が「押しつけ」「強制」になる可能性

も有している（だからといって、教育の意義が
すべて否定されるというわけではないのだ
が）。こうした方法は、文字通り人々の「意識」
に作用し、内面に介入する側面がある。それ
が、二点目に述べた自由や多様性の尊重と両立
するのかどうかは、悩ましい問題である。これ
に対して、ナッジは人々の内面に立ち入らな
い。その意味で、私たちの「自由」を尊重しつ
つ、特定の目標実現に資する可能性がある。も
ちろん、「うまくいけば」である。
　最後に述べたいのは、「議論の難しさ」であ
る。ここでは、特に二つのことを指摘したい。
一つは、議論の中で「流されなかった」と言え
るか、ということである。一点目として述べた
ように、議論を通じた「共有」には意義があ
る。とはいえ、そのプロセスが「何となくの同
調」ではなかったかどうかは、常に点検される
べき問題である。例えば、市民パネルを通じ
て、多くの討論者は、環境変動が「大変な問
題」「いまここにある危機」という認識を深め
たと思われる。しかし、議論を理想的な状態に
保つことは難しい。たとえば、人間関係、知識
の差、「声の大きさ」などは、人々の発言量の
多寡だけではなく、発言の説得力・受け止め方
にも影響する。もちろん、今回の市民パネル
は、こうした諸要因が評議に影響を及ぼさない
ための工夫を導入している。討論者を無作為抽
出で集めたことや、ファシリテーターを配置し
たことは、その例である。また、複数の参考人
の説明を聞くことは、討論者間の知識の差を緩
和することに役立つ。それでも、議論において
「流された」「何となく同調した」ということが
なかったかどうかは、討論者と主催者の双方に
とって意識されるべき問題であろう。
　もう一つは、全員が発言したと言えるか、と
いうことである。議論においては、すべての参
加者が等しく発言できることが理想である。し
かし、現実には、上記のようにそうした発言の

5　�セイラー／サンスティーン（遠藤真美訳）『実践行動経済学：健康、富、幸福への聡明な選択』（日経BP社、2009 年）などを
参照。
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6. 実行委員によるコメント

等しさを妨げる要因も存在する。そのような要
因の一つとして、ここでは、男女（ジェン
ダー）の問題を取り上げたい。私が研究してい
る熟議民主主義論では、ジェンダーに由来する
発言の格差についての指摘がある。例えば、女
性よりも男性の方が「冷静」「合理的」「論理
的」と見える話し方をする傾向があり、その結
果、男性の意見の方が、説得力があると見なさ
れやすいと言われる。また、男性よりも女性の
方が、話してではなく聞き手に回る傾向がある
とされる。
　今回の市民パネルでも、とりわけ初日に、こ
のような傾向はある程度見られたように思われ
る。例えば、初日午後の参考人ヒアリングの際
に、参考人に対して質問をした人の数を数えて
みると、それぞれの参考人に対して、男性が

6〜7人質問している一方で、女性は 1人か 2
人だった。つまり、明らかに男性の方が多く発
言していたのである。ただし、この傾向は、次
第に改善されていったように思われる。二日目
午後の全体評議では、女性の討論者も、特に後
半の議論ではかなり積極的に発言していたよう
に見受けられた。ジェンダーに由来する発言の
格差は、議論するプロセスの中で是正されてい
くのかもしれない。もしそうだとすれば、市民
パネルの開催期間は、本当は 1〜2日間より
も、（欧米の市民参加による熟議の諸制度がし
ばしばそうであるように）3〜4日間程度であ
る方が望ましいだろう。その方が、議論のプロ
セスが長くなり、発言格差がより是正される可
能性も高まると期待できるからである。
� （田村哲樹）
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7.1　討論者アンケート
　2日間の議論を通じて形成された討論者 18 名全体としての意見は、4章に掲載した結論のとおりで
ある。この結論は全員の合意に基づいて作成されたものだが、より詳しくみれば、各討論者の意見に
は相当の違いがあるものと思われる。そこで、討論者の意見を個別に把握するため、会議 1日目の
朝、会場に集合した時点（討論前）と、2日目に全日程が終了した時点（討論後）6 に、3つの論点や
関連する事項について個々人の意見を尋ねるアンケート調査を行った。討論前・討論後とも、質問票
を配布し、各自にその場で記入してもらう形式で実施した。記入時間は各 15 分程度であった。
　設問は、討論前はQ1〜Q10 の 10 問、討論後はQ1〜Q12 の 12 問で構成し、Q1〜Q10 は討論前・
討論後とで共通の設問とした。巻末の付録に討論前アンケートの質問票を収録した（pp.119-123）。
　討論者には特に予備知識を前提とせずに参加してもらっていることから、質問票では、冒頭に「気
候変動」に関する次の説明文を置いた後で、Q1以降の設問を展開した。

近年、地球の平均気温が長期的に上昇する傾向が生じており、あわせて大雨の増加、海面上昇な
ど、気候にさまざまな変化が起きています。ここでは、これを「気候変動」とよびます。一般に
「地球温暖化」とよばれるものと同じ意味です。

Q1　あなたは、気候変動の問題に関心がありますか、関心がありませんか。次の中からひとつ選ん
でください。

　気候変動問題への関心の程度を、「関心がある」「ある程度関心がある」「あまり関心がない」「まっ
たく関心がない」の 4段階で聞いた（図 7-1）。

　討論前は「ある程度関心がある」が 10 名と最多で、「関心がある」7名がそれに続き、「あまり関
心がない」人も 1名いた。討論後は「関心がある」が 11 名で最多となり、「ある程度関心がある」7
名がそれに続く結果となり、18 名全体で見ると、関心の度合いが高まる傾向がみられた。

7. 討論者・傍聴者アンケートの結果

6　�この他、2019 年 2月の募集時と、開催後約 3カ月を経た 2019 年 6月にも、同じ内容のアンケートを行っているが、ここでは
割愛する。
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図 7-1 気候変動問題への関心（Q1）
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7. 討論者・傍聴者アンケートの結果

Q2　近年の気候変動の主な原因は人間活動だといわれていますが、あなたはこれについてどのよう
にとらえていますか。
　「そうではないと思う」を 1、「確かにそうだと思う」を 7、その中間を 4として、あなた自身のと
らえ方に近いものを、7段階の中から、ひとつ選んでください。

　人間の活動が気候変動の主な原因となっているという見方について、どれぐらい確からしいと思っ
ているか、あるいは疑わしいと思っているかを尋ねた（図 7-2）。

　討論前には、「中間」よりも「確かにそうだと思う」側（選択肢 5〜7）が 15 名、逆に懐疑的な人
（「そうではないと思う」側の人）が 2名、「中間」が 1名であった。討論後には、18 名全員が「確か
にそうだと思う」側の意見となり、最も強く「そう思う」（選択肢 7）と答える人も 7名にのぼった。
　気候変動の原因論は、今回の会議では直接議論の対象とはしていないが、気候変動対策について話
し合う上での重要な前提であることから、アンケートの質問項目に加えた。当日は 1日目の冒頭、参
考人ヒアリングを行う前の導入レクチャーで、気候変動の仕組みや、世界平均気温の上昇と人間活動
の因果関係について主たる参考人が解説し、質疑応答も実施した。限られた時間の情報提供ではあっ
たが、アンケート結果からは、こうした解説が討論者に相当程度、浸透した状況がうかがわれる。

Q3　あなたは、将来にわたる気候変動の影響について、どのように感じていますか。次の（ア）か
ら（オ）のそれぞれについて、お答えください。
　あなた自身の感じ方に近いものを、7段階の中から、ひとつずつ選んでください。

　将来にわたる気候変動の影響についての認識（論点 1）を聞く質問である。
　論点 1の記述に準拠して、自分自身や身の回りの人だけでなく、北海道や日本全体にとっての影
響、諸外国や将来世代の人々への影響について、次の 5項目に分けて尋ねた。
　（ア）自分や家族にとって
　（イ）北海道全体にとって
　（ウ）日本全体にとって
　（エ）世界全体にとって
　（オ）およそ 4世代以上先の将来世代の人たちにとって
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図 7-2  近年の気候変動の主な原因は人間活動だという見方について
（Q2）
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　なお、（オ）の「およそ 4世代以上先」については、「「4世代以上先」とは、あなたの孫の孫（玄
孫＝やしゃご）とそれ以降の世代のことです」との説明を添えた。
　各項目について、「おおむね好ましい影響をもたらす」（選択肢 1）から「脅威であり深刻な悪影響
をもたらす」（選択肢 7）までの 7段階（中間は選択肢 4）に分け、自分の感じ方に最も近いものを一
つ選択してもらった。

　討論者 18 名全員の回答の平均値は、表 7-1のとおりである。5項目すべてに関して、討論前より
も討論後の方が平均値が高かった。中でも「世界全体にとって」（＋0.6）や、「将来世代の人たちに
とって」（＋0.4）は変化が大きめで、諸外国や将来世代への影響については、影響の深刻さに関する
認識がとくに強まったことがうかがえる。「自分自身や家族にとって」（＋0.3）も、これらに次ぐ増
加をみせている。他方で「北海道全体にとって」と「日本全体にとって」は討論前後の差が＋0.1 に
とどまっており、討論者全体としては、討論前後でほとんど変化がみられなかった。また、「将来世
代の人たちにとって」の数値が最も大きく、以下、「世界全体」「日本全体」「自分や家族」「北海道全
体」の順に深刻であると捉えられていることも、討論前後に共通している。

　次に、項目ごとに討論前後の意見変化を比較してみると、「自分や家族にとって」の影響（図 7-3）
については、討論前では、「中間」よりも 1段階「悪影響」寄りの選択肢 5が 9名と半数を占め、こ
こをピークとして、主に「悪影響」側に回答が分布する結果だったが、「好ましい影響」側や「中間」
も、各 1名ずついた。討論後は、全体としてやや「悪影響」寄りにシフトしたものの、依然として選
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　なお、（オ）の「およそ 4世代以上先」については、「「4世代以上先」とは、あなたの孫の孫（玄
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択肢 5がピークで、「好ましい影響」側や「中間」の回答も 1名ずつあった。

　次に、「北海道全体にとって」の影響（図 7-4）については、討論前には「好ましい影響」をもた
らすと回答した人が選択肢 1と選択肢 3に 1名ずついたほかは、「中間」よりも 1段階「悪影響」寄
りの選択肢 5が 8名で最多であり、ここをピークとして、主に「悪影響」側に分布する結果であっ
た。そして討論後には「好ましい影響」側の回答がゼロになり、「中間」が 3名に増えた一方で、「悪
影響」側の回答数にはほとんど変化がなかった。
　個々の討論者の回答の変化を追跡すると、討論後に「中間」の選択肢 4に移動した 3名は、討論前
に「おおむね好ましい影響をもたらす」（選択肢 1）を選んでいた 1名と、「悪影響」側の選択肢 5お
よび 6の 1名ずつであった。討論前に選択肢 3だった討論者は、「悪影響」側の選択肢 5へ移動して
いた。
　以上の結果は、寒冷な北海道では気候変動による「好ましい影響」が優越すると考える人も討論前
にはいたが、情報提供や評議を経てそうした楽観論が弱まる一方、北海道における影響は初めに懸念
していたほどには深刻ではないと考え直す人も少数だがいたことを示すと言えよう。

　日本全体にとっての影響についても、討論前後で大きな変化はみられなかった（図 7-5）。討論前
には選択肢 5（7名）をピークとした分布だったのが、討論後にはピークが「悪影響」方向に移動
し、選択肢 6（8名）が最多となった。また討論前には、「好ましい影響」側の選択肢 2が 1名いた
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図 7-5  日本全体にとっての気候変動の影響（Q3-（ウ））
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が、討論後にはこの討論者が選択肢 5に移動し、「中間」がゼロから 1名に増えた。中間に移動した
のは討論前には選択肢 6を選んでいた討論者であった。
　以上 3項目と比べると、「世界全体にとって」と「将来世代の人たちにとって」の影響について
は、討論前後で「悪影響」寄りへ回答がシフトする傾向がより顕著であった。とくに「世界全体に
とって」の影響は、討論前は選択肢 5が最多（7名）で、「好ましい影響」側の選択肢 2も 1名いた
が、討論後は、全員が「悪影響」側になるとともに、中でも最も強く「悪影響」を懸念する選択肢 7
が最多となった（図 7-6）。

　「将来世代の人たちにとって」の影響については、討論前の時点でも、上から 2番目の選択肢 6が
ピーク（7名）であり、平均 5.9 であったが、討論後にはさらに、選択肢 6および 7に 8名ずつが集
中する結果となった（図 7-7）。

　なお、（ア）から（オ）の各項目において、討論前に最も「好ましい影響」寄りの選択肢（いずれ
も 1または 2）を選んだのは同一の討論者であった。この討論者は、討論後、「日本全体」「世界全
体」「将来世代」については「悪影響」側の回答に変化し、とくに「世界全体」「将来世代」への影響
に関しては選択肢 7を選択した。
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図 7-6  世界全体にとっての気候変動の影響（Q3-（エ））

図 7-7  およそ 4 世代以上先の将来世代の人たちにとっての気候変動
の影響（Q3-（オ））



86

脱炭素社会への転換と生活の質に関する市民パネル　報告書

が、討論後にはこの討論者が選択肢 5に移動し、「中間」がゼロから 1名に増えた。中間に移動した
のは討論前には選択肢 6を選んでいた討論者であった。
　以上 3項目と比べると、「世界全体にとって」と「将来世代の人たちにとって」の影響について
は、討論前後で「悪影響」寄りへ回答がシフトする傾向がより顕著であった。とくに「世界全体に
とって」の影響は、討論前は選択肢 5が最多（7名）で、「好ましい影響」側の選択肢 2も 1名いた
が、討論後は、全員が「悪影響」側になるとともに、中でも最も強く「悪影響」を懸念する選択肢 7
が最多となった（図 7-6）。

　「将来世代の人たちにとって」の影響については、討論前の時点でも、上から 2番目の選択肢 6が
ピーク（7名）であり、平均 5.9 であったが、討論後にはさらに、選択肢 6および 7に 8名ずつが集
中する結果となった（図 7-7）。

　なお、（ア）から（オ）の各項目において、討論前に最も「好ましい影響」寄りの選択肢（いずれ
も 1または 2）を選んだのは同一の討論者であった。この討論者は、討論後、「日本全体」「世界全
体」「将来世代」については「悪影響」側の回答に変化し、とくに「世界全体」「将来世代」への影響
に関しては選択肢 7を選択した。

10

8

6

4

2

0
1

おおむね
好ましい影響を
もたらす

2 3 54
（中間）

6

■討論前（人）　　■討論後（人）

1

7

3

6

8

4

7

7
脅威であり
深刻な悪影響
をもたらす

平均値
討論前　5.7
討論後　6.3

10

8

6

4

2

0
1

おおむね
好ましい影響を
もたらす

2 3 54
（中間）

6

■討論前（人）　　■討論後（人）

1

4

2

6

8
7
8

7
脅威であり
深刻な悪影響
をもたらす

平均値
討論前　5.9
討論後　6.3

図 7-6  世界全体にとっての気候変動の影響（Q3-（エ））

図 7-7  およそ 4 世代以上先の将来世代の人たちにとっての気候変動
の影響（Q3-（オ））

87

7. 討論者・傍聴者アンケートの結果

Q4　あなたは、気候変動のどのような影響にとくに関心がありますか。いくつでも具体的にお書き
ください。

　気候変動のどのような影響にとくに関心を持っているかについて、選択肢は提示せず自由に記述し
てもらった。記述された内容を分類し、種類別に討論前後の数を比較した（表 7-2）。

　討論前後で、全体として大きな変化はみられなかった。討論前後に共通して最も多く挙げられたの
は、異常気象や災害の多発であり、3分の 2にあたる 12 名が言及した。以下、農林水産業や食生活
への影響や、海水面の上昇、海水温の上昇を含む生態系への影響、経済活動やインフラ、生活、健康
への影響が続いた。北極海の海氷が減少することなどに伴い、北極海航路が活用できるようになるな
ど、好ましい影響を挙げる人も、討論前後に 1名ずつ（同一の討論者）いた。

Q5　あなたは、2015 年 12 月に採択された、気候変動対策のための新しい国際的枠組みである「パ
リ協定」について知っていますか。次の中からひとつ選んでください。

　パリ協定の認知度について、「どのような内容か知っている」「名前は聞いたことがある」「知らな
い」の 3つから選んでもらった（図 7-8）。事前に郵送した基礎情報資料にも、パリ協定についての
説明は盛り込まれており、討論前でも全員が少なくとも「名前は聞いたことがある」という回答で
あった。討論前には「どのような内容か知っている」人は 5名であったが、これが討論後には 13 名
にまで増加した。

表 7-2  とくに関心がある気候変動の影響（自由記述）（Q4）

とくに関心がある影響 討論前
（人）

討論後
（人）

異常気象、災害の多発 12 12

農林水産業や食生活への影響 7 9

海水面の上昇 3 3

生態系への影響、海水温の上昇 4 1

住環境など生活の変化 2 2

経済活動やインフラへの影響 3

高温などによる健康への影響 2

その他の悪影響 1 1

好ましい影響（北極海航路など） 1 1

（注） 1 名の回答に複数の項目が含まれている場合もあり、合計は 18 名と
ならない。
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Q6　パリ協定では、化石燃料の使用など人為的な要因による温室効果ガスの排出量を、今世紀後半
に世界全体で実質的にゼロにする、という目標が合意されました。
　あなたはこの目標を、どれくらい実現可能性のあるものだと思いますか。あなた自身の感じ方に近
いものを、7段階の中から、ひとつ選んでください。

　温室効果ガスの排出量を、今世紀後半に世界全体で実質的にゼロにするという目標の実現可能性に
ついての認識（論点 2）を尋ねる質問である。1〜7の 7段階による回答で、数値が小さいほど実現可
能性が高いという認識を示す。18 名の平均では、討論前 5.1 に対して討論後は 4.7 となり、議論を経
て実現可能性が高い方向にシフトしたものの、全体としてみれば、討論後も「中間」よりもやや「可
能性がきわめて乏しい」寄りという結果となった。

　回答の分布も、討論前後で大きな変化はなかった（図 7-9）。討論前は「中間」（選択肢 4）が 6名
で最も多く、その他の回答は実現可能性が「乏しい」側に集中（11 名）していた。可能性が「十分
にある」側の回答は 1名のみであった。討論後は、「十分にある」側の回答が 3名（2名が選択肢 2、
1名が選択肢 3）に増えたものの、依然としてピークは「中間」（7名）にあり、実現可能性が「乏し
い」側の回答も 8名にのぼった。
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　討論者全員でまとめた結論では、論点 2に関して「取り組み方次第で、パリ協定の排出目標は達成
できる可能性はあると考えます。しかしながら、脱炭素化を実現するハードルはとても高いと捉えて
います」と述べられていた。これを討論後アンケートの意見分布を踏まえて読み直すと、実現可能性
が「十分ある」から「きわめて乏しい」まで、幅広い意見の隔たりのある討論者が合意できるニュア
ンスを有する表現だったことが、改めてよくわかる。同時に、「中間」と答えた討論者が 3分の 1を
占めたことを考え合わせると、実現可能性が「十分ある」とも「乏しい」とも判断しがたいという各
討論者の感覚を表したものだったとも解釈できる。

Q7　あなたは、温室効果ガスの排出削減のためには、どのような取り組みや政策が効果的だと思い
ますか。思いつくものを、すべてお書きください。欄内に書ききれない場合は、あなたがとくに大事
だと思う取り組みや政策を中心にお書きください。

　Q6に引き続き、論点 2に関連する質問である。温室効果ガス排出削減のために効果的だと思う取
り組みや政策を、選択肢を提示せず自由に記述してもらった。

　表 7-3のとおり、記述された内容を分類し、種類別に討論前後の数を比較した。
　討論前に最も多かったのは、エネルギー供給方法の転換に関するもの（13 名）であり、その中で
も再生可能エネルギーの利用拡大（10 名）や、化石燃料の使用量削減（7名）を挙げる人が目立っ
た。討論後には、エネルギー供給方法の転換を挙げる人は 7名に減少した。他方で、討論後に顕著に

表 7-3  温室効果ガスの排出削減のために効果的な取り組みや政策（Q7）

効果的だと思う取り組みや政策 討論前
（人）

討論後
（人）

エネルギー供給方法の転換 13 7
再生可能エネルギーの利用拡大 （10） （4）
化石燃料の使用量削減 （7） （1）
電気自動車、燃料電池自動車の普及、利用 （4） （2）
原子力の活用 （2） （0）
その他 （2） （2）

省エネ・省資源 8 9
個人レベルでの取り組み（節電、公共交通機関の利用） （5） （8）
その他（流通・輸送の効率化、ビルの省エネ化など） （3） （2）

国の政策 1 7
炭素税、環境税、インセンティブの導入 （1） （3）
その他 （0） （4）

意識啓発・教育 0 6
CO2 の吸収（植林・CCS）、イノベーション（技術開発など） 4 3
国際的な取り組み、協力関係 2 1
その他 0 5

（注） 大分類を太字で、小分類を細字で表した。1 名の回答が、複数の大分類にわたったり、一つの大
分類の中の複数の小分類の内容を含んだりする場合もあるため、大分類の合計数は 18 名にはな
らず、また（　）内の人数の合計も必ずしも大分類の人数と一致しない。
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増えたのは、国の政策（1名→ 7名）や、意識啓発・教育（0名→ 6名）である。省エネ・省資源
は、討論前後とも約半数の討論者が言及し、中でも節電や公共交通機関の利用、使い捨てを減らすこ
となど、個人レベルでの取り組みは 5名から 8名へ増加した。脱炭素化を進めるための技術開発など
のイノベーションや、植林やCCS を始めとするCO2 を吸収する方法の活用などは、討論前後とも
3〜4名にとどまった。
　この結果から、排出削減のために効果的な取り組みに関して、討論者は次のようなイメージを持っ
ていることが読み取れる。
　第 1に、2日間の議論で脱炭素化に向けた様々な方法について理解を深めた上でもなお、省エネ・
省資源が最も重要な対策であると認識されている。とくに個人レベルでの省エネ・省資源の取り組み
が、一貫して重視されている点が注目される。討論者の結論では「技術をうまく利用して省エネをす
ることで、今ある生活の利便性が保たれれば、脱炭素化のための取り組みは脅威ではない」と述べら
れていた一方、「脱炭素化技術がどれだけ優れたものであっても、過度に依存するのではなく、そう
した技術に頼らない脱炭素化の取り組み」も重要であることが強調されていた。本問に対して、個人
レベルでの取り組みを重視する討論者が半数近くいたことや、イノベーションについて言及した人が
少数にとどまったことは、このような結論の趣旨とも呼応している。
　第 2に、国の政策と、意識啓発・教育を取り上げる人が討論後に目立って増えたのは、個人レベル
での取り組みを促すには、人々の行動変容に向けた実効性ある制度や、教育・啓発などの働きかけが
必要だとの認識からであろう。エネルギー供給方法の転換を取り上げる人の数が討論後に減少したの
は、重要度が下がったためではなく、化石燃料から再生可能エネルギーへの移行の必要性は所与のこ
ととして、それを実際に促進するための社会的な仕組みの構築や、世論の醸成に関心の重点が移った
ことを示すものと考えられる。

Q8　あなたは、温室効果ガスの排出を実質的にゼロにする「脱炭素社会」への転換は、私たちの生
活の質にどのような影響を与えると思いますか。良い方向の変化でも、悪い方向の変化でも、ご自由
にお書きください。

　Q8と Q9 では、脱炭素社会への転換が生活の質に与える影響（論点 3）について尋ねた。まずQ8
で、生活の質へのプラス・マイナスの影響を思いつくまま挙げてもらい、これを踏まえる形で、Q9
において 7段階での選択式問題に答えてもらった。
　今回の市民パネルでは、議論のテーマである「生活の質」について、生活や人生への満足度や幸福
感を包括的に指すものとして用いることとし、重視すべき生活の質の中身を、主催者や参考人があら
かじめ特定することはしなかった。生活の質のどの部分を、どのように、どれくらい重視すべきかと
いうこと自体が、社会的議論を要する主題であると考えたためである。Q8の回答には、各討論者
が、脱炭素社会への転換という課題との関連で、生活の質のどのような側面を重要だと考えたかが表
現されていると考えられる。
　Q8の回答は、良い変化・悪い変化のどちらか一方について述べているものと、両方の側面に触れ
ているものに分類できる（表 7-4）。前者の例としては、「将来の人間社会が正常に営める」（50 代男
性・討論前）、「日常生活で少し不便になる。あまり、冷房など温度を上げることができない。電気を
あまり使えない」（40 代女性・討論前）といった記述があった。これに対して後者の例としては、
「できるだけクリーンな発電をしたり、〔クリーンな方法で〕物を作ったりすると一時的にはお金がか
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増えたのは、国の政策（1名→ 7名）や、意識啓発・教育（0名→ 6名）である。省エネ・省資源
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　この結果から、排出削減のために効果的な取り組みに関して、討論者は次のようなイメージを持っ
ていることが読み取れる。
　第 1に、2日間の議論で脱炭素化に向けた様々な方法について理解を深めた上でもなお、省エネ・
省資源が最も重要な対策であると認識されている。とくに個人レベルでの省エネ・省資源の取り組み
が、一貫して重視されている点が注目される。討論者の結論では「技術をうまく利用して省エネをす
ることで、今ある生活の利便性が保たれれば、脱炭素化のための取り組みは脅威ではない」と述べら
れていた一方、「脱炭素化技術がどれだけ優れたものであっても、過度に依存するのではなく、そう
した技術に頼らない脱炭素化の取り組み」も重要であることが強調されていた。本問に対して、個人
レベルでの取り組みを重視する討論者が半数近くいたことや、イノベーションについて言及した人が
少数にとどまったことは、このような結論の趣旨とも呼応している。
　第 2に、国の政策と、意識啓発・教育を取り上げる人が討論後に目立って増えたのは、個人レベル
での取り組みを促すには、人々の行動変容に向けた実効性ある制度や、教育・啓発などの働きかけが
必要だとの認識からであろう。エネルギー供給方法の転換を取り上げる人の数が討論後に減少したの
は、重要度が下がったためではなく、化石燃料から再生可能エネルギーへの移行の必要性は所与のこ
ととして、それを実際に促進するための社会的な仕組みの構築や、世論の醸成に関心の重点が移った
ことを示すものと考えられる。

Q8　あなたは、温室効果ガスの排出を実質的にゼロにする「脱炭素社会」への転換は、私たちの生
活の質にどのような影響を与えると思いますか。良い方向の変化でも、悪い方向の変化でも、ご自由
にお書きください。

　Q8と Q9 では、脱炭素社会への転換が生活の質に与える影響（論点 3）について尋ねた。まずQ8
で、生活の質へのプラス・マイナスの影響を思いつくまま挙げてもらい、これを踏まえる形で、Q9
において 7段階での選択式問題に答えてもらった。
　今回の市民パネルでは、議論のテーマである「生活の質」について、生活や人生への満足度や幸福
感を包括的に指すものとして用いることとし、重視すべき生活の質の中身を、主催者や参考人があら
かじめ特定することはしなかった。生活の質のどの部分を、どのように、どれくらい重視すべきかと
いうこと自体が、社会的議論を要する主題であると考えたためである。Q8の回答には、各討論者
が、脱炭素社会への転換という課題との関連で、生活の質のどのような側面を重要だと考えたかが表
現されていると考えられる。
　Q8の回答は、良い変化・悪い変化のどちらか一方について述べているものと、両方の側面に触れ
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かってしまうが、長い目で見るとそちらの方が環境に良いし、1人 1人の実質的な金銭負担も無くな
る」（20 代男性・討論前）などの回答があった。

　全体としては、良い方向と悪い方向の両方に触れた人が最も多く、討論前後とも 7名であった。良
い方向または悪い方向のどちらかだけに言及した人もそれと同程度（討論前 9名、討論後 6名）いた
が、討論前後を比較すると、悪い方向だけに触れた人は、5名から 2名に減少した。逆に討論後に増
加したのは、生活の質の改善・悪化を直接予想するのではなく、関連する事柄についてのみ間接的に
述べた回答（「その他」に分類）であった。
　「良い変化」「悪い変化」「その他」の記述の内訳は表 7-5のとおりである。良い方向への変化とし
ては、次の 4点が主な内容であった。
①�気候変動対策によって期待される気候の安定や地球環境の保全などの効果：「気候が落ち着いて
生活がしやすくなる」（20 代女性・討論前）、「豊かな自然を維持することが可能になる」（70 代
男性・討論前）など

②�脱炭素化による効率や利便性の向上や、いわゆる「超スマート社会」の実現、長期的な視点での
経済的利益の実現：「IT、AI を活用した省エネにより、生活が便利になりコストが削減でき、
生活の質が向上する」（50 代男性・討論後）、「エネルギーの効率的な利用がうながされ、無駄の
ない社会ができるため、個々人ががまんをする必要はない。便利になる」（30 代男性・討論後）
など

③�安全・安心に暮らせる社会の実現：「将来の人間社会が正常に営める」（50 代男性・討論前）、
「安心、安全な暮らし」（50 代男性・討論後）など
④�ライフスタイルや、生活の質の捉え方の変化：「目標達成のために国家・社会が共に努力する過
程を通じ新しい生き方が見えてくる」（70 代男性・討論前）、「生活のテンポが少しゆっくりにな
り心のゆとりができるかも」（40 代女性・討論前）、「自然への配慮→人類のおごりの軽減→ス
ローライフ→心のゆとり」（40 代女性・討論後）など

　④のライフスタイルや、生活の質の捉え方の変化としては、「私の年代では家の中の寒いのも、お
湯がいつもあるわけではない生活を子ども時代に経験しているのでできると思うが、生まれた時から
このような生活をしている人には耐えられないと思うかもしれないが、教育の一つとして教えてい
く、体験させることも良い」（60 代女性・討論前）という記述もあった。この回答の場合、若い世代
に不便さを体験させることに教育的な意義があると明確に述べられており、悪い方向への変化にも触
れつつ、結論としては、変化を肯定的に捉えようとしていると受け止められる。そこでこの回答は、

表 7-4  脱炭素社会への転換が生活の質に与える影響（自由記述）（Q8）

自由記述回答の分類 討論前
（人）

討論後
（人）

良い方向の変化のみに触れたもの 4 4

悪い方向の変化のみに触れたもの 5 2

良い方向と悪い方向、双方に触れたもの 7 7

その他 2 5

計 18 18
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表 7-4や表 7-5においては、良い方向と悪い方向、双方の変化に触れたものと分類した。
　悪い方向への変化としては、次の 3点が主なものであった。
　①�日常生活などの不自由さ、不便さ：「日常生活で少し不便になる。あまり、冷房など温度を上
げることが出来ない。電気をあまり使えない」（40 代女性・討論前）、「電気量が安定しないな
ど不便が生じる」（20 代女性・討論前）など

　②�家計への圧迫、経済的な負担の増加：「コスト上昇に伴い生活にお金がかかるようになる」（50
代男性・討論前）、「一時的には電気の価格などが上がり家計を圧迫する」（20 代男性・討論
後）など

　③�経済成長への制約、経済活動の停滞・混乱：「電気料金高とうによる経済活動の低迷、バイオ
燃料利用による食糧生産の減少」（30 代男性・討論前）、「石油を使用する産業に影響が出る」
（30 代男性・討論後）など

　これらの他に、技術進歩の停滞や、技術的な混乱、脱炭素社会への変化に取り残される人の存在を
指摘する意見があった。

表 7-5  生活の質に与える影響の内容（自由記述）（Q8）

記述内容 討論前
（人）

討論後
（人）

良い方向の変化 11 10

気候の安定、地球環境の保全 （3） （4）

ライフスタイルや、生活の質の捉え方の変化 （6） （1）

「超スマート社会」の実現、長期的な視点での経済的利益 （2） （3）

安全・安心に暮らせる社会の実現 （2） （2）

その他 （2） （2）

悪い方向の変化 12 10

日常生活などの不自由さ、不便さ （5） （2）

家計への圧迫、経済的な負担の増加 （3） （3）

経済成長への制約、経済活動の停滞・混乱 （3） （2）

技術進歩の停滞、技術的な混乱 （2） （0）

変化に取り残される人の存在 （0） （2）

その他 （0） （1）

その他 2 7

発想の転換が必要 （1） （3）

そもそも脱炭素社会への転換は必要なこと （0） （3）

その他 （1） （2）

（注） 大分類を太字で、小分類を細字で表した。1 名の回答が、複数の大分類にわたったり、一つの大
分類の中の複数の小分類の内容を含んだりする場合もある。そのため、合計は 18 名にはなら
ず、前出の表 7-4 の数字とも必ずしも一致しない。また、（　）内の人数の合計は大分類の人数
と必ずしも一致しない。
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表 7-4や表 7-5においては、良い方向と悪い方向、双方の変化に触れたものと分類した。
　悪い方向への変化としては、次の 3点が主なものであった。
　①�日常生活などの不自由さ、不便さ：「日常生活で少し不便になる。あまり、冷房など温度を上
げることが出来ない。電気をあまり使えない」（40 代女性・討論前）、「電気量が安定しないな
ど不便が生じる」（20 代女性・討論前）など
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（30 代男性・討論後）など

　これらの他に、技術進歩の停滞や、技術的な混乱、脱炭素社会への変化に取り残される人の存在を
指摘する意見があった。

表 7-5  生活の質に与える影響の内容（自由記述）（Q8）

記述内容 討論前
（人）

討論後
（人）
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気候の安定、地球環境の保全 （3） （4）

ライフスタイルや、生活の質の捉え方の変化 （6） （1）

「超スマート社会」の実現、長期的な視点での経済的利益 （2） （3）

安全・安心に暮らせる社会の実現 （2） （2）

その他 （2） （2）

悪い方向の変化 12 10

日常生活などの不自由さ、不便さ （5） （2）

家計への圧迫、経済的な負担の増加 （3） （3）

経済成長への制約、経済活動の停滞・混乱 （3） （2）

技術進歩の停滞、技術的な混乱 （2） （0）

変化に取り残される人の存在 （0） （2）

その他 （0） （1）

その他 2 7

発想の転換が必要 （1） （3）

そもそも脱炭素社会への転換は必要なこと （0） （3）

その他 （1） （2）

（注） 大分類を太字で、小分類を細字で表した。1 名の回答が、複数の大分類にわたったり、一つの大
分類の中の複数の小分類の内容を含んだりする場合もある。そのため、合計は 18 名にはなら
ず、前出の表 7-4 の数字とも必ずしも一致しない。また、（　）内の人数の合計は大分類の人数
と必ずしも一致しない。
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　良い方向または悪い方向への変化、いずれとも捉えにくい意見は、表 7-5においては「その他」に
分類した。この「その他」としては、大きく分けて 2種類の意見が目立った。
　1つは、脱炭素社会への転換という目標を達成するには、ライフスタイルや、生活の質についての
考え方に関して、発想の転換が必要だと主張する意見である。例えば、討論前アンケートで、生活上
の不便を強いられることにも教育的な意義があるという意見があったことを上に引用したが、この討
論者は討論後、同じQ8に対して、「単純に考えると今の生活の質は落ちる」としたうえで、「悪いこ
とばかり思うのではなく、良い方に思うとその方向に行くので、マイナス面でもプラスにとれるよう
になりたい」（60 代女性・討論後）と回答した。ここでは、生活の質に関する捉え方を変化させられ
るようにしたいという決意は語られているものの、討論前の記述と異なり、それ自体を良い影響と受
け止めているとまでは捉えにくい。この種の回答は、「その他」の中の「発想の転換が必要」に分類
した。同様の回答としては、他に「新たな視点のチャンスととらえ適応していく〔ことが必要〕」（40
代男性・討論後）、「多少の不自由を受け入れつつも不自由と思わない様な考えにしないと良い方向へ
行かない」（30 代女性・討論後）という記述があった。
　もう 1つは、生活の質にどのような影響があるかはともかく、脱炭素社会への転換は必要なことで
ある、と強調する意見である。例えば、「人類全て健康に過ごせる世界を目指すことに、異論がない
と私は信じているので、その中で、「脱炭素社会」は必要不可欠であるという方向付けが示されると
良い」（50 代女性・討論後）、「毎日の生活の中での細かい所から脱炭素社会へ脱しなければならな
い」（70 代女性・討論後）などの記述があった。

Q9　Q8 で答えたことも含めて総合的に考えると、脱炭素社会への転換は、私たちの生活の質に、全
体としてどのような影響を与えると思いますか。
　あなた自身の感じ方に近いものを、7段階の中から、ひとつ選んでください。

　脱炭素社会への転換が生活の質に与える影響（論点 3）について、「生活の質に対する脅威となる」
（選択肢 1）から「生活の質を向上させる機会となる」（選択肢 7）の 7段階で意見を聞いた（図
7-10）。
　討論前は、「中間」（選択肢 4）の 6名をピークとして、「脅威となる」側に 3名、「向上させる機会
となる」側に 9名、という分布であった。これが討論後には、「脅威となる」側の回答がゼロとな
り、ピークも「向上させる機会となる」側の選択肢 6（7名）に移動した。議論を通じて、脱炭素社
会への転換が生活の質に対して与える影響についての認識は、全体としてポジティブな方向に変化し
たといえるだろう。
　Q8への回答からは、討論前後を比較しても、良い方向の変化、悪い方向の変化の各項目について
劇的な増減はみられなかった。ただ、グループ別、そして全体での評議を通じて結論をまとめ上げる
過程では、ここに挙げられた主要な影響については、繰り返し取り上げられていた。したがって、多
くの討論者が、議論を経た後では、Q8の記述回答で自分自身が触れていない項目も含めて、脱炭素
社会への転換が生活の質に対してもたらしうる正負の影響について認識を深めていたと思われる。実
際、表 7-4でみたように、悪い方向の変化だけに言及した人は 2名のみで、良い方向の変化だけに言
及した人も 4名のみであった。他の討論者は、プラス・マイナス両面の影響の可能性に言及したり、
さらには、ライフスタイルや生活の質のあり方自体を変える必要性を述べたり、どのような影響があ
るかは別にして、脱炭素社会への転換はそもそも必要なことだと強調したりしていた。
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　このことを踏まえると、「生活の質を向上させる機会となる」側への変化は、各討論者が、現実に
そのような変化が起こる蓋然性が高いと認識するようになった結果だとは必ずしも言えないだろう。
多くの討論者が脱炭素社会への転換は程度の差はあれ不可避だと受け止め、そうである以上、「生活
の質を向上させる機会となる」と捉えるようにするほかないと考えるようになったと解釈するのが妥
当だと思われる。

Q10　温室効果ガスの排出削減のために、あなたが実践している対策はありますか。直接的に温室効
果ガスの排出を減らす取り組みや、他の人や組織の取り組みを間接的にうながす行動など、どのよう
なものでも構いません。あなたが実践していることがあれば、いくつでも自由にお書きください。

　18 名全員の討論前後の回答を、表 7-6にそのまま掲載した。討論前に、とくに実践している対策
はないと回答した人の中には、市民パネルでの議論を通じて、日常生活の中での節電などが温室効果
ガスの排出削減につながる行動であることを意識し、討論後にはそれらの取り組みを記入している
ケースもあった。

　96 ページからの 2問は、討論後アンケートのみの質問である。2日間の市民パネルへの参加をふり
かえって、議論のテーマについての意見や感想（Q11）と、会議運営についての評価（Q12）を聞い
た。個人情報などに関わる部分を除き、各討論者の回答をそのままの形で掲載する。明らかな誤字や
表記の乱れは修正した。
　討論者からは、2日間の議論への参加は総じて有意義な経験であったという評価が得られた。会議
運営に関しても、参考人ヒアリングや、評議のファシリテーション、その他イベント運営全般を通じ
て、おおむね高い評価を得ることができた。� （三上直之）
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図 7-10  脱炭素社会への転換が生活の質に与える影響（Q9）
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表 7-6 温室効果ガスの排出削減のために実践している対策（自由記述）（Q10）

討論前 討論後

1 これといって実践と言える程のことは行なって
いない。

節電。自分の物事（経済面）につながるため行
動しやすかった。

2

実家では、太陽光エネルギー（太陽光パネル）
で電気を発電している。
会社の車は、水素カーを使用している。
外出する際は、極力、自家用車を使用しない。

実家… 太陽光パネルを屋根に設置（2 年前）し
電力を使用している。

会社… 水素カーを購入（トヨタ：ミライ）。
自分… 省エネ　極力自動車には乗らない。

3 ゴミ対策、ビニール袋、ポリ容器をなるべる削
減する。

出来るだけ自然のものを使い、化学物質は使わ
ないようにする。食品もできるだけ地産地消で
消化しようと思っている。

4 消費財の使用の低減 エコ商品の利用、エネルギーを使わない生活

5
自家用車がなく、どこに行くのも徒歩・自転車
が多い。車に乗る機会があまりないので結果的
にエコだと思う。

今まではあまり気にしていませんでした。車に
乗らない生活をしているくらいでしたが、もっ
と自分にもできることがあるのではないかと思
えました。

6 エコバッグ。使っていない電気を消す。バス、
地下鉄を使う。

使っていない電気を消す。夏のクーラー等、冬
の暖房の設定温度を低くする。

7 エコバッグや家庭の電気の節約等は行っている
が、削減に効果があるかは疑問。

エコバッグ　ムダな買い物をしない　節電　早
寝早起き

8

家の生活では電気をこまめに消すとか、車の運
転ではからふかしをやめて安全運転するなどそ
ういった小さい事からやっていきたいと思いま
す。

ちなみにマイカーはエコドライブ機能などがつ
いているので信号などで停止した時はエンジン
が切れるなどそういう事は良いと思った。

9 公共交通を使用する。 公共交通の使用

10
できるだけゴミは出さない、小さくする。自家
用車は使わず、公共交通機関を利用する。買い
物する時、本当に必要か考えてから買う。

自分で、できる範囲で「ゴミを出さない」とい
う意識を持つようにしています。これを、より
深く実践していくよう努力したいと思います。

11 特に行なっていない。
排出削減のためには行なっていないが、こまめ
な節電（つかっていないコンセントを抜く）な
どを行なっている。

12
外に出たりするときに電気の消し忘れが無いか
気をつけたり、車を動かすときも、長い間と
まっているときはエンジンを切るようにしている。

できるだけエコマークのついた商品を買おうと
している。

13 カーボンオフセットを利用している企業を選ん
で使うようにしている。エコ家電への買替。 エコ運転　省エネ家電の購入

14 特に実践している事はないが、節電、冬期間の
暖房などに気を使っている。

現状では特に削減の為に実践している事はない
が、今回の市民パネルに参加して考えを新たに
した。

15 エアコンを使用しない。 公共交通機関を利用する。

16

今までは家の中全てを暖かくしていましたが、
今は使っている所だけの暖房にしています。電
気の自由化になったので、再生エネルギーを
使っている電気に変えました。使わない電気は
消す位の小さな事しかできていません。

住んでいる所の物を買う。使わない電気はこま
めに消す。照明は LED にかえた。9 月の地震以
降、暗いのは大変だと思い、安いものですが
ソーラーの照明を通りに面した所につけた。

17

1．太陽光発電設備の設置
2．家庭用暖房・給湯設備を都市ガス化
3． 車の利用をできるだけ少なくするようにし

ている。

1．太陽光パネルの設置
2．家庭暖房の灯油からのガス化
3．計画された車両の利用

18 屋根に太陽光パネルの設置（将来、蓄電池を導
入して、自給自足率を向上させる）／電気の節約

自宅にソーラーパネルを 7 年前より設置。プリ
ウスの購入。待機電力を節約のため、コンセン
トを抜く。

（注） 討論者の番号は順不同。明らかな誤字や表記の乱れは修正した上で掲載した。
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Q11　気候変動問題や、脱炭素社会への転換とその生活の質への影響など、今回の議論のテーマにつ
いて、意見や感想を自由にお書きください。【討論後のみ】

◆脱炭素社会への転換に向けて必要なこと
⃝�いずれも現状が変らなければ生活の質への影響は大きいと考える。特に次の世代のことを考えるこ
とが必要。

⃝�国が動いてくれれば自分は特に影響なし。が様々な方向から考えると影響のある人が沢山いると
思った。

⃝�気候変動、脱炭素へと、自分の生活の中で質を落とさずゆとりを持って考えて、知恵を使って、生
活していきたいと思っています。絶対必要な事ですから。

⃝�北海道は、わりと資源が多いのもあって、少し、他人事のように感じてしまっているのかもしれな
いと、実感として考えさせられました。（様々な資料等をみて）

⃝�少しの不自由を楽しめるようにありたい。

◆テーマや討論の進め方の難しさ
⃝ �2 日間の短い中での意見の多様性を感じたとともにまとめる難しさ、共有化の大切さを痛感しまし
た。

⃝�難しかったです。テーマもそうですし、気候変動問題の内容も、小さな社会（討論者たち）の中で
意見をきいたり発言したり、全体的に悩みました。

⃝�今回の議論のテーマは、世界全体の大きな問題であり、住んでいる場所、地域によって考え方が
違ってくるため、難しいテーマでした。しかし、他の初めて会った人たちと討論できたことは自分
にとっても、勉強になりました。

◆有意義だった、新たな知識が得られ参考になった
⃝�とても有意義な時間をすごすことができたと思う。いろいろな人の意見があり刺激的だった。また
あれば参加したいと思った。

⃝�パリ協定、京都議定書など勉強になった。平均気温を 1.5 度、2度におさえることの大きな違いに
ついて理解できた。また、情報提供頂き、それをベースに皆で討論してまとめていくことが、楽し
く新鮮だった。またチャンスがあったら、市民討論会など、参加したいと思います。

⃝�日頃、何となく大切だと感じながらも、勉強することがなかったので、今回は、改めて学ぶこと、
また個人差があることもわかり、よい機会になりました。

⃝�全然最初は知らないことだらけだったし、他の人に比べてなかなか発言もできなかったがこのよう
なことを経験できたのはいい機会だった。

⃝ �2 日間いろいろこういう大きな問題で自分は何を言ったら良いのか心配ではありましたが、いろい
ろみなさんに助けられて無事終ることができ感謝しております。

⃝�長い二日間でしたが、初めての経験で大変勉強になりました。少しでも生活にとり入れたいと思い
ます。

⃝�起こりうる影響について知ることができました。
⃝�大変参考になりました。
⃝�知識として全くの素人でも、考え方・意見をきくことで色々な可能性が生まれること。
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⃝�大変参考になりました。
⃝�知識として全くの素人でも、考え方・意見をきくことで色々な可能性が生まれること。
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⃝�それなりに気候変動問題について知識はあったが、自分が考えていた点と切り口がちがっておもし
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答えていただき新しい知識を得ることができた。
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きるものに対してはどんどん自分もとり入れて話すようにしていたが、知識の差で和に入ってこら
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⃝�札幌以外の地域より出席されている方がいて、「宿泊している。駐車場があれば車で来たかった」
とのこと。

⃝�〔市外からの参加だったため、前日から〕札幌市内のホテルに泊まり、荷物の件もあり結局ホテル
に 3泊した。居住場所によっては私有車の利用も許可して頂きたかった。

◆会議内容や運営全般に対する評価
⃝�今回の市民パネル参加は初めてであるが特に改善という面では問題はないと思う。分量、難易度等
については未経験であるため、大変でした。

⃝ �1 日目と比べると 2日目は、考える時間が多く、正直多少疲れましたが、心地良い疲れと感じてい
ます。資料はまだ読みきれていませんが、これから読んで、自分なりに振り返りたいと思いま
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す。スタッフの方々、ありがとうございました。
⃝�詳しい内容まで勉強できて、大変良かった。また、指導して下さった先生方、スタッフ等参加者全
体のことを考え、気持ちよく導いて下さり、有難うございます。

⃝ �2 日間大変貴重な経験をさせて頂きました。ぜひまたこの様な機会があれば参加させて頂きたく存
じます。

⃝�運営は本当に素晴らしかったと思います。スムーズでしたし、みなさんとても親切だったと思いま
す。討論中も論点がずれていきそうな時はフォローが入ったり、とてもありがたかったです。

⃝�様々な意見が出て、勉強になりました。又、身近な問題として考えることになりました。
⃝�参考人の皆さん、実行委員の皆さん、スタッフの皆さん本当にありがとうございました。皆さんの
おかげで有意義に、しかも楽しい二日間を過ごす事ができました。お疲れ様でした。

7.2　傍聴者アンケート
　公開セッションとして行った 1日目の参考人ヒアリング①〜③と、2日目の評議結果の発表の傍聴
者に対してもアンケートを実施した。結果は次のとおりである。

7.2.1　「参考人ヒアリング①〜③」（1日目）の傍聴者アンケート（回収：17 票）

回答者の属性
⃝�居住地　札幌市内 15 名　その他 2名
⃝�性　別　男性 12 名　女性 5名
⃝�年　代　20 代 1 名　30 代 1 名　40 代 3 名　50 代 4 名　60 代 1 名　70 代以上 6名
　　　　　無回答 1名

Q1　今回のイベント（市民パネルの一般公開）をどのようにお知りになりましたか。（自由記述）

回答内容 人数

知人、主催者関係者からの口コミ等 6

チラシ 3

職場へのメール等での案内 2

Facebook 1

北海道大学からのメール 1

無回答 4
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Q2　参加の動機として、当てはまるものをすべて選んでください。

Q3　今日の一般公開のうち、どの部分を傍聴しましたか。当てはまるものをすべて選んでください。

Q4　今回の傍聴を通じて、気候変動問題や、脱炭素社会への転換と生活の質に関して、新たな知識
や気づきを得ることができましたか。ひとつ選んでください。

Q5　参考人の話や、討論者とのやりとりの中で、とくに印象に残った点、ご意見・ご感想などあり
ましたら、自由にお書きください。
⃝�食料輸入、自給率の低さの問題は、“食と農”の対話ではよく出る話題です。…「分野」間の市民
対話をめぐる情報共有が、そろそろ必要なのでは？

⃝�温暖化を取り巻く多様な情報が錯綜しており、一つの方針をみちびき出すには非常に難しいテーマ
だと改めて…。

選択肢 人数

気候変動問題や脱炭素社会への転換に関心があったから 13

専門家（参考人）の話を聞いてみたかったから 10

市民参加者（討論者）がどのような議論をするのかに関心があったから 11

市民パネルの方法に関心があったから 8

関係者に誘われたから 4

その他 1

選択肢 人数

参考人ヒアリング①（論点 1を中心として） 11

参考人ヒアリング②（論点 2を中心として） 12

参考人ヒアリング③（論点 3を中心として） 11

無回答（いずれも選択しなかった人） 2

①〜③全てに参加
した人：8名

選択肢 人数

十分に得られた 7

ある程度得られた 8

あまり得られなかった 1

まったく得られなかった 0

無回答 1
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⃝�論点 3において、（日本は？）お金や株も持っているから消費者が様々な選択肢を取れる、といっ
た識者の意見がありました。環境問題は金持ちの政策という言葉を聞いたことがあります。都市部
でできることが、地域でできるのか？→合理性が強く主張され、多様性が感じられなかった。他に
重要な問題はないのか？　豊かな国の知的な遊びに見えるのは私だけでしょうか？　なぜ対策が進
まないのか、もっと深掘りが必要と思いました。

⃝�参考人の方のお話が上手なせいでしょうか、討論者から、相反する意見や別の見方が少なく討論に
はなっていなかった気がします。テーマが難しいでしょうか。参考人側からの問いかけも重要で
は。→論点 3では少しあった。もう少し温暖化懐疑論的な意見があると思っていました。討論者の
抽出のせいか、社会全体の傾向なのでしょうか。（温暖化していることの認識が一般的になった）

⃝�脱炭素と市民生活との間にあるギャップをいかに埋めていくか、悩ましいですね…。
⃝�国のあり方の変化がないと実現しないと思った。消費することで成り立っている社会構成では？　
社会全体の変化が必要。

⃝�議論がドライブするタイミング
⃝�専門家の立場が、論点 1については気候変動のマイナスの影響が大きく、将来的にはゼロにしなく
てはいけないこと、論点 2の脱炭素化社会の実現可能性については、技術的には可能であり、原子
力も含めて複数の実現化の方法があることが示されていた点。これらの専門家の意見を、パネルが
どのように受けとめるのかは興味があります。そして、論点 3をどうとらえるのか（メリット・デ
メリットの比較、将来像）が市民パネル側のポイントでしょうか。反対することのメリットの発言
が出るということは賛成している、というのか。

⃝�脱炭素がMUSTであるということを再認識しました。
⃝�元々気候変動に関心がありましたが、今現在、何が問題になっているのか具体的に専門家から聞け
ることがとても良かった点です。

⃝�地球温暖化の原因を作った人間がいま最低限これはできるというものを聞きたかった。もちろん物
は最低限必要なものしか買っていませんが、地球に住むものとして一つでも二つでもやっていきた
い。次の世代の人のために。

Q6　市民参加者（討論者）とのやりとりを通じて専門家（参考人）の話を聞くという、今回の形式
について、どのように感じましたか。あなたの感想に近いものをひとつ選んでください。

選択肢 人数

専門家の話だけを聞く場合と比べて、理解が深まる 14

専門家の話だけを聞く場合と比べて、理解の深まりに違いはない 2

市民参加者とのやりとりを介さず専門家の話だけを聞く方が理解しやすい 0

無回答 1
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Q8　Q7 のお答えの理由も含めて、今日のイベントや、気候変動問題や脱炭素社会への転換などにつ
いて、ご感想、ご意見などがありましたら、自由にお書きください。
⃝�資料の準備とその内容の密度；論点説明を 1人が先に行い、参考人・討論者・ファシリテーター
〔が指示する〕資料の該当箇所を瞬時に示す手順；かみ合っていた。
⃝�社会的リスクを考えると、生命にかかわる他の大きなリスクがあるはず（例えば、労働、貧困、い
じめ等）。どちらが先に対策をすべきか。世の中の合理性を追求することが社会のためになるの
か、難しい問題ですが、総合的にリスクを考える場の構築は難しいのかと思いました。よい取り組
みと思います。継続した実践を期待します。

⃝�気候変動に関して自分でも解説や講義を行うことがあるため、非常に参考となりました。またの機
会がありましたら参加や協力したく考えています。会議でまとめられた結論（提言になると良いで
すね）の還元をお願いします。

⃝�クールチョイスは大切なことではあるが、根本的な解決にはならないのでは。
⃝ �2 日目の評議結果の発表を楽しみにしています。
⃝�このようなイベントを全国の多くの場所で開催していくのがいいと思います。電力会社の社員の
方々にも参加してほしいです。今回の形式は若干議論が拡散しがちだったと思います。日本の脱炭
素の取り組みを途上国にどのようにして普及させていくかというの大きな論点だと思います。

⃝�新しい原理により炭素燃焼効率を飛躍的（1030 倍）に高めることも。
⃝ �Q6 で 1〔専門家の話だけを聞く場合と比べて、理解が深まる〕にマルをつけましたが、討論者の
方々の参加は気軽にというわけにはいかず、大変だろうなという印象を受けました。しかし、皆
さん、質問もよく出ており、非常に理解が深まるイベント（討論会）であったと思います。

⃝�定性的に「ある程度満足」と記した。具体的に記入不可。難しい。

Q7　今日のイベントの全体的な印象を、次の中からひとつ選んでください。

選択肢 人数

満足 10

ある程度満足 6

どちらとも言えない 1

やや不満 0

不満 0
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Q9　明日 3日（日）16：00〜17：00 に同じ会場で、討論者による評議結果の発表と、参考人のコメ
ントを公開で行います。あなたは参加しますか。

7.2.2　「評議結果の発表」（2日目）の傍聴者アンケート（回収：9票）

回答者の属性
⃝�居住地　札幌市内 7名　その他 1名　無回答 1名
⃝�性　別　男性 6名　女性 2名　無回答 1名
⃝�年　代　40 代 2 名　50 代 3 名　60 代 1 名　70 代以上 1名　無回答 2名

Q1　あなたは、昨日 3/2（土）に行われた参考人ヒアリングを傍聴しましたか。

Q2　今回のイベント（市民パネルの一般公開）をどのようにお知りになりましたか。（自由記述）

選択肢 人数

傍聴し、アンケートに回答した 7

傍聴したが、アンケートには回答しなかった 0

傍聴しなかった 2

回答内容 人数

知人、主催者関係者からの口コミ等 3

チラシ 2

Facebook 1

通りがかり 1

無回答 2

選択肢 人数

参加する 9

参加しない 6

未定 0

無回答 2
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7. 討論者・傍聴者アンケートの結果

Q4　あなたは、市民参加者（討論者）がそれぞれの論点に対して出した結論について、どのように
思いますか。あなたの感想に最も近いものを、ひとつずつ選んでください。また、その理由があれば
お書きください。

◆論点 1の結論に対して

Q3　今日の参加動機として、当てはまるものをすべて選んでください。

その理由
【おおむね賛成】
⃝�認識することは必要かつ、できればアンテナをはって生活していくべきだと考えるからです。
⃝�人類の危機＋そこにある危機の認識では前日の参考人の主張におおむねそっていると思いました。
私もそのように感じることが多くあります。

⃝�そこにある危機として認識すべき。
【一部反対の部分もあるが、賛成の部分が多い】
⃝�北海道の視点が足りないように思います。西岡先生も指摘されていました。

選択肢 人数

おおむね賛成 4

一部反対の部分もあるが、賛成の部分が多い 2

一部賛成の部分があるが、反対の部分が多い 0

おおむね反対 0

無回答 3

選択肢 人数

気候変動問題や脱炭素社会への転換に関心があったから 6

市民参加者（討論者）がどんな結論を出したか知りたかったから 5

市民参加者（討論者）の結論に対する専門家（参考人）のコメントを聞
きたかったから 4

実行委員の解説を聞きたかったから 3

市民パネルの方法に関心があったから 3

関係者に誘われたから 1

その他 0
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その理由
【おおむね賛成】
⃝�自動車の購入に際し、電気自動車は安価に、ガソリン車は高価に価格設定する方法はユニーク。
【一部反対の部分もあるが、賛成の部分が多い】
⃝�ガソリン車を残すとした点。
【一部賛成の部分もあるが、反対の部分が多い】
⃝�理想なのかもしれませんが、本当にCO2 排出量をゼロにできるのか？　また、それをする必要が
あるのかどうか、日々生活していると実感がもてないからです。

⃝�法的な強制措置は権力の集中につながります。ソフトローやナッジのような自主管理の枠組みの提
案がほしかった。

⃝�脱炭素化が実現可能かどうかについて論じていることに対し、2パラグラフ目で経済成長との両立
が意見としてのべられているところが面白いと思いました。私自身はここで経済成長との両立を出
していかないように思い 3にしました。

◆論点 3の結論に対して

◆論点 2の結論に対して

その理由
【おおむね賛成】
⃝ �4 パラグラフ目、これは脅威になりうるのは技術をうまく利用できず生活の利便性が保たれない場
合だと思います。これは私もそう思いました。ただそのための手段が教育というのは話はわかる
一方で、教育に期待しすぎのような気もしています。

⃝�脱炭素化に向けた教育や意識の向上につながる教育が重要。
【一部反対の部分もあるが、賛成の部分が多い】
⃝�まだまだ議論の余地が必要かと思います。地産地消は大賛成です！！

選択肢 人数

おおむね賛成 3

一部反対の部分もあるが、賛成の部分が多い 3

一部賛成の部分があるが、反対の部分が多い 0

おおむね反対 0

無回答 3

選択肢 人数

おおむね賛成 2

一部反対の部分もあるが、賛成の部分が多い 1

一部賛成の部分があるが、反対の部分が多い 3

おおむね反対 0

無回答 3
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していかないように思い 3にしました。

◆論点 3の結論に対して

◆論点 2の結論に対して

その理由
【おおむね賛成】
⃝ �4 パラグラフ目、これは脅威になりうるのは技術をうまく利用できず生活の利便性が保たれない場
合だと思います。これは私もそう思いました。ただそのための手段が教育というのは話はわかる
一方で、教育に期待しすぎのような気もしています。

⃝�脱炭素化に向けた教育や意識の向上につながる教育が重要。
【一部反対の部分もあるが、賛成の部分が多い】
⃝�まだまだ議論の余地が必要かと思います。地産地消は大賛成です！！

選択肢 人数

おおむね賛成 3

一部反対の部分もあるが、賛成の部分が多い 3

一部賛成の部分があるが、反対の部分が多い 0

おおむね反対 0

無回答 3

選択肢 人数

おおむね賛成 2

一部反対の部分もあるが、賛成の部分が多い 1

一部賛成の部分があるが、反対の部分が多い 3

おおむね反対 0

無回答 3
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7. 討論者・傍聴者アンケートの結果

⃝�国への期待が色濃く出ていることを懸念します。しくみとは、自由を縛ることにつながります。議
論の中では個人の自由を阻害する懸念への意見はなかったでしょうか？

⃝�化石燃料を残しておくとした点。

Q5　参考人のコメントや実行委員の解説の中で、とくに印象に残った点、ご意見・ご感想などあり
ましたら、自由にお書きください。
⃝�評議結果それ自体がこれだけまとまっているのは本当にすごいことだと思いました。18 人の議論
がこんなにまとまっているのはどういうプロセスをふんだのか、興味があります。そうかー、実感
がなくて現実感がないのかー。それは、いわれてみるとそうだと思う。

⃝�結論コメントの完成度が非常に高いように思いました。“民主主義のイノベーション”という言葉
が印象に残りました。

⃝�議論の質が高かった。相互信頼が感じられた。経済成長の目的は、生活の質（QOL）をよくする
ため。

⃝�政治学の先生のお話。
⃝�パリ協定で 21 世紀後半に世界全体で実質的に“ゼロ”にするという目標が決定されていること。
⃝�行動しない人が孤立しないように、とする配慮に対して、江守先生が（山地先生のコメント？）優
しいと表現されていたことが気になりました。政府、政策立案の関係者として、法的な強制措置を
望むことは理解できますが、コンフリクトや競争社会に結びつかないことを望みます。

Q6　今日のイベントの全体的な印象を、次の中からひとつ選んでください。

Q7　上記Q6の理由も含めて、今回のイベント（市民パネルの一般公開）や、気候変動問題や脱炭
素社会への転換などについて、ご感想、ご意見などがありましたら、自由にお書きください。
⃝�気候変動を考えると、地球温暖化していることはあきらかであるという大前提のもとに脱炭素社会
へ向けて政府が考えていることと、一般市民との認識がかけはなれているような気がしてなりません。
⃝�北海道や札幌市の温暖化対策の策定に市民パネルを活用したらいかがでしょう。実践や実現がこの
分野の研究に重要になると思います。今後の研究の発展に期待します。勉強になりました。御苦労
様でした。

⃝�脱炭素社会については「転換」していく必要があることが、合意によってまとめられ、そこからど
うするのか、そのため熟議がどのように機能するのか、これから考えていかないといけないかと思
いました。

選択肢 人数

満足 6

ある程度満足 2

どちらとも言えない 0

やや不満 0

不満 0

無回答 1
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⃝�討論者には次世代の代表者といえる高校生や大学生を中心に集めるという方法もあると思います。
討論者の半分が女性だったのはよかったと思います。SDGs の議論ともっとリンクさせるといいと
思います。実際の社会では、政治力を持った既得権益層が合理的な世論の形成をさまたげていくの
ではないかと思います。

⃝�よく議論され、よくまとめられた内容だったと思います。勉強、参考になりました。
⃝�資料参考になります。ありがとうございました。
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　今回の市民パネルの目的は、（1）「脱炭素社会への転換と生活の質」をめぐり、一般の人々の熟議
によってどのような意見が形成されるかを明らかにするとともに、（2）長期的な転換に向けた社会的
合意の形成において、無作為抽出型の市民パネル（ミニ・パブリックス）が果たしうる役割と、それ
に伴う課題を解明することにあった。本章では、これら 2つの目的に即して、前章までに報告した結
果に基づいて、明らかになったことをまとめたい。

8.1　議論を通じて形成された意見
　まずは、上記の目的（1）に沿って、今回の議論を通じて形成された意見がどのようなものであっ
たか、その最終的な形である結論の内容を中心に、討論者アンケートの結果も交えつつ検討する。
　初めに、気候変動がもたらす影響の深刻さの認識に関する論点 1についての意見である。討論者ア
ンケートによれば、討論前には、人間活動が気候変動の主な原因となっているという見方自体に対し
て懐疑的な意見を持つ人や、気候変動が全体として好ましい影響をもたらすと考える人も、それぞれ
少数ではあるが存在していた。しかし討論後には、確信の度合いには個人差があるものの、全ての討
論者が、近年の気候変動が人為起源のものであると考えるようになり、論点 1に対する結論は、気候
変動は放置すれば地球的規模で生態系を破壊し、人類、特に将来世代の生存権さえ侵害しかねない大
変な問題であるとの認識でまとまった。結論では「グローバルな社会の中で、気候変動問題を人類の
危機という意識を持ち、『そこにある危機』として認識するべき」とも述べられており、とくに途上
国を含めた世界全体や、将来世代への影響に関しては、討論後アンケートの結果からも明らかなよう
に、全員一致で、深刻な影響をもたらす脅威であると受け止められている。
　一方で、気候変動の影響の自分自身にとっての深刻さや、北海道や日本全体も含めた、より身近な
範囲での影響に関しては、受け止め方に相当の個人差があることも明らかになった。グループファシ
リテーターの岩崎が 3.3.1 節で報告したように、論点 1を担当したグループの評議では、討論者の間
に存在するこうした「認識の幅」そのものが、議論の焦点となった。結論の中でも、その経過は「日
本や北海道も気候変動の影響を受けることはわかっても、命の危機を感じていない人や、のちの世代
の人たちや日本以外の人たちへの影響と言われても現実味がわかない人もいます」と報告されている。
　討論後アンケートも、こうした認識の相違を裏づける結果となった。北海道や日本全体にとっての
影響に関して、討論後には「好ましい影響」側の回答はみられなくなったものの、「中間」の人が
「北海道全体にとって」の影響では 3名、「日本全体にとって」についても 1名いた。「自分や家族に
とって」の影響では、討論後にも「好ましい影響」をもたらす（選択肢 3）という回答が 1名から
あった。
　一般から無作為に抽出した参加者が行った議論の結果として、なおこうした認識の多様性があるの
はいわば自然なことであり、これ自体は否定すべきものではない。むしろ、全体で 2日間という限ら
れた時間の中で、気候変動の影響の深刻さに関する認識の相違について踏み込んだ議論がなされ、そ
の過程自体が結論において意識的に表現されたことは、後でも述べるように、今回のような無作為抽
出型の市民パネルの有効性を示すものと言えるだろう。
　つぎに、今世紀後半に温室効果ガスの排出を実質ゼロにするという目標の実現可能性をめぐる論点
2についてである。まず、脱炭素社会への転換が不可避の要請であることは、その実現可能性や、生
活の質に対する影響をめぐる認識がどのようなものであるかに関わらず、この問題を考える上での前
提として、討論者の間で共有されていたように思われる。そのことは、論点 2の結論が、「世界の脱

8. 考察と結論
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炭素化はやらなければならないことだと認識しています」との書き出しで始まっていることにも表れ
ている。
　論点 2の結論は、その後で「取り組み方次第で、パリ協定の排出目標は達成できる可能性はある」
が、「脱炭素化を実現するハードルはとても高いと捉えています」と続く。討論者アンケートにおい
て、討論後でもなお、18 名中 8名の討論者が、実現可能性が「乏しい」側の回答を、7名が「中間」
を選んでいたことを考え合わせると、この表現は「達成できる可能性はある」としつつも、実現可能
性についてかなり厳しい認識を示したものとみるべきであろう。要するに、不可避の要請であるけれ
ども実現が非常に困難である、というのが、討論者の結論に示された脱炭素化という目標に対する認
識であった。
　これを受けて、論点 2に関する結論の後続部分で強調されるのは、個人や企業の「意識改革」や
「行動」を促す制度・政策の充実である。そうした「動機付けや、仕組み」として、次のような項目
が列挙された。
⃝�企業が脱炭素化に取り組む意欲を与えられる制度、産業構造が転換し脱炭素化された社会環境でも
ビジネスが継続できる仕組み

⃝�従来型の商品の選択の余地も残しつつ、市民が自ら脱炭素商品を選ぶような意識改革と、そのため
の情報発信

⃝�国際社会の相互協力の実行のため、より強い拘束力を有した国際的な枠組み
⃝�炭素税や、現行の再エネ賦課金のように強制的に実施される仕組み（そのような政策が受け入れら
れるためには、丁寧な説明・情報提供が必要）

　こうした取り組みの推進には、「市民が国を動かしていく必要がある」ことも強調されており、ま
た脱炭素化以外の社会課題を考慮に入れる必要性も付言されている。なお、論点 2に関する結論で
は、政策の主体として「国」を中心に置いた記述がなされているが、述べられている内容から考える
と、地方自治体の政策も含まれると理解すべきであろう。
　政策の重要性を強調する主張そのものは特段目新しいものではなく、制度や政策の内容も、こと細
かに語られているわけではない。しかしここで重要なのは、脱炭素社会への転換の困難さを認識しつ
つ、最終的には、個人や企業の行動を強く促すような政策、仕組みの構築を求める方向に意見が収斂
した点であろう。その様子は、論点 2を担当したグループファシリテーターの池辺が 3.3.2 節で報告
しているとおりである。6.1 節で実行委員の松浦がコメントしているように、2日間の議論は、気候
変動というマクロな次元での変化と、個々人の行動というミクロな次元の間に、社会システムの移
行・転換というメゾレベルの課題が見出されていく過程であった。論点 2の結論は、そうした社会シ
ステムの最たるものとして、税制や補助金を含む政策や諸制度の重要性が強調されたものだといえる
だろう。ちなみに、政策や制度を始めとするメゾレベルの課題への着目は、討論者アンケートのQ7
（排出削減のために効果的な取り組みや政策を自由記述）の分析からも明らかなように、討論前と比
べ、討論後に顕著になっていた。
　最後に、論点 3の脱炭素社会への転換が生活の質に与える影響に関する意見について検討したい。
論点 3の結論は、冒頭、「最も大切なのは、私たちが安心・安全に暮らせる地球、環境や、自然を守
ることであ」り、「そうすることが、私たちの生活の質の向上につながる」と述べている。気候変動
対策と「生活の質」とを対立的に捉える見方もありうる中で、ここでは、安全に安心して暮らせる環
境の保全こそが「生活の質」の基盤であることが明快に述べられている。グループファシリテーター
の工藤が 3.3.3 節で報告しているように、論点 3を担当したグループの評議は、生活の質を、個々人
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炭素化はやらなければならないことだと認識しています」との書き出しで始まっていることにも表れ
ている。
　論点 2の結論は、その後で「取り組み方次第で、パリ協定の排出目標は達成できる可能性はある」
が、「脱炭素化を実現するハードルはとても高いと捉えています」と続く。討論者アンケートにおい
て、討論後でもなお、18 名中 8名の討論者が、実現可能性が「乏しい」側の回答を、7名が「中間」
を選んでいたことを考え合わせると、この表現は「達成できる可能性はある」としつつも、実現可能
性についてかなり厳しい認識を示したものとみるべきであろう。要するに、不可避の要請であるけれ
ども実現が非常に困難である、というのが、討論者の結論に示された脱炭素化という目標に対する認
識であった。
　これを受けて、論点 2に関する結論の後続部分で強調されるのは、個人や企業の「意識改革」や
「行動」を促す制度・政策の充実である。そうした「動機付けや、仕組み」として、次のような項目
が列挙された。
⃝�企業が脱炭素化に取り組む意欲を与えられる制度、産業構造が転換し脱炭素化された社会環境でも
ビジネスが継続できる仕組み

⃝�従来型の商品の選択の余地も残しつつ、市民が自ら脱炭素商品を選ぶような意識改革と、そのため
の情報発信

⃝�国際社会の相互協力の実行のため、より強い拘束力を有した国際的な枠組み
⃝�炭素税や、現行の再エネ賦課金のように強制的に実施される仕組み（そのような政策が受け入れら
れるためには、丁寧な説明・情報提供が必要）

　こうした取り組みの推進には、「市民が国を動かしていく必要がある」ことも強調されており、ま
た脱炭素化以外の社会課題を考慮に入れる必要性も付言されている。なお、論点 2に関する結論で
は、政策の主体として「国」を中心に置いた記述がなされているが、述べられている内容から考える
と、地方自治体の政策も含まれると理解すべきであろう。
　政策の重要性を強調する主張そのものは特段目新しいものではなく、制度や政策の内容も、こと細
かに語られているわけではない。しかしここで重要なのは、脱炭素社会への転換の困難さを認識しつ
つ、最終的には、個人や企業の行動を強く促すような政策、仕組みの構築を求める方向に意見が収斂
した点であろう。その様子は、論点 2を担当したグループファシリテーターの池辺が 3.3.2 節で報告
しているとおりである。6.1 節で実行委員の松浦がコメントしているように、2日間の議論は、気候
変動というマクロな次元での変化と、個々人の行動というミクロな次元の間に、社会システムの移
行・転換というメゾレベルの課題が見出されていく過程であった。論点 2の結論は、そうした社会シ
ステムの最たるものとして、税制や補助金を含む政策や諸制度の重要性が強調されたものだといえる
だろう。ちなみに、政策や制度を始めとするメゾレベルの課題への着目は、討論者アンケートのQ7
（排出削減のために効果的な取り組みや政策を自由記述）の分析からも明らかなように、討論前と比
べ、討論後に顕著になっていた。
　最後に、論点 3の脱炭素社会への転換が生活の質に与える影響に関する意見について検討したい。
論点 3の結論は、冒頭、「最も大切なのは、私たちが安心・安全に暮らせる地球、環境や、自然を守
ることであ」り、「そうすることが、私たちの生活の質の向上につながる」と述べている。気候変動
対策と「生活の質」とを対立的に捉える見方もありうる中で、ここでは、安全に安心して暮らせる環
境の保全こそが「生活の質」の基盤であることが明快に述べられている。グループファシリテーター
の工藤が 3.3.3 節で報告しているように、論点 3を担当したグループの評議は、生活の質を、個々人

109

8. 考察と結論

の暮らしの中での利便性や快適さの問題に矮小化せず、地球に暮らす人類として何をすべきかという
基本的な視点のもとで進められた。このスタンスが、討論者全体の評議の中にも引き継がれ、最終的
には気候変動対策と生活の質の関係という論点を考える上での最初の原則として据えられることに
なった。これを踏まえて、生活の質に対する「脅威」か「機会」か、という論点 3の問いに対して
は、「脱炭素社会への転換は、必ずしも私たちの生活の質に対する脅威となるわけではなく、生活の
質を向上させる機会となり得る」「技術をうまく利用して省エネをすることで、今ある生活の利便性
が保たれれば、脱炭素化のための取り組みは脅威ではない」との見解が示された。
　ただ、脱炭素社会への転換が生活の質を低下させるのではないかという懸念が、議論を通じて払拭
されたわけではない。日常生活の不自由さ・不便さや、家計への圧迫、経済的な負担の増加、さらに
は経済成長への制約、経済活動の停滞・混乱などへの懸念は、結論の中では表立って述べられていな
いものの、討論者アンケート（Q8）では討論前後でほぼ変わらずに言及されていた。
　それにもかかわらず、最終的には、脱炭素社会への転換が生活の質を向上させる「機会」となる側
面が強調される方向で結論がまとめられたのはなぜか。一つには、上述したとおり、安全に安心して
暮らせる環境の保全こそが「生活の質」の基盤であるという認識が、この問題を考える上での討論者
の基本的なスタンスとなっていたことがあるが、同時に、脱炭素社会への転換が不可避の要請である
という認識も、大きく影響したものと思われる。討論者アンケート（Q8）では、脱炭素化による生
活の質への良い影響として、気候の安定や地球環境の保全といった直接的な効果に加えて、長期的な
視点での効率性や利便性の向上、安全・安心に暮らせる社会の実現などが挙げられていたが、討論後
の回答結果を見るかぎり、現実にそうした社会の変化が起こる可能性が高そうだという方向へと劇的
な認識の変化が起こったとは考えにくい。結論において、生活の質を向上させる「機会」となる側面
が強調されたのは、脱炭素社会への転換は不可避である以上、せめて前向きに受け止めて対処するほ
かないという判断の表れと理解すべきであろう。その上で、結論では、生活の質への「脅威」となら
ない脱炭素化の方法として、様々な技術を活用した省エネの取り組みに焦点が当てられた。
　論点 3の結論で注目されるのは、脱炭素技術を活用した省エネの推進という方策について、いくつ
かの留保がつけられていることである。順番に列挙すると、生活の質に対する捉え方も、実践できる
省エネの取り組みも、居住地域や経済状況、年代などの影響も受けて非常に多様である▽脱炭素化技
術に過度に依存するのではなく、技術に頼らない脱炭素化の取り組みや、従来型の技術を残しておく
ことも重要▽脱炭素化に向けて行動しない人が、社会の中で孤立しないように配慮する必要がある─
─などである。同様の留保は、脱炭素化の実現可能性を論じた論点 2の結論においても、「市民が自
ら従来型の商品を選択できる余地を残していくことが必要」「脱炭素化以外の社会課題（社会福祉な
ど）に対しての配慮も忘れないことが必要」といった形で述べられている。これらの留保は、6.2 節
のコメントで実行委員の田村も論じているとおり、脱炭素社会への転換を不可避なものと捉え、それ
が生活の質にもたらすポジティブな影響を重視しつつも、その転換に向けての取り組みにおいて押し
付けや強制、排除があってはならないことを強調したものと言えるだろう。
　以上のように、論点 1〜3について通して見ると、今回の市民パネルの結果は、異なる意見を有す
る一般の人々が様々な視点からの情報提供を受け、互いに議論することにより、気候変動問題に対す
る理解が深まるとともに、将来にわたる転換を、不可避の要請であると受け止め、生活の質を高める
機会として前向きに捉えようとする意見が形成される可能性を示している。
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8.2　長期的な転換をめぐるミニ・パブリックスの役割
　続いて、この社会実験のもう一つの目的であった、脱炭素社会への転換をめぐってミニ・パブリッ
クスが果たしうる役割や、それにまつわる課題の検討に移ろう。
　今回の社会実験では、事前に主催者（研究プロジェクト）側で公開研究会も開催しつつ、約半年か
けて検討を重ね、論点を吟味した。そして会議当日は、気候変動対策を進めていくうえで社会的に認
識を共有する必要があるが、現状では意見の隔たりが存在すると思われる 3つの論点に集中する形で
議論を行った。参考人を務める専門家からはこの論点に即した情報提供を求め、討論者の評議でも各
論点をグループで分担して検討する方法を取り入れるなどして、既存の一般的な市民陪審と比べると
短い、2日間という時間の枠内で、討論者の合意による結論をまとめることができた。討論者には、
政府や企業・産業界を始めとする各領域で気候変動問題に取り組む人や、マスメディアや学校などで
この問題を伝えたり教えたりする立場にある人たちを、仮想的な読み手として想定して結論を作成し
てもらった。最終的な結論は、前節での検討からも明らかなように、これら広義の政策関係者が参照
すべき内容を豊富に含む提言となっている。
　この結論に至る 2日間の議論は、6.2 節で田村が指摘しているように、討論者と参考人を含む参加
者が、議論や作業を通じて共有するものを徐々に増やしていく過程であったと評価できる。こうした
ことから、得られる時間や参加者などの条件に応じて、適切な設計を導入することにより、気候変動
とその対策のような、地球規模で長期にわたる複合的なリスクの問題について、ミニ・パブリックス
を用いて議論することの有効性が示されたと言えるだろう。
　また今回は、全員の合意で結論をまとめるほか、3つの論点や関連する項目について、個々の討論
者の意見を、討論前後のアンケートでも把握した。7.1 節および 8.1 節で行ったように、このアン
ケートの結果も合わせて分析することで、限られた時間でまとめられた文章に込められたニュアンス
や、その背後にある意見の多様性なども含む形で、結論の含意を読み解くことができた。これは、全
員の合意による結論の作成を主軸として、個別参加者へのアンケートを併用する今回のような方法の
利点を示すものと言えよう。
　以上のような全般的な評価に加えて、今回の社会実験では、とくに気候変動問題を始めとする時間
的・空間的な範囲の広い複雑なリスクの問題に対して、ミニ・パブリックスにおける議論が強みを有
する可能性も垣間見られた。
　第 1に、日常生活の中では必ずしも容易に実感できない、この種のリスクについて、自らどの程度
深刻に受け止め、自分自身の問題として捉えているかについて、省みる機会を得ることができる可能
性である。論点 1担当グループでは、グループファシリテーターの岩崎が報告しているように、事前
知識を含む背景や、価値観の異なる討論者同士が、お互いの認識をすり合わせる必要に迫られること
で、自らの「危機意識」や「自分ごと化」の度合いを省みつつ、その違いを意識的に言語化する方向
で議論が展開していた。ここには、無作為に抽出された参加者同士が、様々な視点からの情報提供を
受けつつ、ともに一定の時間にわたって集中して議論する、というミニ・パブリックスの場面設定の
特徴が、積極的に生かされている。
　第 2は、スケールの大きなリスクをめぐって、参加者自身が自ら働きかけることによって変革しう
る領域を見出し、さらには議論を通じてその範囲を拡大しうる可能性である。6.1 節における松浦の
考察によれば、この領域は、気候変動というメガトレンドと、個々の参加者の生活や行動というミク
ロレベルの間に位置するメゾレベルの領域であり、今回の議論では、とくに脱炭素化に向けた行動を
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促すための政策や仕組みづくりがその主な内容であった。討論者がこのような議論の対象を見出した
過程を振り返って、松浦は、討論者自身が社会を変える原動力となる可能性を認識したという意味
で、エンパワメントの意義があったと述べている。これを裏返せば、無作為抽出型の市民パネルは、
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　こうしたコンパクトな日程を可能にする条件の一つとして、先述した介入的なファシリテーション
があったことは事実である。討論者からの討論後の評価をみても、ファシリテーション自体に決定的
な問題はなかったと考えられるが、さらに時間をかければ、最終的に結論の文章を整える過程でファ
シリテーションの介入度を下げ、より直接的に討論者自身の創意が生かされる進行や、起草の段階か
ら、論点を分担せず討論者全員で進めるようなプログラム設計も可能になるであろう。日程延長によ
るこれらの効果と、参加者の負担や開催コストの増加とを単純に秤にかけることは難しいが、妥当な
開催日数の目安についても、2日間での開催という今回の実績をふまえつつ、今後の検討課題とした
い。
　第 3に、従来この種の市民参加による会議が行われる際には、繰り返し指摘されてきた問題である
が、やはり今回のような単発での会議実施の限界について考えざるを得ない。6.1 節で松浦が述べて
いるように、今回実施したような会議に、参加者のエンパワメントの効果があるのだとすれば、より
多くの人が参加の機会を得られるよう、組織的、継続的な実施が求められるであろう。上述したよう
に日程やプログラム、ファシリテーションのあり方などを含め、会議のデザインについて絶対的な正
解はないと思われる以上、同様のテーマで、その都度、可能な方法で実施を繰り返し、運営の経験を
蓄積、共有していくような取り組みも重要である。実施する地域やタイミングも含めて、条件によっ
て結果（結論）が異なる可能性もある。その意味でも、単発的な実施では、得られる結果の正統性と
いう点でも限界があり、継続してこそ、この種の方法の長所が生かされると言うべきだろう。
　今回の市民パネルの社会実験は、脱炭素社会への長期的転換に向けて社会的な議論を喚起する方法
として、一般市民を対象とした無作為抽出型の市民パネルが持つ有効性や可能性を明らかにするとと
もに、その継続的な活用、実施の必要性を示唆している。今後、利害関係者等による議論と並び、気
候変動対策をめぐる政策対話の方法として、広く活用されることが期待される。
� （三上直之）
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A. 社会実験設計ミーティング・実行委員会のあゆみ

B. 傍聴者募集チラシ

C. 新聞報道

D. 討論者アンケートの質問票

E. 情報資料集
参考人の情報資料は 1冊の情報資料集（全 80ページ）に集約し、当
日、討論者や参考人、傍聴者に配付した。ここでは目次や会議日程、
論点の説明のページなどを除き、参考人の資料部分をほぼそのまま
の形で収録した（ただし、原物はカラー印刷）。ページ番号も原物の
ままとした。
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A. 社会実験設計ミーティング・実行委員会のあゆみ

2017 年 4 月 実行委員会の母体となる科研費基盤研究（B）「地球規模かつ超長期の複合リス
クのガバナンスにおけるミニ・パブリックスの役割」（JP17H01927）がスタート

2018 年 3 月 上記プロジェクトの一環として、「気候変動対策と生活の質」を主題とした無作
為抽出型市民パネル会議の社会実験を、市民陪審の手法で実施する方針が固まる

3 月 27 日 第 1 回社会実験設計ミーティング＊：市民パネルのテーマ、今後の進め方

4 月 13 日 第 2 回社会実験設計ミーティング＊：論点の検討

4 月 27 日 第 3 回社会実験設計ミーティング＊：論点の検討、必要な情報提供の項目

5 月 14 日 第 4 回社会実験設計ミーティング＊：論点の検討

5 月 29 日 第 5 回社会実験設計ミーティング＊：論点の検討

6 月 17-18 日

研究プロジェクト第 4 回研究会「無作為抽出型の市民参加の可能性─地球規模
リスクの問題への応用を考える─」：社会実験の構想について一般公開で報告、
討論（17 日）。研究グループ内部で市民パネル設計全般の課題を洗い出し、討論

（18 日）（両日とも北海道大学札幌キャンパス）

6 月 21 日 第 6 回社会実験設計ミーティング＊：会議テーマの再検討（生活の質の定義、パ
リ協定に対するスタンス、地理的スコープなど）、会議設計の枠組み

7 月 4 日 第 7 回社会実験設計ミーティング＊：論点候補と必要な情報提供・参考人

7 月 12 日 第 8 回社会実験設計ミーティング＊：論点候補に関する検討、情報提供・参考人
についての検討の考え方

8 月 3 日 第 9 回社会実験設計ミーティング＊：「（仮称）気候変動対策と生活の質に関する
市民パネル」企画書案の検討

8 月 21 日
第 10 回社会実験設計ミーティング＊：「（仮称）気候変動対策と生活の質に関す
る市民パネル」企画書案（改訂版）ならびに論点案の検討、設計ミーティング
の成果のまとめ

9 月〜11 月 研究プロジェクト内のメール会議等で、企画書案・論点案の検討

12 月 10 日
第 1 回実行委員会（Skype）：企画書と論点の確認、参考人の選考方針
委員会後の補足メール審議において、会議名称を「脱炭素社会への転換と生活
の質に関する市民パネル」とすることを決定

12 月中旬〜
  1 月中旬 論点に対応する参考人の選考と折衝

2019 年 1 月 23 日 第 2 回実行委員会（Skype）：討論者アンケートの質問項目、評議の進め方、
データ収集と分析の見通し

2 月 10 日 第 3 回実行委員会（北海道大学東京オフィス）：討論者の選出方針、市民パネル
当日の進行など

3 月 2-3 日 脱炭素社会への転換と生活の質に関する市民パネル 開催

3 月 7 日 速報版のレポートである「政策関係者のための報告書」を発行。江守正多実行
委員から、原田義昭環境大臣（当時）に報告書を手交し情報提供

4 月 22 日 第 4 回実行委員会（北海道大学東京オフィス）：市民パネルの結果分析
＊社会実験設計ミーティングは、すべてオンライン（Skype）で実施した。
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B. 傍聴者募集チラシ（原物は表面カラー）
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B. 傍聴者募集チラシ（原物は表面カラー）
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C. 新聞報道

北海道新聞 2019 年 3 月 4 日夕刊

北海道新聞 2019 年 3月 1日
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C. 新聞報道

北海道新聞 2019 年 3 月 4 日夕刊

北海道新聞 2019 年 3月 1日
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D. 討論者アンケートの質問票（討論前用）

 討論前  
 

1 

名札に記載された番号をご記⼊ください 

  討論者番号   ー   
 

 
 

脱炭素社会への転換と生活の質に関する市民パネル 

討論前アンケート 

 

次の質問にお答えください。募集時に答えていただいたのと同じ質問もありますが、

現時点でのあなたのご意見をお答えください。 

 

とくに指定のあるものを除き、あなたの意見に最も良く当てはまるものをひとつ選ん

で、番号に○を付けてください。 

 

回答に正解・不正解はありません。あなたが今感じていること、思っていることを、

ありのままお答えください。 

 

頂いた回答は、今回の研究のためにのみ使用します。公表に際しては匿名で処理し、

参加者の皆様に一切ご迷惑がかからないようにいたします。 

 

 

◇       ◇       ◇ 

 

 

近年、地球の平均気温が長期的に上昇する傾向が生じており、あわせて大雨の増加、

海面上昇など、気候にさまざまな変化が起きています。ここでは、これを「気候変動」

とよびます。一般に「地球温暖化」とよばれるものと同じ意味です。 

 

Ｑ１ あなたは、気候変動の問題に関心がありますか、関心がありませんか。次の中

からひとつ選んでください。 

 

 １ 関心がある 

 ２ ある程度関心がある 

 ３ あまり関心がない 

 ４ まったく関心がない 

 

 

【質問は次ページに続きます】  
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 2 

 

Ｑ２ 近年の気候変動の主な原因は人間活動だといわれていますが、あなたはこれに

ついてどのようにとらえていますか。 

 「そうではないと思う」を１、「確かにそうだと思う」を７、その中間を４として、

あなた自身のとらえ方に近いものを、７段階の中から、ひとつ選んでください。 
 

 ▼近年の気候変動の主な原因は人間活動だ、という見方について： 
 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 
そうではな

いと思う 
← ← （中間） → → 確かにそう

だと思う 
       

 

 

Ｑ３ あなたは、将来にわたる気候変動の影響について、どのように感じていますか。

次の（ア）から（オ）のそれぞれについて、お答えください。 

 あなた自身の感じ方に近いものを、７段階の中から、ひとつずつ選んでください。 

 

（ア）自分や家族にとって、気候変動は： 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

おおむね 
好ましい 
影響を 

もたらす 

← ← （中間） → → 
脅威であり

深刻な 
悪影響を 
もたらす        

 

（イ）北海道全体にとって、気候変動は： 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

おおむね 
好ましい 
影響を 

もたらす 

← ← （中間） → → 
脅威であり

深刻な 
悪影響を 
もたらす        

 

（ウ）日本全体にとって、気候変動は： 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

おおむね 
好ましい 
影響を 

もたらす 

← ← （中間） → → 
脅威であり

深刻な 
悪影響を 
もたらす        

 
  



120

  

 2 
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 3 

 
（エ）世界全体にとって、気候変動は： 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 
おおむね 
好ましい 
影響を 

もたらす 

← ← （中間） → → 
脅威であり

深刻な 
悪影響を 
もたらす        

 
（オ）およそ４世代以上先※の将来世代の人たちにとって、気候変動は： 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 
おおむね 
好ましい 
影響を 

もたらす 

← ← （中間） → → 
脅威であり

深刻な 
悪影響を 
もたらす        

  ※「４世代以上先」とは、あなたの孫の孫（玄孫＝やしゃご）とそれ以降の世代のことです。 

 
 
Ｑ４ あなたは、気候変動のどのような影響にとくに関心がありますか。いくつでも

具体的にお書きください。 

 
 
Ｑ５ あなたは、2015 年 12 月に採択された、気候変動対策のための新しい国際的枠

組みである「パリ協定」について知っていますか。次の中からひとつ選んでください。 
 
 １ どのような内容か知っている 

 ２ 名前は聞いたことがある 

 ３ 知らない 
 
 

【質問は次ページに続きます】 
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Ｑ６ パリ協定では、化石燃料の使用など人為的な要因による温室効果ガスの排出量

を、今世紀後半に世界全体で実質的にゼロにする、という目標が合意されました。 
 あなたはこの目標を、どれくらい実現可能性のあるものだと思いますか。あなた自

身の感じ方に近いものを、７段階の中から、ひとつ選んでください。 

 

 ▼温室効果ガスの排出量を、今世紀後半に世界全体で実質的にゼロにするという目標は： 
 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 
実現可能性

が十分に 
ある 

← ← （中間） → → 
実現可能性

がきわめて

乏しい        
 
 
Ｑ７ あなたは、温室効果ガスの排出削減のためには、どのような取り組みや政策が

効果的だと思いますか。思いつくものを、すべてお書きください。欄内に書ききれな

い場合は、あなたがとくに大事だと思う取り組みや政策を中心にお書きください。 

 
 

Ｑ８ あなたは、温室効果ガスの排出を実質的にゼロにする「脱炭素社会」への転換

は、私たちの生活の質にどのような影響を与えると思いますか。良い方向の変化でも、

悪い方向の変化でも、ご自由にお書きください。 
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Ｑ６ パリ協定では、化石燃料の使用など人為的な要因による温室効果ガスの排出量

を、今世紀後半に世界全体で実質的にゼロにする、という目標が合意されました。 
 あなたはこの目標を、どれくらい実現可能性のあるものだと思いますか。あなた自

身の感じ方に近いものを、７段階の中から、ひとつ選んでください。 

 

 ▼温室効果ガスの排出量を、今世紀後半に世界全体で実質的にゼロにするという目標は： 
 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 
実現可能性

が十分に 
ある 

← ← （中間） → → 
実現可能性

がきわめて

乏しい        
 
 
Ｑ７ あなたは、温室効果ガスの排出削減のためには、どのような取り組みや政策が

効果的だと思いますか。思いつくものを、すべてお書きください。欄内に書ききれな

い場合は、あなたがとくに大事だと思う取り組みや政策を中心にお書きください。 

 
 

Ｑ８ あなたは、温室効果ガスの排出を実質的にゼロにする「脱炭素社会」への転換

は、私たちの生活の質にどのような影響を与えると思いますか。良い方向の変化でも、

悪い方向の変化でも、ご自由にお書きください。 
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Ｑ９ Ｑ８で答えたことも含めて総合的に考えると、脱炭素社会への転換は、私たち

の生活の質に、全体としてどのような影響を与えると思いますか。 
 あなた自身の感じ方に近いものを、７段階の中から、ひとつ選んでください。 
 
 ▼脱炭素社会への転換は： 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 
生活の質に

対する 
脅威となる 

← ← （中間） → → 
生活の質を 
向上させる

機会となる        
 
 
Ｑ１０ 温室効果ガスの排出削減のために、あなたが実践している対策はありますか。

直接的に温室効果ガスの排出を減らす取り組みや、他の人や組織の取り組みを間接的

にうながす行動など、どのようなものでも構いません。あなたが実践していることが

あれば、いくつでも自由にお書きください。 

 
 
 
討論前アンケートの質問は以上です。 
ご協力ありがとうございました。 
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